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はじめに

人に、組織に『伴走する』

～地場包括ケアの推進に向けて～

地揖包括ケアの推進に向lオた支援

世界に先駆lオて超高齢化社会を迎えた日本では、地方は過疎化じ、都市はますます密集しています。

その日本が目指すべき近い将来を見据えて提唱されたのが『地域包括ケアJ。だれもが、「住み慣れた地

域で自分5レ山暮らしを人生の最後まで続けるJ乙とができるまちづくりです。とはいえ、 I高齢化J

は人類が初めて経験する現象です。そのため現場には様々怠課題があり、誰もが試行錯誤しなが5まち

づくりを進めてし1る現状がありま言。また、まちづくりには組織同士・人同士の協力が欠かせません。

それぞれの組織、専門職、そして住民同士が相談し合い、支え合い怠がら進めていくこと力味め5れま

す。実際に、厚生労働省l志、都道府県等による市町村支援を事業化して、全国への展開を進めてし1ます。

市町村I~、地域包括ケアの第一線機関である、 地域包括支援センターを支援しています。そして、地域

包括支援センターは、社会福祉協議会や住民団体、事業者怠ど、 地域の様々な組織や住民同士のネット

ワーキジグを支援していま言。

支援に必要な重要なスキルに、地域診断と組織連携のファシリテーションがあります。近年、地域診

断や施策の評価に役立つ情報分析ツールが全国的に普及してきまじた。たとえば、厚生労働省による地

域包括ケア「見える化Jシステムの活用が推奨されています。レかし、実際にそういったツールを活用

して介護保険事業計画を立てたり、介護予防のためのまちづくりを進めていくのは容易でI~ありません。

全国30以上の自治体と地域づくり型の介護予防に向けた取り組みを進めてきた筆者らも、自治体にデー

タの分析ツールを提供l.J1Eり、組織間連携の進め方につし1てのガイドブックを手渡すだけでは、実際の

活動にうまく活かせるとは限5なUことを実感してきました。一方で、 適度な距離感で、データの活用

や連携の基盤づくりの活動に『伴走するJように支援すると、驚くほど活動が進む乙とがある乙とも経

験してきました。

そこで企画したのがこの本で言。地域包括ケアの推進に向けて、様々な組織を支援雪る立場にある方々

が手に取り、活用できるノウハウをまとめまじた。支援のfあるべき姿Jにつし1ての研究報告もあります。

たとえば、都道府県等が「市町村をどう支援ZすべきかJについて報告書が出版されています1。レかし、

現場は Iべき論Jだけでは進みません。 fする論J、つまり、どのように実践すればうまくいくのか、そ

の具体的な方法を伝えてし1く乙とも必要だと思います。

本書の想定観音につUて

そ乙で本書は、市町村や地域包括支援センター、もしくは住民組織等への支援に携る人々に向けて作

成じました。主にI~、 都道府県や政令市の介護関連の部署に在籍する保健師や事務担当者に加え、関連



機関である保健所や地域撮興局の職員を想定してし1ま言。また、地域包括支援センターや住民組織を支

鰻する立場である市町村のスタッフにも役に立つことと思います。昨今では、市町村にお廿る地域包括

ケアの活動を手掛ける存在として成長している民間事業者の皆さまにも届けたい内容で言。地域包括ケ

アに関心を持吉、新規参入を目指してし1る企業の方々の声は日に日に大きくなっていることを実感して

います。

本書の肉曹

本書は、ます第1章で、包括ケア推進のための市町村支援に関連する政策動向について概観した後、

4つの自治体支援のポイントを紹介レます。 災害時・災害復興時の支援についても論じます。

第2章でf~、市町村支援に役立つ理論や概念を紹介します。エンパワメントやYーシャル・キャピタル、

健康格差、 νーシャル・マーケテイング、伴走型支援とコーチン夕、根拠に基づく政策立案など、最近

のトピックについて、できるだけ噛み砕き、シンプルに解説しました。

第3章では、第1章で紹介した4つの支援のポイントに沿って、具体的なノウハウを提示していきま

す。 課題抽出、ゴール設定、地域診断データの活用、連携の場づくり、ワークショッブのファシリテー

シヨンの実際、人材育成の研修会の進め方等につし1て、具体例を紹介しながら示します。乙乙を辞書の

ように活用しなが5日々の支援を進めていただきたい。

第4章では、3章で挙げたノウハウの工ツセンスが詰まった事例を複数提示じました。取り上げるのは、

県全体での重層的な支援で成功している大分県、民間企業を積極的に巻き込みデータを駆使して戦略的

に進める静岡県、強力な縦の連携で健康格差対策のまちづくりに取り組む政令市・神戸市。名古屋市か

らは、大規模団地での取り組みゃ主体的に活躍する地域包括支援センターの素晴らしし、「受援力j発揮

の事例を提示。松戸市か5はプロポノの導入で活気のあるまちづくりを目指す動きの紹介です。

『地蟻包括ケアJlcl世界へ

地域包括ケアの概念l志、国際的にも重要視されてきていま言。世界の多くの園、特に新興国では、近

い将来日本よりも速いベースで高齢化を迎えることが予想されています。世界保健機関（WHO）は高

齢化の課題に取り組み始め、 HealthyAgeingと呼ばれるアジエンタを掲げていま昔。 2020年からの

10年聞を rHealthyAgeingのための10年（ADecade of Healthy Ageing)Jと設定して、世界

各国で高齢化へ対応菅るための具体的な取り組みを進めていま言。特に注目レたいのが、「integrated

care：包括ケアJを重視しているととで言。医療や介護という単一のケアのみでl誌なく、包括的なケ

アのニーズを満た世る仕組みを地域ベースで整えようというものです。 2017年にはその実践のための

ガイドライジが出版されました九

そこで強調されているのが、フレイルな個人を f治療するJという f医学モデルJではなく、 f社会

モデルJ、すなわち、高齢者一人ひとりが自己実現できる社会環境をつくるという考え方です。 WHOl誌、

内在的能力（intrinsiccapacity）と機能的能力（functionalability）とUう言葉で説明してUます

（下図）。病や障害があり心身の機能が低下してし1ても、地域社会の環境を整えたり、機能を引き出す支

援をすることで、内在する能力を底上げし、本来の機能を活用できま言。たとえば、人との交流は助け

合いを生み出宮貴重な機会で宮が、一人暮5しの高齢者は、そのような機会が得5れにくし1環境にあり

ます。その場合、近所に通し1場のサロツを作ることで、その人が支援を求める力＝受援力を引き出すと

5 
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とができま言。足腰が弱。、買い物に出かけられない人が多い地矯があれば、本書で事例紹介した松浦

市のように、ザロンの場に移動販売車を時ぴ込むことで解決できます。本書では撮っていなし、テーマで

亨が、最新技術の応用も重要で言。足醸の筋力が衰えても、最近、企業の生産ラインの現場で普及が進

んでいる筋力補助スーツのような捜器を提供嘗れば、若U人と同じくらい働ける社会の到来も見えてき

ました。

これらの考えは、まさに白本の f地域包括ケアjが目指している地縁社会のあり方と言えるでしょう。

日本の地域包括ケア推進の経験が、世界各国の f学びJへとつ訟がることを願っていま言。

高いあるいは安定した機能 I 機能低下 l 顕著な機能の喪失

内在的

合能力

園： WHOのHealthyAgeingにおける公衆衛生活動の枠組：内在的能力 (intrinsiccapacity）を、

保健や介護のサービス、地雄社会濁繍の聾備によって底上げし、機能的能力（functionalability）を

発揮写る。出展： WHO高齢化と健康に闘言るワールド・レポート｛白本語概要版｝より銀粋3

本・に関連する研究プロジヱクトにつωτ

筆者らの多くは、高齢者10万人規槙の追跡研究である、日本老年学的野価研究： Japan

Gerontological Evaluation Study (https://www.jages.net）の研究メンバーです。本容は、

JAG ESを基にした2つの研究プロジェクト1を通じて、下図に示した多くの参加自治体との協力を基

に進めてきた地域づくり型の介懐予防施策のプロジェクトから得られたノウハウをまとめたものです。

本容が、少しでも皆犠のお役にたでれば幸いで言。

編者・著者一同を代表して

東京大学近議尚E



JAG ES釧自治体と調査の蝦 J 

』AGES2010隼

参加市町村教； 31

送付敏；約 17万人

回収敏：約 11万人

回答率：約66.3%

JAGES2013年

参加市町村敏； 30

送付鍛；約19.5万人

回収数：約 13.8万人

回答率：約71.1%

JAGES2016年

参加市町村敏； 40

送付費量；約30万人

回収敏：約20万人

回答率：約69.5%
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1.2014-2016年度厚生労働科学研究蚕毘費・長寿科学研究開発事業／日本医療研究開発鋤稿 CAMEO）『データに基づき

地成づくりによる介護予防対策を鍵進言るための研究j・2017・2018AMEO研究事業 f地減包括ケア縫進に向けた地

援診断ツールの活用による地域マネジメント支援に闘言る研究j
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舎』占第1章 F”
まちづくりを通じた地域包括ケア挺進の

ための市町村支揺

第1章第1節

地域包括ケアシステムの強化に向甘た

政策動向と評価ツールの紹介

目立保健医療科学院大雪賀政昭

r 

、

＠地場包括ケアシステムの基盤となる医療・介護サービスに影響を与える報酬改定

および法改Eは、医積1~2年に 1 度、介聾1~3年に 1 度実施される。

~2018年4月か5始まった改正介薗保険法のキーワードI~、『自立支援・重度化

防止に向けた保険者機能の強化J、『地域共生社会の実現J、『医療・介護連携の推進J
である。

＠地場包括ケアシステムの強化には、取り組みの評価を継続的に行う乙とで改善に

つなげていく乙とが重要である。

11.はじめに

、

~ 

2013年12月に成立した社会保障改革プログラム法及び2014年6月に成立レた医療介護総合確保

推進法に I地域包括ケアシステムJが明記され、国の政策として法的にも明確に位置付けられ、地域包

括ケアシステムは、一部の先進的な市町村の取組でl誌なく、すべての市町村が取り組むべき事業となり

ました。

しかしながら、 2025年はあくまで対応すべき課題の出発点であり、 2040年に向fjて急憎かつ変化

レていく社会を見握えるとさらなるニーズへの対応が求め5れてUる状況にあります。具体的には、高

齢化・人口減少に伴って起こる社会環境、資源の変化をあらかじめとらえ、 2040年に向けた基本的な

方向を各自治体が示すこと力味め5れています。このことは、地域包括ケアシステム構築の出発点に怠

ります。



とこでは、地蟻包括ケアシステムの強化に向けおさえておくべき政策動向や、 2018年度から始まっ

た2つの全国的怠評価ツール〈保験者犠能強化錐進交付金に係る評価、地蟻包括支援センターの事業評

価〉の紹介を過して、市町村膿員が求められる視点を提示することとします。

2.地蟻包括ケアシステムの強佑に向けおさえて怠くべき政策動向

り 2018年4月から始まった改正分量保険法の罵要

2018年4月から始まった改正介護保険法のキーワードは、 f自立支援・重度化防止に向けた保険者

機能の強化j、f地域共生社会の実現j、f医穣・介護連携の推進jであり、これらに対菅る継続的毛主取り

組みが求められま曹。

①自立案鰻·•度佑備止に向けた保険者犠鱒の強化

自立支援・温度化防止に向けた保険者機能の強化としては、介観保険の保険者である市町村が保険者

機能を発揮して、高齢者の自立支援と要介護状撒の霊痕化防止に取り組み、都道府県がこれを支接＇§＂る

ために、次のようなデータ分析を基にしたPOCAザイクルを地方自治体において実施していくことが

法律に規定されました（図1穆無〉。

［ 園1.データ分析を醤にした自立支援と磁化防止の取組み ］ 

保険者樋能の発信・向上｛取締内
容｝

－・）J、ピリ隙等と連携して効集約な
介短予防を実M
－保険者が、多臓種がe加する地
域ケア会請を活用しケアマネジメン
トを支懐
等

都道府県が研修等を通じて市町村を支後

道切な指織によ
る実績訴価

－要介護状織
インセンティプ

の維持・改轡度 LP・結果の公表
合い い ｜・財政的イン
・地峨ケア会議 ｜ ｜センチィブ付与
の開催幸夫j兄
等

ここで保険者機能という雪灘について触れておきたいと思いま言。

f保険者機能Jfci、以下の3つの機能があるとされていま言。

f事務的保険者機能j：被保険者の管理、保険料徴収、費用の給付

f付加的保険者機能j：予防活動を含C保検事業の実施、広報活動

f戦略的保険機能j：適切怠サービス提供の確保、費用の適正化・効率化による負担滞免

介護保険の文脈で用いられる場合の保険者機能除、 3つ自の戦略的保険者機能を指しているζとが多

く、具体的には、医穣・介護関係者との連携により適切なサービス供給体制を整えたり、品質管理をす

るといったととが想定されていま害。

つまり、ととでは、 データ分析をもとにじた継続的拡評価、改善のプロセスを通レて、とういった適

切なサービス揖供の確保、費用の適正化・効率化が求められているというととに怠ります。

＠地繊共生祉会の実現

留では2016年7月にf我tJ常事・丸ごとj池波共生社会実現本部が立ちあげられ、f地様共生社会の実聞

が目標として設定されました。地議共生社会fci、地域生活における課題都多織化・視雑化して滋り、子

育てと分磁を同時に抱えるダブルケアや経済的怠問題を抱える世笥の介護の問題、老々介護、銀々介護

など、従来から帯在する生活線題がある申で、これまで分野・対縁者別に進められてきた離割りの地縁

9 
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の支援の仕組みを見直レ、地域住民を中心とした言べての関係者が閣が事jとして、生活課題に「丸

ごとJ対応できるような体制として説明されてし1ます。

国では地域共生社会の具体化に向l才、『地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在

り方に関宮る検討会（地域力強化検討会）Jが立ち上げ5れ、 分野を越えた支援体制の構築や、協働の

中核を担う「相談支援包括化推進員jのE置などが議論されているところにあります。

今般の改正では、市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制作り、福祉分野の共

通事項を記載した地域福祉計画の策定の努力義務化や高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受け

やすく宮るため、介護保険と障害福祉制度に新たに共生型サービスを位置付けることが定め5れました。

③医寵・介盤連擁の推進

「日常的な医学管理jや『看取り・ターミナルJ等の機能と「生活施設Jとしての機能とを兼ね備えた、

新たな介護保険施設である医療介護院の創設、そして介護保険において肱在宅医療介護連携推進事業な

どの枠組みで進め5れる医療・介護の連携等に闘し、 都道府県による市町村に対する必要な情報の提供

その他の支援の規定を整備官るとUったことが定め5れました。

2）診観報酬改定で協調される政策的ポイント

診療報酬改定は、医療機関の経営状況、物価・賃金の動向等を踏まえ、 2年に1度改定がなされます。

診療報酬改定は、医療サービス提供体制に大き怠影響を与えるので、乙の内容をみていくととで、政府

が地域包括ケアシステムに深くかかわる医療サービス提供体制を今後どのように整備したいかが見えて

きま言。

改定内容は多岐にわ左りますが、ことでは近年の改定で継続的に重点課題として示されている「地域

包括ケアシステムの構築jや f医療機能の分化・強化、連携の推進Jに関わるポイントをいくつか取り

上げま言。

ます医療・介護に関わる2018年度の改定では、 医療機闘が介護支援専門員や障害のサービス計画担

当者と入院中か5退院にむけ情報連携する退院支援が入院前からの情報共有も評価対象となり「入退院

支援加算jとなりました。 乙れによって地域包括ケアシステムにおいて重要な継続的な医療者、介護福

松関連職種の連携が促進され、とDわけ医療者は病院の中で待ってし1るだけではなく、「訪問看護Jr訪
問リハビリJ怠どを活用して、地域の中に出ていき在宅への流れを作ってし1くととが求められてし1ます。

さらに、『かかりつけJ機能も強化されていま言。 fかかりつけjの専門職に求められている乙とはJい

つでも何でも相談できることJで、「生活指導Jや『24時間の対応Jr介護サービスとの連携jなどが

必要に怠ってきます。そして、これは『高齢者Jに限ったことではありません。医療ニーズを持つ小児、

発達障害、精神疾患等の方々も対象であり、『かかりつけJの医師・歯科医師・薬剤師（薬局）の機能

強化によって、地域の中で安心して暮5していく仕組みを作ることということが、 2018年度の改定で

評価されています。

具体的には、 「かかりつけ医Jにつし1ては、地域包括診痕料の実施者、 24時間の往診体制にかかる要

件の緩和、服薬指導にかかる要件の明確化、地域の当番医との連携を考慮、医療ケアが必要な小児にお

ける学校との情報共有・連携を要件に苦る怠どの見直しが行われました。 『かかりつけ歯科医jにつし1

ては、口腔機能管理、地域連携に関する会議等への参加要件見直し、研修内容怠どの見直しが行われ、 『か

かりつけ調剤薬局Jについて肱、地域医療に貢献言る薬局について要件の見直しなどが行われました。

さらに、専門職聞の共同指導等の連携についても評価の見直レが行われ、特に訪問看護ステーション、

医療機聞からの訪問看護、生活動作をサポート宮るための訪問リハビリ、特に、口腔機能、服薬指導の

推進が図5れてし1る状況にあります。

このように、診療報酬改定の内容からは、 地域の中で喜5す住民に対し、医療機関・介護事業所、特

定相談支鍾事業所等の福祉事業の協働が求め5れていることがわかります。「医療jと「介護Jの垣根



を超え、 f住んでいる方々の生活を支援していくJというメッセージが随所に込められてし1るのです。

3）地場包括ケアシステムに闘ねるその他の置要な眼鏡動向について

地域包括ケアシステム構築には、病床機能報告という病院から提出されるデータをもとに、今後必要

な地域の病床数を定めていく f地域医療構想jも深くかかわってきます。地域で必要とされる医療機能

の在り方によって『地域包括ケアシステムjの形もまた変わってくるからで雪。

さらに、国民健康保険制度の財政運営の都道府県単位化と財政支援の拡充による財政基盤の強化を柱

とする国保改革が2018年4月に施行されました。このことは、介護保険において都道府県の役割が強

化されたことと掴まって、重要な改正点となってし1ま言。 市町村聞の地域格差を是正するための都道府

県のガパナジス（統治）が求められてし1る状況にあります。

乙のほか、乙乙では具体的内容は取り上げませんが 「骨太の方針（経済財政運営と改革の基本方針）J、
『未来蹟資戦略2017J、f規制改革実施計画j、『まち・ひと・しごと・創生基本方針2017Jといった他

省庁の政府方針も地域包括ケアシステムにかかわる医療・介護政策に影響を与える文章として確認して

おくと、さらに理解が深まるものと考えます。

3. 2018年度か5始まった全国的な評価の取組みにつuτ

1）保険者機能強化推進交付金に係る評価（都道府県と市町村｝

改正介護保険法における自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みが制度化されたことを述べま

した。この制度化の一つに市町村の保険者機能を強化宮る一環として、 保険者の様々な取組の達成状況

を評価できるよう客観的な指標を設定した上で、市町村等に対する財政的インセンティブ（保険者機能

推進交付金）も付与されるととが決まりました。

市町村における保険者機能の評価にあたっては、介護保険法令や関係通知等に沿って、目立支援・ 重

度化防止等に向けて市町村や都道府県が実施すべき業務の中で重要とされる内容が抽出され、評価資料

が設定されまレた。乙の評価指標の構造についてI~表 1 のようになっています。

乙の指標I~、財政的インセンティブの算定のために用いられますが、 都道府県は乙の指標をもちいる

ことで市町村の取り組みの程度を把握宮ることもでき、市町村も同じ視点で他の自治体と比較して自ら

の取組の程度を把握宮ることができます。

〔 表1平成30年度保険者犠能強化雌鮒金（市町村分）に係る評価指標の構造 ］ 
カテコリ 項目数

POCAサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築 8 

II 自立支援、 重度化防止等に資する施設の推進 46 

1.施設密着型サービス 4 

2.介護支援専門員・介護サービス事業者 2 

3.地域包括支援セッター 15 

4.医療・介護連携 7 

5.認知症総合支援 4 

6.介護予防・日常生活支援 8 

7.生活支援体制設備 4 

8.要介護状態の維持 ・改善の状況等 2 

「m.介護保険運営の安定化に資宮る施策の推進j 3 

1.介護給付の適正化 2 

2介護人材の確保

計 57 
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2）地揖包括支揖センターの事襲評価（自治体と地場包括支援センター｝

改E介護保険法において、 地域包括支援センター自身が事業評価を行い、事業の質の向上を図るとと

もに、 市区町村が、定期的に、地場包括支援センターの事業実施主b克を評価し、地域包括支援センター

の運営方針の改正などの必要な措置を講じる乙とが義務化されまじた（介護保険法第115条の46第4

項・第9項）。

平成30年7月4日の厚生労働省老健局振興課発の通知 「地域包括支援セッターの事業評価を通じた

機能強化につし1てJで表2のような評価指標が示されました。

乙の指標を活用することで、地域包括支援センターはみすか5の事業改善を行うことが期待されます。

また、セジターを設置する自治体に古川ては、地域包括支援センターの運営方針の作成や運営協議会で

の地域包括支援センター支援・指導、そして、介護保険事業計画等の策定におし1ては計画作成時の根拠

資料としても活用が期待されま言。

しかしながら、乙れ555の項目を毎年運用していく乙と肱現実的ではなく、また fやっている／やっ

ていないJ2件法による評価では、なかなかその取り組みの程度を把握することカ鳴レl,"¥IE:め、 市区町

村独自の地域包括支援セッター評価指標の作成することが求められています。この評価指標の作成につ

いては、千葉県松戸市の取組が参考になります。

〔 表2地域包括支援センターの事業評価の項目の構造

業務大項目 地境包括 ←連携項目数→ 市区町村

支援セジター （役割分担・連携）

I .事業共通

1 .組織・運営体制 12項目 ←10項目→ 13項目

2.個人情報の管理 4項目 ← 2項目→ 3項目

3 利用者満足の向上 3項目 ←3項目→ 3項目

II .個別業務

1.総合相談支援業務 6項目 ←5項目→ 6項目

2.権利擁護業務 5項目 ←4項目→ 4項目

3.包括的・継続的ケアマネジメジト支援業務 6項目 ←6項目→ 6項目

4，地域ケア会議 9項目 ←9項目→ 13項目

5.介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 5項目 ←5項目→ 6項目

m.事業間連携（社会保障充実分事業）

5項目 ←5項目→ 5項目

計 55項目 ←49項目→ 59項目

この項目の特徴は、地域包括支援センターと市町村の評価の2種類があり、それぞれ項目の多くが対

応じている乙とにあります。

この特徴を生かして、地域包括支援センターとこれを設置する市町村の評価を行うことで、センターと

市町村のそれぞれの取組の程度が可視化できま言。そのギャップを考察官ることで、より具体的なセン

ターの機能強化に向けた課題把握が可能になります（園2）。



［図2.地域包括支揖センターの職評価のイメージ（三菱UFJリサーチ＆::J :::rtt JI,,テイジタ2018)] 

市区町村と比較して、センターの評価

は高くなっています。評価項目を確認

して、認識が異なっている点を確認し

ていきましょう。

II-6-8事業連携（在宅介

護匡癒連携、認知症、生活
支援）

II-5.介護予防ケアマネジメン
卜

II-3包括的・継続的ケアマ

ジメント

市区町村と比較して、センターの評価

が低くなっています。自センターの取

組の良い点を分析できていない可能性

があります。評価項目を確認して、さ

らなる充実を図ることができるよう

に、アドバイスしていきましょう。

I -2個人情報の管理

II-2権利擁護

I -3利用者満足の向よ

II-1総合相識支揖

ー一市区町村

ーーーセン~－

今回紹介した全国的な評価ツールは、いすれも政策的に提出が求め5れる評価として運用が始まって

います。これらの評価ツールを固に提出苦るだけでなく、以下の図に示したそれぞれの評価ツールの関

係性を理解しなが5、自5の事業改善に活用してし1くことが重要となってきま宮。

具体的にId:、これらの評価項目の一部を定期的な点検に活用言るとし1ったことやその地域の特性に

あった独自の評価項目を加えた評価を行っていくという方法も考え5れま言。

こうした評価を行っていくと、評価対象者の努力により、評価項目で評価される内容が徐々に達成さ

れていくことが予想されます。よって評価の継続にあたっては、 指標を定期的に変更してし1く必要があ

る乙とにも留意する必要があります。
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［ 園3.Hツールによる都道府県・自治体・制包括支援センターの連動 J 
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4.おわりに

りアウト力ム静値の置寮性

評価を継続し、改曹につ怠げていく僚に、アウトカム評価ができているかについて留意言る必要があ

りま言。

評価が仮にプロセスだけ行われる場合、プロセスを行うことが目的になってしまう懸念があります。

このため、サービス提供体制の充実つまり、地場包括ケアシステムの機能強化に向けては主役と怠る地

鳩住民の福祉がどの程疲充実したかといったアウトカムを目標に掲げ、これを評価していく試みが求め

られます。

ただし、現在、介護報酬や診態報酬においてもそのアワトカム除、AOL（身体的機能〉中心の評価となっ

ていま曹が、今後の地媛包括クアシステムの評価に際して除、 QOL（生活の質）に関わる視点も入れて

いくことが求めら抗ていま雪。

また、評価データは、事策実施の根拠として邑や都道府県に実績報告するだけでなく、新規事業立案や

既得事業の効男色測定に活用していくことが求められていま写。

幻自治体構鳳の役割の量要性

地揖包括ケアシステムの構築・強化に向11、分震保険制度を中心とした介鰻・生活支援のザーピス基

盤整備に実務をもっ市町村鴫員の果た苦役割let小さくありません。

具体的には、 地場包括支援センターと協働し、地域住民により近い生活圏域ごとのこーズを把握し左

上で、サービス基盤盤備を行うこと、そして、 都道府県やその他行政磯員や学織経験者とも協働じ、よ

り広い圏域からのサービス銅盤をおこ怠う乙との2つの協働が求められていま言。

乙の実現に向l才、自治体鵬員をはじめとする政策担当者には、地域の状況を分析し、地域の関係者と

共有していく乙とが求められています。
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第1章第2節

地撮包括ケア推進に向lオた自治体支援のための4つの枠組み

園立保健医療科学院生涯健康研究部堀井聡子

， 

、

＠地域包括ケアの推進に向け、都道府県l孟市町村に対し以下の4つの枠組みで支援・

協働じよう。

①データにもとづく広場的な地場診断とビジョンの策定：都道府県全域・保健所

圏域単位の健康標題の分析と市町村へのフィードパック、標題分析ツール・指

標の開発、ビジョン策定支援など

②連携・協働ファシリテーション：社会資源との調整、市町村聞のネットワーク

形成、市町村内の庁内連携の推進など

③人材育成：各市町村の課題にあわせた研修の企画・実施・予算確保など

④先進事例の作成と普及：事業のプロトタイプ化と各市町村への普及など

＠都道府県担当者lcl:、コーチンタ等の技術を応用しつつ市町村の課題解決能力｛自助

力・亘助力｝の向上を目指そう。

＠都道府県担当者は、市町村の霞題にあわせた支握を計画立案・実施・評価できる

よう、鴫員の能力向上に努めよう。

11.はじめに

、

~ 

市町村支援といっても、様々な形が考えられま言。ここでは、筆者（堀井）らによる研究成果を踏ま

え、特に重要であると考えられる4つの支援の枠組みを紹介します九そのうえで、全国の都道府県職

員の方々を対象に行った調査結果から支援・協働の具体的な内容や方法、それらの理論的な背景につい

て、章を分けて解説していきま雪。ますはこの章で全体像を把握してください。

2.地場包括ケアシステム構築のための市町村支撞・協働の方法

1）データにもとづく広鵠的な地場齢断とビジョンの共有・作成

都道府県l志、各事業を通じて集め5れた各市町村のデータなどを取りまとめて、都道府県全域あるい

は保健所圏域単位など、広域的に地域の健康課題を把握できま言。そして、その結果を、各自治体にフィー

ドパックしたり、支援が必要な市町村や分野を特定し適切な介入をしたりすることは、市町村支援につ

ながります。加えて、各市町村がデータに基づき課題を抽出できるよう、 課題把握のためのツールを開

15 
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発したり、指標を提示したりすることも市町村支援として有効です。

また、地域の課題を見出すには、どのような「まちjをつくろうとしているのか、つまり、まちづく

りのビジョン、目指す方向’性が明5かになっていなければなりません。このため、都道府県が、 都道府

県としてのビ、ジョンを掲げ、そのビ‘ジョンと運動させた各市町村のまちづくりビ‘ジョンをともに検討す

ることも、地域包括ケアシステム構築のための市町村支援のーっとなります。

2）連携・協働のファシリテーション

「ファシリテーションjと聞くと、会議やワークショップなと‘の司会者を思い浮かべる方も多いと思

いますが、もともとは 「（事を）容易にするj、「促進するJなどを意味する単語から派生した用語です。

今日では、 ファシリテーシヨジ力は関係者の合意形成や共通理解を促すことで、組織の活性化や協働を

促す力として注目されています。地域包括ケアシステム構築の推進の過程で、都道府県には、都道府県

と市町村、市町村同士、あるいは市町村とそれ以外の関係機関など、様々なレベルの連携・協働を促進

するためのファシリテーションを担うことが期待されます。

( 1 ）社会資源への顔つなぎ

市町村の取り組み状況や必要性に応じて、 社会資源（関係機関）に関する情報提供をしたり、紹介し

たりすることは都道府県の重要な役割です。とくに、認知症施策や医療介護連携を推進するためには、

医療機関や医師会等と市町村がつながることが不可欠ですが、市町村単位では、こうした医療関係の社

会資源とつながる乙とがしばしば困難です。社会資源との顔つなぎ役は、都道府県、特に保健所にとっ

て重要な市町村支援です。

(2）市町村聞の互助力の醸成

都道府県による市町村支援というと、特定の市町村への1対1の支援をイメージされる方が多いと思

います。たしかに、重点的な支援が必要な市町村に対しては1対1の支援は重要です。

一方で、筆者らが調査対象とした都道府県のなかには、 エリア別会議等を通じて、市町村聞のネット

ワークを形成することに努めている例がみられました。このように、都道府県が、振興局や保健所など

と協働して、意図的にネットワークを形成できるように支援すること、つまり 「1対多の支援Jで、自

治体聞の互助力醸成だけでなく、最終的に各市町村の自助力（課題解決力）の強化を目指すことも有効

な支援方法と考えられます（図 1)。

r-
図1.市町村の互助力醸成に向けた『1対多Jの支援 J 

県が重点支援が必要な市町村に行う
ri対1」支援

－－ eε／ ＼．． 

県が市町村チームをコーチのよう
に支援する「1対多」支援

．一．
＠・IXl 
．－． 

市町村の互助力醸成に向けて「1対1」だけでなく「1対多」の支援ちしよう



(3）市町村の庁内連携を後押し

地域包括ケアシステム構築において、市町村の庁内連携の必要性が指摘されていますが、 都道府県の

担当課が縦割りであれば、市町村の関係各課の連携も困難となります。こうした状況に対し、 都道府県

本庁内に、介護保険事業を横断的に実施する課を設けている都道府県が存在しました。 またこうした

フォーマルな仕組みをつくるだけでなく、医療計画や地域医療構想等を策定する際に立ち上げたワーキ

ンググループを活用して、 部署横断的に介護保険事業を実施している都道府県が多くありました。

市町村の自助努力だけで庁内連携を進めることが困難な場合に、 外部から助言があることでブレイク

スルーする場合もあります。都道府県本庁内の連携を推進することや、他の市町村の事例などを提示す

るなどして、 市町村内部の庁内連携について提言する乙とは、都道府県だからこそできる支援といえそ

うです（図2）。

図2.市町村の連携を後押しする支援 ） 

フォーマル・インフォーマルに横串を

3）人材育成支援

多くの都道府県では、介護人材養成研修を企画・開催されていると思います。しかし、それ以外のテー

マ、たとえば、 見える化システムやデータの利活用、あるいはケア会議運営など、各市町村が抱えてい

る課題にあわせた研修を行うことは、市町村に対する人材育成支援となります。この際、研修等を実施

する際の予算確保、講師選定なども、都道府県の重要な役割となります。

また、都道府県内の人材育成上の課題を把握するうえで、 地域の健康課題を広域的、かつデータに基

づき分析することも重要になります。

4）先進事例の作成と普及

調査を行ったいくつかの都道府県では、退院調整ルールや介護予防事業等の先進事例をつくり、ほか

の市町村への普及を支援している例がみられました。このうち、複数の都道府県では、 完成されたモデ

ルを普及するのではなく、事業やツール類の原型を、各市町村の実情に合わせて試行を繰り返しながら

修正を加え、その結果を評価していくというプロセスを繰り返していました。

企業では、新たなシステムなどを開発する場合に、 fプロトタイプjと呼ばれる試作晶をつくり、試

行を経てから量産を決定する方法をとることがあります。都道府県による市町村支援もまさに、 事業を

先行して実施している市町村の事例をプロトタイプ化し、それ以外の市町村で試行するという支援方法

が有効なようです。またその展開プロセスを記述しておく乙とで、都道府県のガイドライン化を行うこ

とで、ほかの市町村での普及を容易にします。さらにこれらのプロセスに地域振興局や保健所を巻き込

むことで、事業やツール類を自立発展的に普及する仕組みを構築することが可能になります。
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2.保険者機能強化を支援するために都道府県に求め5れるチ力ラとは？

ここまで、都道府県による市町村支援の4つのタイプを紹介しました。 これらlこ共通して言えること

は、データ分析などの結果に基づき、保険者（市町村）の課題を把握することで、支援が必要な自治体

を特定し、地域特性を踏まえ課題に応じた支援の方向性や具体的な支援を展開することが必要であると

いう乙とです。また、その際、保健所（振興局）単位の互助の仕組みを作るなどして、 最終的には各保

険者の課題解決力（自助力）の向上を目指すことがポイントになるといえるでしょう。

こうした支援を展開するためには、都道府県の職員にも支援に必要な能力を身に着ける必要がありそ

うです。その一つが、 都道府県内の保険者の課題を広域的に把握し、それに応じた支援計画立案・実施・

評価する能力です。広域的な課題の抽出は、各市町村のビ‘ジョン設定や地域アセスメジトの結果を踏ま

えたものになるため、都道府県の職員の地域マネジメント能力、とくにデータの利活用の能力はこれか

らますます必要になると考えられます。

また、さまざまな関係機関と、さまざまなレベルで協働・連携することが、課題解決において不可欠

になることから、これ5連携・協働のためのファシリテーション能力を発揮することも今後の都道府県

職員に求められるチ力ラといえそうです（図3）。

； 図3.市町村の自助力・互助力（課題解決力）アップを目指した支援 J 

IDlii冨量

目指すは市町村の自助力・ E助力（課題解決力）アップ

広域的な地域診断

連第・協働ファシリテーション
人材育成支援
先進事例の作成と普及など

t 市町村 :• : 市町村 ： 
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市町村間の連携・ピアサポート

.....圏

1.本稿は、平成29年度厚生労働科学研究費補助金長寿科学政策研究推進事業「介護予防を推進する地域づくりを戦略的

に進めるための研究（代表近藤克則）J分担研究報告書「自治体支援に関する研究：都道府県等による支援の現状とそ

の特徴（堀井聡子、大参賀政昭、森山葉子）Jの内容の一部に加筆修正したものです。



第1章第3節

災害時・災害復興時の市町村支揺のポイント

目立研究開発法人防災科学技術研究所島崎敢・池田真幸

， 

、h

＠人材や物資を適材適所に配置するための支援や調整をしよう。

＠災害時に発生し得る課題を可視化し、これを解決するための対応計画・復興計画

づくり、関係者の連携体制づくりに伴走じよう。

＠支援を受ける側の準備も大切。災害時・災害復興期に特に威力を発揮言る都道府

県等による支鰻を受lオ入れるための備えをしよう。

11.災害時に起きる乙と

、

~ 

大規模な自然災害が発生すると、人命や財産、様々な日常生活の機能が失われま言。被災した人々は

これらの困難を乗り越え日常の暮らしを取り戻す走め、復旧・復興を行います。しかし、日ごろから誰

かの支えを必要と宮る人にとっては、災害時に自5の力で命や財産を守口、阜期の復旧・復興を遂げる

事は大変困難です。そのため、 災害時にも地域包括ケアが機能する事が重要です。

災害時の地域包括ケアシステムを支える主体は、地域住民、自治体、専門家や専門機関、 外部か5の

支援者が考えられま言。中でも市町村職員は、平時には行わない不慣れな業務が大量に発生し、その対

応に追われます。災害は稀な事象なので、ほとんどの市町村職員には災害対応の経験がありません。さ

5に被災自治体の職員I~自5が被災者で宮。市町村の規模や災害対策の状況によって差はありますが、

多かれ少怠かれ、大規模災害発生時には被災市町村は一時的に混乱状態に陥りま言。こうし1った状況を

早期に改善し、迅速な復興に繋げるためにI~、被災市町村に対して適切な支援を行う必要があります。

災害発生から少し経つと、被災地内外から多くの、そレて多様怠支援者が入ってきます。乙の中には、

多くの知識や経験を持った災害対応の専門家もいれば、全く何もわか5ないまま生まれて初めて被災地

に入る人もいます。そしてどちらの支援者也、ほとんどの場合土地勘に乏しく、被災地独自の文化や風

土について、地元の人よりは精通レておらす、地域住民とのパイプもありません。したがって、被災地

に居る限5れた人的リ＇.，）－スを最大限に活かすためには、地元の人がやったほうが良いこと、知識やス

キルがある人がやったほうが良いこと、地元でもなく経験もない人でもできることを見極め、 適材適所

に人員を配置する必要があります（表1）。

［ 褒1.仕事を宮る人の属性と雄奨される仕事の具体例

仕事を'f'る人の属性 縫翼される仕事の具体倒

土地勘のある町内をまわって安否確認を寄ること

地元の人 顔見知りの被災者の不安や困Dごと怠どを聞く乙と

普段の人間関係を考慮して被災者同士の良好な関係を保つこと など

知識やスキルがある人
応急危険度判定や家屋被害認定など研修を受けなければでき怠い仕事

応急時の避難所の仕切りゃ感染防止など、 週去の被災経験が役立つ仕事怠ど

地元でもなく経厳もない人 駐車場の誘導、清掃、人数力ウツトや物資の配布 など
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〈平時の関係づくりが重要〉

ところで、災害時に様々なリYースが不足するのは事実ですが、平時に支援者と被支援者の関係性が

構築されており、実行計画や人的・物的資源、要支援者などに関する情報などが十分に整備されてし1れば、

限られたリソースの中でも比較的スムーズに業務を進めるととができま言。乙のためには過去の災害事

例でどのようなことが問題となり、それはどのような準備をしておけば防げたのかなどを考えておく必

要がありま雪。また、災害特性、自然特性、社会特’性などは地域によって大きく異なるため、他の地域

で役立った乙とが自分の地域で本当に役立つかどうかも十分に検討する必要があります。

事前の準備を十分にレておくことと矛盾するようですが、災害時には計画策定時に想定できてし1な

かったことが次々と起こりま言ので、現場にいる人の臨機応変な対応を妨げなし1雰囲気づくりも重要で

す。平時か5個人の判断に対して過度な責任追及を行うような雰囲気があると、現場は責任を取5され

なUために思考や判断を停止してしまいます。その結果、平時のルールを振りかざしたり、平等性に対

言る過度の配慮か5全体にとってネガティブな判断をしてしまったり古る乙とがあります。乙ういった

ことを防ぐためにも、業務の本当の目的を共有し、それを実現する左めに考え、判断することを奨励す

る必要があります。

2.平時か5備えτおくべきこと

＠個別ケアプラン作成時における災害対応の検討

障害者や要介護者などの特別なケアを必要とする要配慮者には、災害時の対応においても固有のケア

が必要になります。例えば、気象嘗報や避難情報が発令された場合、視聴覚障害者にはそれらの情報を

確実に伝える手段を検討する必要があります。また避難所や仮設住宅の生活では、歩行困難者のための

導線確保や視覚障害者への日常生活訓練など、施設の設置管理者や専門家との連携を必要と宮る課題も

多くあります。しかし広域大規模災害時にI~、これらのケアが可能な専門家力t不足し、施設が十分に機

能じない事も予想されま言。そのため日常生活の支援者を中心に災害時にも地域で要配慮者を支えるこ

とができるよう、 ケアプランの中で災害時の対応についても十分に検討し計画してお町るように、支援

する事が望まれま言。

＠地場内のセクター聞の関係性強化

とれまでの災害では、主に仮設住宅の設置期間に、「被災者サポートセンターJや「地域支え合日セ

ンターJと呼ばれる被災者に特化した地域支援拠点が設置されました。また、これらの拠点にl志被災者

支援の専門員として生活支援相談員（LifeSupport Advisor: LSA）が配置されました。 LSAは主に

被災者の日常生活支援、相談対応、日々の見守り活動を行い、活動を通じて知り得た課題を行政、医療・

福祉・法律等の専門家、ボランティア等へつなぐ役割を担し1まレた。多くの場合、これらは社会福祉法

人等が受託して運営されてきましたが、委託苦る自治体側も受託宮る法人側も、自然災害の特徴、災害

後社会の過程、多岐に渡る被災者支援制度、全国的な災害救援リYース（ボランティア団体等）などに

精通している訳ではないので、共通の理解のもとに被災者支援を進めるためには日常よりいっそう関係

者聞の情報共有や協議が密である乙とが求められま言。そのため、 市区町村ではセクター聞の関係性を

日ごろから強化し、災害時の地域支援拠点の運営体制について共通のイメージを持っておくことが望

まれます。このことは2016年に発生じた熊本地震で対応に当たった保健所の経験か5も指摘されて

います＼

＠他分野間および広場の支揖連携と情報共有体制の構築

被災地では、保健・医療・福祉等の関係者による支援情報共有の取り組みが行われる乙とが多くあり

ます。この理由は被災者への支媛は，普段の保健・福祉・医療的ケアと、災害時に特有の支援を複合的

に行う必要があり、平常時以上に支援者聞の情報共有が求められるためで言。これらの情報共有は、行



政が中心となって専門家や地場支援拠点との情報共有会議を定期的に開催言る場合もあれば、 LSA等

が自発的に共有ノートを作成し支援記録を行政や専門家と共有する場合もありました。し1すれにしても、

その地域の関係性や被害の様相に応じて適切な情報共有体制力可構築されるためには、日頃か5行政・専

門家・地域支援拠点の3者が良好な関係を築Uてし1る乙とが必要です。乙のために、平時から3者が定

期的に集まる機会を設け、顔見知りになると共に、災害時の役割や対応などについて確認しておくこと

などが有効だと考えられます。

支援情報共有のもう一つの重要な目的として、判断基準の共通化が挙げられま言。被災者に対する支

援の判断に違いが生じた場合、その違いを認識した被災者は不公平感や対応者への不満を抱く事が考え

られま言。対応者と被災者の関係が良好でなくなると、被災者が支援を必要と言る時に相談できす、長

期的かつ解決困難な課題を生み出してしまうことも懸念されます。このような事態を防ぐために、対応

者聞で判断基準や支援情報を共有レ共通化するととも大切で言。そのためには、都道府県などの広域で

活動できる組織が平時から市町村の組織と良好な関係性を構築し、災害時には迅速に市町村に人を派遣

して状況を把握し市町村の判断や意思決定に関わりを持吉、情報共有の場づくりを行うなど、広域調整

の役割を持つことが重要です。例えば、地域包括ケア会議怠どの場を活用することも有効でしょう。

＠情報の見える化

大規模災害の対応は、当事者だけではできません。そのため、園や県、外部の専門機聞か5の応援を

有効に機能させる I受援力Jを高めておく乙とが大切です。受握力を高めるためにl誌、応援機関を受け

入れる空間、人材、時間などを確保育ることも大切ですが、災害時に白地域で何が課題になっているか

をいち早く把握し応援者に伝えることが第ーです。そのためには、地域の情報の見える化が有効で言。

過去の被災地では、被災者の生活課題を類型化し被災者のスクリー＝シクを行う事で、それぞれの類型

に応じた支援チームを結成し効率的に対応にあたった事例や、地図によって災害対応資源の配分状況や

地域固有の事情による課題を可視化言る事で、不足している人員や資機材・医薬晶等の広域調整を行っ

たり、課題に合った専門家の派遣を行えたりした事例があります。これらを災害時の混乱状態の中で実

現するためには、平常時か5情報の見える化を行し1、他機関との協議の場などで活用するととを意識的

に行う事が推奨されます。
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舎』占第2章 2・”
市町村支援に役立つ理論・概念

本章では、地域包括ケアの推進に関連する大切な理論や概念につし1て解説します。支援宮る際の考え

方の基盤とじてし1ただければと思Uます。扱うものは、以下の6つで言。

1)地域ヱンパワメントとνーシャJI,,・キャピタル

地域包括ケアの推進には、『まちづくりjの視点がかかせません。地域住民を申心とじて、様々怠組

織や専門職がどうやって有機的な連携をつくっていくか、それをどう支援してし1けばよいかを考える際

に、この2つの概念が役立ちます。

2）健康の社会的決定要因への対応と健康格差の是正

地域包括ケアでlcl:、小地域ごとの対策を進めま言。地域の実情に合った活動を実現できる一方で、地

域の力量によって格差を生じさせることも懸念されま言。住民一人ひとりの健康は、個人の社会背景や

住んでいる地域の環境の影響を受け、それが健康格差を生みだす場合もあります。公正怠地域包括ケア

の推進に役立つ考え方を紹介します。

3）νーシャJI,,・マーケティング

届けたい取り組みゃ支援を、 最も届けたい人に、真っ先に、十分に届けたし1。また、そのよう怠取り

組みを住民とともに創っていきたい。乙れは地域包括ケアに係る多くの方に共通のおもいだと思l，＇＼ま言。

ここに、マーケテインクの考え方が役立ちま宮。

4）コーチング

支援とl誌、一方的に教育したり、指導したりすることとは違いま言。活動の主体はあくまで市町村や

地域包括支援センターの瞳員、そして住民で言。支援者は、活動の主体である皆さんが生き生きと、効

果的に活動できるための環境を整え、その活動のいわば「伴走者Jになります。乙れには、コーチング

の考え方が役立つでしょう。

5）データと楓艶に菖づく施策の運営

行政にも、客観的なデータを用Uて計画レ、評価し、改善する。乙のPOCAを、説明責任（アカウ

ンタピリティ）を伴う形で推進することが求められていま言。科学的根拠につし1ても、可能な隈り活用

して進めていきましょう。根拠に基づく公共政策： Evidence-BasedPublic Policyを進める際の視

点を概説します。



第2章第1節

コミュ＝ティ・エンパワメントとツーシャル・キャピタル

東京大学長谷田真帆

， 

、

＠ヘルスプロモーションlcl、住民への健康教育だけに限5ない。地域社会の環境整

備も重視される。

＠地場を対象としたヘルスプロモーションには、規制や法整備などを行う社会変化

アプローチと、地域でのネットワーキングや対話を行う工ンパワメントがある

＠地爆のヱンパワメントにlま樺々な方法があるため、関係者相互の関係性や目標殴

定の仕方によってアプローチを選択しよう

＠地域のエンパワメントを進めることI志、関係者、そして地域全体それぞれのν一
シャル・キャピタル酪成になる

、

,J 

地域づくりを通じた保健活動には色々なアプローチがあります。主なアプローチにつし1て、その基本

的な考え方を知っておくことで、今の現場での取り組みがどのようなアプローチに基づくのかを理解し、

課題解決の糸口を探りや宮く怠りま言。市町村支援の基盤となる知識・理解として活用してください。

ヘルスプロモーション：対象lcl個人か地場か

ヘルスプロモーションは世界保健機関（WHO）が1986年に提唱したオタワ憲章の中で、「人々が自

5の健康の決定要因をコントロールU、それによって自5の健康を改善できるようになるプロセスであ

るjと定義づけられています」 fヘルスプロモーシヨンjという用語は、 1974年に力ナダの保健福祉

長官による LalondeReportの中で最初に使われまし左九これは政府によるレポートとして初めて、

健康の決定要因には個人の生物学的要因や保健医療体制だけではなく、社会環境も含まれることを示し

ました。したがって、地域の環境にアプローチする地域包括ケアとの関連が深い考え方です。

具体的に地域でヘルスプロモーションを進めるためのアプローチは、その目的や方法、評価の仕方に

よって様々で言。ヘルスプロモーシヨジに関宮るテキストの著者である Naidoo& Willsは、そのアブ

ローチとして以下の5つを挙げています（衰1）。
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［ 衰 1.ヘルスプロモーシヨジのアプローチの類型s｛和訳し、一部改変） ） 
対象 アプローチの種類 目的 方法

医学的アブローチ 疾患のυスクのある個人を同定 スクυ一二ツク

行動変容アプローチ
自5の健康に責任を持ち、より健康的な生 1対1のアドバイスなどを通じた説得、マス

個人 活習慣を選択するよう奨励する メディアによるキャツページ

教育的アブローチ
健康的な生活習慣についての知識やスキル 個人や小グループのワークを通じたスキル
を増やしてもらう アップ講座・情報提供

エツパワメツト コミユヱティの三一ズに沿うように協働9る
アドポカシ一、交渉、ネットワーキシグ、ファ
シリテーショツ

集団

社会変化アプローチ
集団の視点を取り入れながら、健康格差対策

組織の方針制定、公衆衛生上の規制や法整備
を行う

集団を対象としたアプローチのうち、ヱジパワメジトはボトムアップ型の介入、社会変化アプローチ

は権威が先に立つトップダウン型の介入、といった違いがあります。地域づくりを通じた保健活動を進

める中でl誌、エンパワメントが重要になる局面がしばしばあります。エンパワメントについて、以下で

もう少し詳しく説明しま言。

＠エンパワメジトの類型：関係者と対立か対話か・地蟻の課題か強みか

地域包括ケアにI~、組構連携が欠かせません。組織連携を健康づくりに生かす際I~、エンパワメント

理論に基づく分類が役立つでしよう。

エツパワメントl誌、保健の分野ではWallersteinが『個人やコミュニティ・組織が変わりゆく社会的・

政治的環境の中で、公正性や生活の質の向上のために自らの生活の主導権を得る社会的な活動プロセス

であるJと定義づけています九工ンパワメントの中で、特に地域を対象にしたコミュニティ・工ンパ

ワメシトは総じてコミュニティの組織化（CommunityOrganizing）と呼ばれます。 Minklerらはコ

ミュ＝ティの組織化を『コミュ＝ティの集団が共通の目的に向かつて問題や変化のターゲットを同定し、

資源を活用し戦略を進めて実行できるように支援されるプロセスjと定義してし1ます九平たく言えば、

地域の人々や組織が連携して活動を進めるお手伝いを宮ることで言。まさに、地域包括ケア推進に向け

た支援のことと言えるでしょう。先にも出てきたオタワ憲章の中でも、地域活動を組識することはヘル

スプロモーションでも重視されてし1ます1。コミュニティの組織化はヘルスプロモーションの中1D、戦略

です。

コミュニティの組織化には複数のアプローチが存在します（図 1）。横々な関係者との対話により、

目の前にある課題や問題を解決するアプローチがコミュニティ開発（CommunityDevelopment）で

言。問題や課題の解決ではなく、地域の強みを活か言アプローチをコミュ＝ティの構築（Community

Building）と呼ぴま言。また、決定権を持つ特定の個人や組織に対して、弱い立場の住民のニーズが

満たされるように訴え、支援宮る方法が社会的行動（SocialAction）です。これらのアプローチには

それぞれ利点と欠点がありま言。状況に応Uて使い分けたり、組み合わせて使l／＼ま言。



［ 図1コミュニティの組織化の類型 5 （和訳し、一部改変）

関係者と

合意形成

地域の課題設定 ・解決

強みを活かす

関係者

と対立

上記のどのアプローチをとる場合でも、コミュニティの組織化を進めていくのに重要な共通事項が二

つあります。それは、

1.地域診断データを用いて客観的に地域を評価する乙と

2.様々な組織や機関と連携し、目標を共有して長期的な協力体制を築くこと

です。地域診断については第3章第1節、連携についての詳細や具体的な方法については第3章第4・

5節を参照してください。

＠νーシャル・キャピタル：『コミュニティの組織化jでつながりの資源が増える

コミュニティの組織化では、コミュニティに属する個人の資質向上に力点を置いています。つまり、

コミュニティの組織化を行うプロセスで組織聞の連携が進むと、参加者のつながりが拡大し、つながり

を通じて得られる資源がふえます。

このように、人や組織どうしの関係を資源としてと5えた概念をソーシャル・キャピタルといいます。

つながりの資源的な側面を意味します6。政治学者の Putnamが1993年の著作の中で「信頼、規範、

ネットワークといった社会組織の特徴であり、人々の協調行動を促進することで社会の効率を高めるも

のJと定義して以来、保健分野でもその概念が広まり、よく知5れています 7。しかしその定義や捉え方、

測定方法には様々なものが存在します。 Putnamらはソーシャル・キャピタルを「地域の特性Jとし

ています。

一方で、ソーシャル・キャピタルを『個人の特性jと捉える立場もあります 8.9。この立場は、個人が

自分の人間関係のネットワークを広げることに投資する（時間やお金を使う）ことによって、結果とし

て今までよりも多くの財（資源）を使えるようになる（投資に対して、リターンがある）とするものです。

コミュニティの組織化を進めることは、そのネットワークに参加している専門職や住民にとって、つ

ながりを持つことで利用できる資源が増える、つまり個人レベルのソーシャル・キャピタルの醸成に役
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立ちます。 その結果、地域の組織同士の連携が進み、 そのつながりが地域全体のYーシャル・キャピタ

ルの醸成にもなります。 職員の人材育成が、地域を育てることにも繋がっていくのです（図2）。

： 図2.コミュニティの組織化とνーシャル・キャピタルについての概念図 ） 

コミュニティの組織化：
支援者戸

' 
まず市町村担当者に対して地域診断データの活用や
組織間連携を支援し、担当者個人の資質向上を狙う

行政保健師 ． 
NPO職員 目行政内の他部署の職員

個人レベルのソーシャル・キャピタル醸成：
テ、ータをきっかけに顔つなぎの場が形成

• 

地域の役員

医療機関

NPOや企業 圃品行政機関

組織レベルのネットワークが拡大：
地域での多面的な活動が展開・地域包括ケアシステムの強化
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第2章第2節

健康の社会的決定要因への対応と健康格差の是正

東京大学西岡大輔・長谷田真帆

， 

、

＠健康格差への対応を踏まえて、地場診断や組織連携を進めましょう

＠医痕や介護サービスなど様々な現場で住民の社会的なりスクを把握宮る機会を活

用し、情報の共有を

＠生活保腫制度の受給対象者への健康管理支援事業など、地場包括ケアと健康格差

対策との接点となる取り組みを活用しよう

、

~ 

健康格差とは、住んでいる地域や、個人が置かれた社会的な状況の遣いにより健康状態が異なること

を意味します1。地域包括ケアの推進においても、生活に困窮していなし、か、孤立しがちな状況かどうか、

といった視点で地域診断を行い、生活面まで視野に入れて必要なケアを届ける仕組みを作りましょう。

健康格差の是正に必要な3つのポイント

近年、貧困・差別・社会的孤立など、個人のおかれた社会的な背景が健康に強く影響を及ぼす乙とが

明らかとなり、健康の社会的決定要因（SocialDeterminants of Health ：以下， SDH）と呼ばれる

ように怠りました。 SDHへの対応は世界的怠保健課題となってし1ます。世界保健機関（WHO）は『健

康の社会的決定要因に関する特別委員会Jの最終報告書の中で， SDHへの対応につし1て、以下の3点

を推奨しています九

<WHOが錐翼曹るSDHへの3つの対応食〉

1.見える化 ：健康格差を数量的に把握し、健康に関連する政策が健康格差に及ぼし得る影響を評価言る

こと

2.連携：多様な機関や専門職同士の連携を進めること

3.生活環境の改善 ：連携により生活環境を整えるとと

企英語の原文を著者が意訳していま言

日本でも、健康格差の認識と対応を求める動きが活発になっています。厚生労働省は健康日本21（第

2次）の中で、「社会環境整備を通じた健康格差の縮小Jを目標に掲げました九公益財団法人医療科学

研究所は、「健康格差対策の7原則Jを提案していま宮九乙の7原則でも、 健康格差を客観的に把握し、

社会環境の改善にかかわる多様な人々や組織との課題共有を進める戦略的なマネジメジトカT強調されて

います。
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く健康格差対策の7原則〉

第1原則：健康格差を縮小するための理念・情報・課題の共有｛図1)

第2原則：貧困層怠ど社会的に不利怠人々 ほど配慮を強めつつ、宮べての人を対象にした普遍的怠取り組み〈図2}

第3原則：胎児期からの生涯にわたる経験と世代に応じた対策

第4原則：：長・中・短期の目標設定と観拠に基づくマネジメント

第5原則：国・自治体・コミュニティ窓どそれぞれの特性と関係の変化を理解した重層的怠対集

第6原則：住民やNPO、企業、行政各部門など多様な担ω手をつなげる

第7原則：コミュニティづくりをめざ’健康以外の他部門との協働

・・・E可官？？？君事県胃障胃可理恵胃ず防士宮寸？で~

・ 日＊にも繍小・予防すべき健康格費量がある．知って、シェアして、考えよう

幽’幽：幽
・・の権利 ・Z圭，a

情報 川崎栂 幽泊
所得幡 課題

鍾舗 人々帽m ・組泊
＼鍾樋／

例え（ct、地場の医痕機関と保健・介護・福祉分野の連携があります。病気の之とに対応宮るの（cj医療

機関の仕事、生活保護など生活困窮に関守るとと｛志福祉部門の仕事、と f縦割OJになりがちで害。し

かし、病気の背景に｛志社会的怠問題が潜んでいるととが多々あります。生活保護受給者の対応を替る宿

主t事務所のケースワーカーl(j医療専門聴でl(j怠いため、病気のとと（cj詳しくわかりません。反対に医療

専門職は福祉のこと：を十分知りません。そのため、専門瞬間士が住民の課題を共有し、連携しながら、

それぞれが対応できるケアを提供していくためのネットワークを作るととが求められま害。このことか

ら、住民の社会的リスクを踏まえた地捜包括ケアを進める乙とが健康格差対策になることがわかりま撃。

配慮ある普遍簡なアプローチを地鳩包括ケアの枠組みで

上.tar1原則j が挙げているように、健康措差を是正嘗るにl彦、すべての人'b~対象となる、普遍的。

ニパーザル｝なケアの寝携づくりを原則とすべき、としていま言。加えて、対象者の社会的に不利怠度

合いに応じて対策を強める、あるいは社会的iこ不利な人程効果が高い対策を優先的に実施言ることで、

健康格差の議小が期待でさま~ （図2）。例えば、地蜂に雌ちが議参加しやすいサロン拠点をたくさん作

ることで、地域の人々が交流し令1まい積爆を盤えます。加えて、地域惨断データをもとに、ザロンから

遺くに住んをいる入、閉じこもりがち怠人が多い地域に対して、追加的な措置を行います。コミユヱティ

パスによりサロンに出かける手段を提供したり、閉じこもりの多い地域ヘ向けたサロン事業予算を増額

してテコ入れを言る、といったことが考えられま言。



［ 園2.配慮ある細胞なアプローチの方法4

・パラマキではなく、逆霊.81Jでもない、．曹の方法は？

闘っている人ほど手厚く、でもみんなにアプローチ

国
一
し
国

E悶 E国 E国…
＠ ・~：..'.I 1－ーーー一副，7.~1Jt副議屯碕；－ーーーーーー

地編包括タアによる健厳格差対策の事例倒防県御船町｝

愚後に、地域包括ケアの分野別・年齢別の縦割りを越えて地域の生活標題を把握し、健康格差対策を

実践している熊本県御船町の好事例を紹介します。

・支援者と御船町との関ねり：町からの泡悩み相自慢

熊本県御船町では2009年度から要介緩認定割合が上昇傾向となり、対応について同町の保健師から

担載がありました。そこで原因を明らかに写るため、日本老年学的静価研究〈‘JapanGerontological 

Evaluation Study: JAGES）の2013年度調査ヘ番参加して頂きました。御船町では2013年10月に、

10のd中校区に住む2000人の高齢者に調査察を配布し、 1432名から回答を得ました。調査終了後

に支援者｛誌、犠々 な健鹿関連指績について他の市町村間および町内のdゆ校区ごとに比較した地域診断

データを作成レ、町で活用してもらえるように準備をしまレた。

・地織鯵断データを行政内の多様な部・と共有し、町内の健康緒避の存在に気づいてもらう

2014年度かち同町では様々怠部暑の行政聴員が拳加守る f地繊包括ケア推進会議jが開催されるよ

うに怠りました。 支援者砿作成した地域診断データをとの会議に持参じて紹介し、膿員に御船町の高齢

者の健康課題を検討してもらいました。その結果、他の市町村に比べて閉じこもりの割合が高く、町内

でも中山間地（11.1%）と平坦地（6.1%）とで大き怠地域鴫格差があることが明らかに怒りました｛数

値は年齢調盤済み〉。このことから同町の第6期介護保険事業計画には閉じこもりの地域格差対策の数

値目標が盛り込まれ、中山間地で閉じこちり対策を優先的に進めていくことに怒りました。

・地鰭.断データを地雄住民と共有言る：活動の号きっかけづくり

目標が決まってか5、データを最も優先哲べ吉中山間地のA地区に持っていって説明言ることに怠

りました。そこでは支鑑者がデータに基づいた地蟻の現状を住民に説明し、データをみて感じたことや、

これか5取り組みたいことを複数回かけて話し合ってもらいました。

ワークショッブで様々 な意見が出た結果、 A地区では他の部署で獲得していた補助金ち活用して、

2015年度から新たな事業を行うことに決まりました。この事業をは住民が主体的iこボランティアとし

て活動し、虜授を活かした地援の集いの場ができ、給食室を活用した会食や配食のサービスカ守始まりま

した。
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・地場.断データを活用して活動の効果測定を行u、格差のトレンドも評価する

上記のような取り組みを経て、 2016年にJAGESによる調査を再度行U、第6期計画期間の f閉じ

こもりJの地域格差対策の評価が実施されました。その結果、閉じこもり高齢者の割合は、平坦地5.7%、

中山岡地8.3%であり、 2013年度と比較して、当初の目標をlcJ:るかに上回る閉じこもりの地域間格差

の是正がみ5れました（表1）。 様々な部署や組織とともに行った地域づくりの活動が、健康格差対策

に繋がったことがデータで示されたので雪。特にA地区では趣味の会やスポーツの会への参加割合や

友人との交流頻度が増加し、抑うつや要介護リスクの高し1人の割合が減少してし1た乙とが明らかになり

まじた。

~古田：f~！tif幡市；~盲目出l町唾地E“~~：五：7，~~~；1園田E註咽~l.o.~·~主主討に置副首；；~.］五四E・

2016年度 2.6%ポイシト

＠効果評価の結果を踏まえて、新たな目標設定を宮る

第六期期間中の取り組みの成果をもとに、第七期介護保険事業計画が立て5れまレた。閉じこもりの

地域間格差対策は宮でに目標を達成していましたが、熊本地震の影響が懸念されたため、取り組みを継

続じていく方針となりました。さらに2016年度調査のデータを改めて検討したと乙ろ、小学校区間でf笑

いjの頼度に大きな差がある乙とがわかりまじた。乙の結果に基づき、御船町でlcJ:新たに f笑しリに関

9る数値目標が設定されました。乙の段階では、 町l孟自力で目標設定ができるようになっています。

＠活動を横展開曹る：進み方にも地蟻差寄り

A地区での取り組みをまちじゅうに拡大宮べく、第7期では閉じ乙もりの割合力胃く、笑いの頻度が

少怠かったB地区を新たな重点対策地域に選定しています。現在日地域では、 A地域と同様にワーク

ショッブを開催しているほか、 A地域の住民に経験を語ってもらう場を設けるなどの新た怠試みを行っ

ていま言。乙の効果評価はさらに3年後の調査で行う予定で言。

活動を他地域に横展開しようとしても順調に進まないときに、現場でl志「なぜ前のようにうまくいか

ないのかjと聴員の気持ちが先走ってしまうことがありま言。同U市町村内であっても、地区によって

力ラーが異なることは良くある乙とです。 支援者lcJ:職員の思いを受け止めなが5住民との丁寧な対話を

促レ、あせ5すに進めるようにアドバイスすると良いでしょう。

医療・介護・保健・福祉をつなぐ新た怠取り組み

近年、医療介護連携が進んでいま言。地域ケア会議などの枠組みで、地域の専門職全体のネットワー

キジグが進め5れています。近年では、まだ課題が残されている医療・介護と福祉の連携を進める機会

となる新たな取り組みが始まってUます。

1）生活保聾受信者への健康管理支援事業：匡痕・保健・福祉の縦割Dを越える

生活保護受給者は若い世代から糖尿病や肝炎などの慢性疾患を抱えていることが多く、医療ニーズ

が高い集団とし1えます。 受給者の健康状態の管理lcJ:、健康格差の縮小だけでなく、生活保護からの自

立を図る基礎としても不可欠です。そこで、生活保護受給者への健康管理支援事業が始まっています。

2017年に検討会が実施され、順次モデル事業が展開されていま言。 2021年からは全国の福祉事務所

が対象となります。厚生労働省では、その支援マ＝ュアルを策定する動きがあります50



福~·部門のケースワーカー（;j忙しく、医療に関宮る専門的知識を持っていなし、ことがほとんどで言。

また、地場の生活保護受給者の中には健療に課題を抱える人がし1るにち関わら宮、保健や医療が行き届

いてい怠いケースもあります。市町村の保健セジターの保健邸等が福祉事務所と連携して、受給者のニー

ズを把握し、必要な医績や介護のケアへとつなげ、伴走する支療を行うととを目的としていま言。また、

医穣・保健・福祉の縦割りを越えて、 地繊全体で観保護者の健康や地縁社会への拳加を促す環境聾備を

行うととが求められています。

受給者の申には、人とのコミユニクーシヨジや、受診の手続きが苦手で、医穣機関の利用に不安を感

じる人がいます。そこで、 医僚機関ヘ、自治体職員やポラシティアが同行君る支議が検討されています。

受診同行怠ど f付審濡い支緩Jにより、治擦効果が高まるなどの有効性を示唆替る研究結果が諸外国で

報告されていま守容。

2）祉会的処方：匡穣と保健・福植をつなぎ、四立Jや f貧困jを噛ぽ，る繕怠

医療従事者も．疾病だけでなく．受診した人の社会的なリスクも把握して対応しようという動さがあ

りま言。例えば、 f社会的処方jという曾禦に注目が集まっています。

社会的処方とは、地援の福111:や介酸、住民組鶴など、多援な連携の枠組みに医療機関をしっかりと組

み込むことで、患者の社会的怠リスクの把握と社会ニーズへのケアに対して地援金体で対応することで、

健康と生活の両置を支えることを目指します（ii3）。たとえば、扱立や貧困怠どの社会的怠背崇があり、

高血圧や不安障害などの医学的怠問題を抱えた人が医痕機関を受診した時iこ、医療機関がその社会的な

背農を把握して、必要な社会資源へとつなぎます。

•；：·~tcJl:·.1.j ；ヘ 1~~：凶；：,tι~c:i；；：；移1;:;;--;-1：迂唖’E初陣-s~司r:.:r~1；日：~－Fi有量直正Ii乱用m;;;;;;: i ;t ~ :f：事E

患者・住民

医療機闘を受診
（医療と地域保健 ・福祉ザーピスをつなげる）
「この人に必要な制度や資源を紹介してください」

医療機関

（社会的課題の評価・ 診断）
「病気の原因には医学的な背崇だけでな
く社会的な背崇ちありそうだ・・・ j

つなぎ役

紹介された人を全人的に評価し、
必要な社会資源を選びつなげる

社会資源

ボランティア・教養
地域活動

身体活動

地域ネットワーク

個別的・専門的

プログラム

就業支援仲介会社

｜つなぎ役 ｜・地域連携室、医療ソーシヤルワー力一
－地域包括支援センター
－社会福祉協議会

・保健所、市町村保健センター など

lこれらの機関は各地域社会でかねてより連携し、住民の ｜ 
｜社会的課題に対応してきた保健・福祉サービス部円である｜

社会的処方の対象と怠った人の社会的課題（;j、低所得・狐立・失業・ドラッグ・アルコール関連問題・

介護離臓や介護によって生じた健康問題怠ど多岐にわたりま宮九 ζの社会的処方の活動により人々の

幅広し1社会的課題を把握できるように怠弘社会的怠支援約ラき届いてい怠かった人を特定しや言くな

り、住民ひとりひとりに対して健康格差の是正に取り組む之とができると報告されています九社会的
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処方の効果としてl誌、人々の精神的な健康状態を表すスコアの改善や、地域住民の救急受診類度の減少、

医療費の削減などが報告されています九

日本で言えば、医療機関で診断された社会的課題への対応を地域包括支援センターなどが引き受l才、

地域にあるサービスが連携してケアを提供言る方法、などが考えられま言（図3）。 医療機関の受診は，

福祉的ケアのニーズのある住民へアウトリーチできる貴重な機会で言。社会的な困難を抱えている者ほ

ど孤立しがちで社会との嬢点がないため、対象者の把握が難しし、ので曹が、医癒機関には身体症状が悪

化じた場合にやむを得す受診することがあるからです。地域の住民のケアの質の向上のために、 限られ

た「気づきJの機会を逃さす、医療機関と地域保健・福祖サービスが連携し個々の住民のケアを充実さ

せるしくみが求められていま言。ぜひ『地域ケア会議jなどの場で、医療機関と地域の保健・福祉サー

ビスが一堂に会し、地域の気になる患者に関する話し合Uをして連携を深めてし1きましょう。

地場共生社会に向lオて

地域包括ケアシステムを社会的孤立や制度の隙間にある人・障害のある人・こども等への支援にも普

通化する乙とは、厚生労働省が検討を進めている I地域共生社会jの実現にとって大切な要素です。 包

括的怠支鍾体制の構築によって、分野別・年齢別に縦書uDだった支援を当事者中心の「丸ごとJの支援

とすることが提唱されていま言。「社会的処方Jや『生活保護受給者の健康管理支援jは、地域共生社

会の実現を通じた健康格差対策のひとつの方法として期待できるでしょう。

「生活保護受給者の健康管理支援jに役立つ資料が出版されています九生活保護受給者の健康状態

や受診行動に関するデータや前述した『付き添い支援jの効果がまとめられてし1ま雪。
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第2章第3節

νーシャJll・マーケティングの手法を用Uた

地揚包括ケアの健進支揖

固立保健医康科学院森山葉子・大雪賀政昭、東京大学近醸尚己

， 

、h

~yーシャル・マーケティングとlet、社会的な活動にマーケティングの手法を応用

すること。地場包括ケアの推進にも応用できます。

＠マーケティングで大切なのは、

①環境分析：あなたのチームや対象地場（市町村）についての情報収集と分析

②支援対象の選定：セグメンテーションとターゲテインタ

③自信設定

④サービス・支援の内容と普及法を意味するマーケティング・ミックスの検討で言。

＠保険者機能強化支鐘にl志、保険者機能強化錐進交付金に係る評価指標を用Uた環

境分析や評価が期待できます。

Yーシャル・マーケティングとは

、

_.) 

マーケティジグとは、 『顧客、クライアジト、パートナ一、社会全体にとって価値のある提供物を創造・

伝達・流通・交換するための活動、一連の制度、プロセスjです（米国マーケティング協会の定義） 1。マー

ケテイングといえば、もともとは営利企業によるビジネスを指しましたが、実際I志行政や政治、病院や

社会福祉法人、学校等、公的あるいは非営利の活動にも応用されており、もちろん健康づくりにも活用

できます。このようにマーケテインタを社会的課題に活用宮ることをYーシャル・マーケティジグとい

います2。

マーケテイング研究の第一人者・コトラーは、 νーシャル・マーケテイングの重要性を強く主彊じて

いま宮3。実際、これまでに、ソーシャル・マーケティングは予防接種の普及、蚊帳張。によるマラリ

ア対策、食生活の改善などに大きな力を発揮してきました4七
Yーシャル・マーケティングでは、ますねSL＇＼とする行動（健康づくりなど）をして欲しし 1対象者の

利益と関心を把握します （ニーズの把握）。そして、 どうしたらその行動をとってくれ（行動変容）、 か

っ自発的・継続的に実施してくれるかを考えます。

I Yーシャル・マーケティングを用Uた市町村支揮の具体的な方法

市町村支援に適言るYーシャル・マーケティングの手順は、 環境分析、対象者の決定、目標設定、戦

略の決定、実施、評価です（図1）。
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［ 図1.市町村支撮におけるνーシャル・マーケティングの進め方 ） 

① 環境分析：支援側（都道府県）の状況把握、対象者｛市町村・住民）の情報収集

② 支援対象の検討：セグメツテーショツ、ターゲティッグによる支援対象の決定

③ 目標設定

＠ 支援方法の検討：マーケティック・ミックスによる戦略の決定

⑤ 実施

⑥ 評価

ここでは、乙の本を読んでいる読者（あなた）を都道府県や政令市等の支援者と想定して、上記の①

ー④について説明します。⑤実施と⑥評価につし1ては、活動のマネジメントの作業と重なりますので、

第3章1・2節をご覧くださし1。

①環繍分析

ます、実施するあなたの組織・チームの内部状況や外部環境の~冗を分析します。またサービスを届

ける対象者（地域の組織や住民活動の状況など）につUての情報収集を行います。

SWOT分析で強み・弱みを把握しよう

環境分析のツールとレて、取り組み易い SWOT（スウオツト）分析を紹介しま言2。SWOT分析は、

Strength ：強み、 Weakness：弱み、 Opportunity：機会、 Threat：脅威の4つの頭文字をとった

もので言。 組織内部の資源（人、モノ、財務状況、情報、技術など）や組織風土怠どによる強みと弱み

を抽出し、さらにその組織（都道府県や区市町村）をとりまく外部環境（制度、経済、競合、連携、顧客、

人口動態など）に関する機会と脅威を分析レます。図2のように、 2×2の衰を作り、上段に内部環境：

強みと弱み、下段に外部環境：機会と脅威を書き出してUきま言。 SWOT分析は、抽出された内容も

もちろん有用ですが、 皆で考えを出し合うというそのプロセスも重要です。 メンバーの相E理解が深ま

るか5で言。

［ 図2.SWOT分析

内部環境

外部環境

強み（Strength)

機会（Opportunity)

弱み（Weakness)

脅威（Threat)

都道府県における SWOT分析例を図3に示じます。このような意見を出すために、関係者で集まり、

ワークショッブ形式でにぎやかに話し合ってみるといいでしょう目。

a. f地域包括ケアシステムの僑築！こ役立つコミュ＝ケーシヨジ促進・道具箱Jや I介護予防のための地場診断データの

活用と組織連携ガイドJに、効果的なワークショッブのファシυテーション法が紹介されています。ぜひ活用してみて

ください（JAGES機構ウヱブサイト ：www.jages.netの「ライブラリーI内、「地域連携ツールJコーナーから無料

ダワジロードでさま言。）



図3都道府県におけるSWOT分析（例｝ ］ 

S：強み W：弱み

－地域診断が得意怠保健師が複数いる ・事業ごとに担当が細分化されており、保険者機能を

. r見える化システムj怠どのツール活用が得意怠 包括的にとらえられる人材がいなし1

データ活用担当スタッフがいる －規模が小さく支援の必要な市町村が多い

－データ活用を首長が推奨している

o：機会 T：宵威

－保健所をはUめとした連携機関の存在 －医療・介護連携の要ともいえる医師会との

－地域志向の県立大学がある。 連携が弱し1

県と包括協定を結んでおり、支援を期待できる ・管轄市町村とのコミュニケーシヨジ不足により、

－保険者機能強化推進交付金 支援を受け入れてもらいにくい

情報収集：区市町村が望んでいるととlet何か？

次に、対象者である市町村の情報収集をしま言。ますは、市町村がどのような支援を望んでいるか、ニー

ズの把握をする乙とが重要です。同時に、 支援の促進や妨げになるような出来事、関係性などがないか

も把握します。これらl志、県と1市町村による1対1のインタビューや、いくつかの市町村をまとめて

イジタビューするフォー力ス・グループイジタビューえ あるいI~、 書面によるアンケート等で行うこ
とができます。

〈情報収集の方法〉

＠支援対象の区市町村への1対1のイツタビュー

＠複数の区市町村を集めたフォー力ス・グループインタピユー

＠書面によるアンケー卜

乙れ5と平行して、 各市町村の環境分析を進めま言。その際にもSWOT分析を使ってください。都

道府県のSWOT分析と各市町村のそれは関連し合って<i31J、都道府県にとっては、対象者である市町

村との関係性が「O：機会jにも『T：脅厩jにちなり得ますし、市町村にとってl誌、都道府県か5の

支援がどのようなものであるかが舛部環境となり得ます。 都道府県の rs：強みJや『0：機会Jを活

かした支援は、市町村にとっては「0：機会jとなるでしょうし、 逆に都道府県の rw：弱みjや rr:
脅威j lこより手厚し1支援ができない場合I~、市町村にとっての n ：脅威j と怠ることもあるでしょう。

BOX 

保険者樋飽強化措進受付金に係る評価指揮による環境分析

地域包括ケアの推進にむけた保険者機能強化を進めるには、 地域包括ケア「見える化jシステムや、

2018年度に始まった f保険者機能強化推進交付金に係る評価指標J（以下、『評価指標J）の市町村版を

使って環境分析をするとよし1でしょう。

乙乙では評価指標をとりあげ、都道府県や複数の市町村にまたがる圏域を想定した分析、たとえば、

自県が他県と比較してどうし1う立ち位置にあるのか、また管轄の市町村がどのような状況であるのかを

見る分析を紹介しま言。

ます、都道府県力市町村版の評価指標を使って分析を行う際、自県のどの領域ができてし1て、どの領
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域ができていないのか、自県を構成宮る市町村全体の平均値か5内部状況を把握しま言。クラフに表冒

と一目瞭然です（図4）。

〔 図4評価指梅の宙開領捌県内平均点数による実騨｛%｝（倒） ］ 

全体

I POCAサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築

II 自立支媛、重度化防止等に資する施策の推進

II (1）地減密着型サービス

II (2）介護支綴尊門員・介護サービス事業所

II (3）地減包括支媛セン?z-
1!(4）在宅医療・介護連携

II (S）認知症総合支媛

II (6）介議予防／日常生活支媛

II (7）生活支療体制の整備

E 介護保険運営の安定化に資する施策の推進

ill(l）介護給付の適正化

。。 20.0 

m(2)介護人材の確保 ＝＝＝＝＝＝コ 18.4

40.0 60.0 80.0 

61.4 

58.7 

49.8 

45.3 

43.2 

64.5 

67.8 

69.2 

74.6 

63.9 

77.2 

63.5 

100.0 

次に、管轄の市町村の評価指標の個別得点を使って合計点のうち何点をとれているかを実施率で表す

ことでヘ管轄の市町村の総合的怠機能の凸凹を把握しま言（図的。

園5.市町村別の合計点から見た実施率｛%）（倒） ］ 
。 20 40 60 80 100 

県平均 70.2 

A市 74.3 

B市 87.9 

C市 52.4 

D町 56.7 

E町 94.7 

F市 83.l 

G町 64.9 

H村 77.2 

I村 48.5 

j市 64.2 

K町 68.4 

乙の他、領域別にどの市町村は何が得意で何ができていなし功、を見ることで、 県下で全体的に乙の項

目はできている、できていなし1といったことも把握古ることができま言。

さ5に、人口規模別の分析などをおこなうことで、個別市町村の総合得点や領域別得点を多面的に把

握宮ることができます。

これまで、複数市町村のデータを持った都道府県（圏域）の分析を紹介しましたが、市町村もみすか

5の市町村と特性が類似する市町村あるいl志都道府県、全国平均を対象として比較を行うことで自5の

市町村の立ち位置を明らかに宮る乙とができま言。

いすれにしても、これらの分析は、支援対象を検討するために行いま宮ので、後述宮るマーケティン

b. ここで1~.r取得得点／合計得点J を実施率と定義し、100分率での実施状況を表示~ることで、わかりや~くしてし可ま言。



グの考え方を押さえたうえで、必要な分析を行う乙とが重要です。

②支揖対象の検討

自県・政令市と管轄宮る区市町村の環境分析により内外の状況を把握したら、次に支援の対象（区市

町村や区市町村内の地域や特定の集団）を決定します。その際に、マーケティングにおけるセグメンテー

シヨン（細分化）、ターゲテイング（対象の絞り込み）の手法を使Uます。

セグメンテーション、ターゲテインタ

市町村支援といってもやみくもに全市町村に支援すればよいわfjではありません。目的として、全体

の底上げをするのか、うまく展開できている市町村が飛躍できる支援を苦るのか、苦戦している市町村

を中心に支援するのか、あるいは市町村別ではなく、項目（事業）別に県内全体的にできていない事業

にテコ入れするのか、いろし1ろな支援対象の決め方があると思います。あるいは、そ乙に人口規模、年

齢別人口（後期高齢者が多いのか、比較的若山高齢者が多いのか）、中心部かどうか、新興住宅地か下町か、

自治体（市町村）の状況とし1ったことも関連するかもしれません。

〈支援の対象拡雄か？〉

＠全体を底上げ？

＠有望な市町村の飛躍を支援？

＠苦戦している市町村を支援？

＠項目（事業）別に県内全体で、できていなし、事業にテコ入れ？

セグメンテーシヨジ（segmentation）とlcl

セグメンテーシヨン（segmentation)lcl:「市場の細分化Jといいますが、その名の通り、対象とす

る市場をいくつかの特性により細分化宮ることで言。細分化したあとのそれぞれのグループをセグメン

ト（segment）と言います。細分化に用いた特性が異なることで、 セグメントごとにニーズが異なる可

能性がある乙とから、細分化を行い、それぞれのセグメントに適切な支援の方法を策定することになり

ます。

では支援対象である市町村を細分化宮るには、どのような特性が考えられるでしょうか。ますは、 支

援の目的である保険者機能をうまく発揮できているか、苦戦しているか、またどういった領域で発揮／

苦戦しているかといった状況が考えられそうです。そレて、先ほど挙げた人口規模、年齢別人口、中心

部かどうか、新興住宅地か下町か、自治体（市町村）の~冗といったことを合わせて考慮する必要があ

るでしょう。
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〈セグメンテーションの視点〉

＠支援の目的である保険者機能をうまく発揮できている？

＠苦戦している？

＠どういった領域で発揮／苦戦してUる？

＠人口規模l志？

＠年齢構成は？

＠中心部？郊外？農村？

＠新興住宅地か？下町？・．．．

ターゲテインタ（targeting）とは

セグメンテーションで細分化したうちのどのセグメントを優先するか決めることをターゲテインク

（ターゲットの選定）と言いま菅。例えば、市町村を、保険者機能の状況と、人口規模と、市町村の状

況としてスタッフの数により細分化し、図3のSWOT分析や、図4・5のグラフか5、保険者機能の

発揮に苦戦してし1る市町村のうち、特に人口規模が小さく、役所のスタッフの数も少なし1市町村に支援

を行うというようにターゲットと宮る優先順位を決めま音。

〈ターゲテインタ倒〉

要素 A町 B市 C町

保険者機能の状況 弱い 強し1 弱い

人口規模 2万人 1 3万人 3万人

保健師数（人口当たり） 少ない 平均 平均

新規要介護認定者割合 高い 平均 高い

ターゲツト優先度 1位（最優先） 3位 2位

BOX 

TARPAREモデル：公衆衛生活動におl才る対象集団の選定法

「商品がたくさん売れることjが主な目的である通常のビジネスと違い、社会的な活動の場合、サー

ビスが、住民へと広く・公平に普及すること力味め5れます。乙の視点を踏まえた公衆衛生のためのター

ゲテイングの方法として提唱されてし1るTARPARE（ターベアー）モデルを紹介しまレょう目。

TARPAREとは、以下の6つの要素の頭文字です。 6つの要素で地域を評価してスコアを算出する

ことで、ある程度客観的にターゲットを選定できま宮。



T I セグメシトの総人口 (Totalnumber in segment) 

AR I セグメツトの中でυスクを持つ人の割合（%At high Risk) 

p I 説得により、行動変容できる対象者か説得可能性向雌ibility)

A I アクセスレ何いメッセージを届け河川（Ac側 ibili削

R I 対応するための鯨（山一ス）は寸分か（Additionalresources「剛ir凶）

E I 公正さの観点、で妥当な対象者か（Equityfactor) 

上記の要素ごとに、数字を割り出し、それぞれの要素の重要性を、各要素の得点を何信にするか、と

いう「重みJとして決定します。例えば、閉じこもり対策のプログラムを、どの地域で行うかを考える

としましょう。ここでは、候補である県下の3つの地域を比較宮るために、以下のような衰を作り、選

定しました。

T ｜ 総人口（万人） 2 8 4 住民票データ

AR ｜閉じこもり（%） 7 4 7 二一文調査による。

p 説得可能I性 4 3 3 
健康意識・経済状況等で判断。

A地裁は元勤め人が多く、健康意識が高い。

A アクセス 4 3 4 サロツ事業，地域活動の展開が容易かどうかで判断

R ｜資源（リYース） 5 3 4 地域包括支援センター・住民活動の活発さで判断

E 公正さ 4 5 4 生活困窮者・独居者の割合で判断

合計1 重みなじ 26 お 26 単純に合計した場合

12得可傷性・アクセス・資源（リツース）の
合計21 重みあり 39 35 37 ｜スコアを2倍に｛ます効果が上がりゃ吉川蝿で

モデル’業として推進ずる）

[)0 官B 回B 四ヨ
P・A・R・El<l:5段階野価

評価の結果、最も重みありのスコアが高かったA地域でます介入を始める乙とに決定しました。各

要素の重みは、事業が何を目指しているものなのか、といっ左ことを参考に、ある程度「えいやっjと

決定してかまいません。

上記の場合、県が行うモデル事業作成支援の対象地域を選定吉るととを想定し、ますはある程度成功

しやすし1地域を優先すべく、説得可能性・アクセス・資源（リソース）のスコアに2倍の重みを付けま

した。その結果、A地区が39点となり、最もターゲットとしての優先度が高い、という状況になりました。

③目橿殴定

支援する対象を絞り込んだら、都道府県の支援により市町村がどのよう怠達成状況を目指すのか、 明

確怠目標を設定しま言。例えば、ますは市町村が00事業に取り組むといったプロセスが目標になる場

41 



42 

合もあるでしょう。あるいはその事業に取り組んだ乙とで、 00の参加者を増やすといったアウトプッ

トに怠ける目標や、さらにその先の、参加者が増えたことで要介護度の維持・改善、 ADL(Activities 

of Daily Living ：日常生活動作）やQOL(Quality of Life ：生活の質）の向上といったアワト力ム

における目標も考えられます。

④支握方法の検討

支援する対象が決まっ'ff:.5、どのように支援するか戦略を考えます。その際に使える手法として、 マー

ケテインク・ミックスというフレームワークがあります。

マーケテインタ・ミックス

マーケティング・ミックスl誌、対象としたセグメントに適切な支援を策定するために用いるフレー

ムワークで、 Pで始まる4つの要素（4 P) : Product （製品）、 Price（価格）、 Place（場所、流通）、

Promotion （プロモーション） につし1て、より効果の高し1働きかけとなる最適な組み合わせを選定し

ます。ターゲットとしたセグメントに対して、 どのよう怠製品・計画（Product）を作り、いく5くら

いの価格（Price）で、 ど乙であるUはどういった形で流通・提供するのか（Place）、どのようなプロモー

ション（Promotion）を行うことが魅力的で行動変容に結びつくのかといった戦略を練ります。

では、市町村支援をする際に活用できる4Pにはどのよう怠ものが考えられるでしょう。

Product （製品） ：市町村が支援を受け入れ、やってみようと思えるような支援を考えま宮。例えば、

各種事業の進め方マ＝ュアル、研修、地域診断に必要な分析デー夕、人的支援、関係機関の紹介など、

市町村の取り組みの具体的怠方法や、取り組みをより容易にするよう怠支援が考えられま言。

Price （価格） ：実際にかかる費用、取り組みにかかる労力、新しいことに取り組む際の心理的負担と

いったものを軽減する、あるいはなるべく小さくするような支援が考えられますが、他の3つのPとの

兼ね合いでもあり、 Priceが小さければよUというものでもありません。実際にかかる費用につし1ては、

場合によっては保険者機能強化推進交付金（以下、交付金｝をうまく利用できるでしょう。

Place （場所） ：いつどこで支援を提供宮るのかといっ走視点で、人か5人への支援の場合は、全市

町村にどこかーか所に集まっても5うのか、都道府県が市町村ヘ出向くのか、電話会議怠どでも有用か

とlλった検討ができるでしょう。 Web等でのやりとりを有効に活用できる場合もあります。なるべく

市町村にとって便利であることが望ましいですが、 Productの内容によっては、多数の市町村同士に

顔を合わせてもらうことに意義があり遠くても来てもらう場合もあれば、あるし＇＼ lcj:一つひとつの市町村

（現場）に出向くととに意味のある場合もあるでしょう。

Promotion （プロモーション） ：支援を受け入れ取り組むことがとても魅力的だと感じ、またそうす

ることが短期的だけでなく、長期的にも有用であると思わせる働きかけをしま言。市町村の取り組みに

より、どのような便益が見込まれるのかを、わかりやすく、簡潔に示します。評価指標と交付金の有効

な活用方法を示す乙とも一つのプロモーシヨンと怠るでしょう。

SWOT分析のクロス分析

さ5に、①の環境分析のSWOT分析で把握した強み・弱み・機会・脅威の組み合わせか5、どの

ような対策をすればよいかを考える乙ともできま言（図的。乙れをクロス分析といいます。例えば、

00のような強みはあるものの、 00の脅威があり、その影響を最小限にする左めには、 00をしてい

こうといった対策を考えるととができます。



図6.SWOT分析のクロス分析（倒｝ ］ 

s w 
－地域診断が得意な保健師が －事業ごとに担当が細分化されて

複数いる il3 IJ、保険者機能を包括的に

－「見える化システムJなどの とらえられる人材がいない

ツール活用が得意なデータ －規模が小さく支援の必要主主

活用担当スタッフがいる 市町村が多l,'

－データ活用を首長が推奨している

。 S・O強みをさ5に活か9 W・O機会を味方｜こ弱みを強みに変える

a保健所をはじめとした －データ分析に長けた役所内の －支援の必要怠市町村lま多いものの、
連携機関の存在 人材が、アカデミックな 保健所やその他連携機関との

－地捜思考の県立大学がある。 知見を得て、さらなる敏密な 連携により、丁寧な支援を

県と包括也定を結んでおり、 分析が可能となる 可能にしていく

支媛を期待できる

－保険者機能強化推進交付金

T S・T強みで脅威を打ち消9 W・T弱みと曾威を最小化9る

－医療，介護連携の要ともいえる －管内の保健師を軸に、 －保険者機能を包括的にとらえる

医師会との連携が弱い 医師会との連携を図りつつ、 担当者を置き、管轄市町村との

－管轄市町村との 医療 ・介護連携により力を コミュ二ケーショツを

コミュニケーショジ不足により、 いれていく 密にレていく

支援を受け入れてもらいにくい

まとめ

SWOT分析やTARPAREモデル怠どを活用して、戦略的に取り組みを遂行する支援を行ってみてく

ださV1！紹介レた分析法はし1すれも「乙うしなければな5ないJとUう決まりごとが厳格にあるわけで

はありません。使いや言いように工夫して活用してみましょう。

く引用文献〉

1.Amer抱anMarketing Association （米国マーケテイング也会）. Definition of Marketing. 2013. 

https://www.ama.org/ AboutAMA/Pag田 ／Definition-of州arketing.aspx(ace田sedFeb 11, 2019). 

2.宮崎哲也 ：フィリップ・コトラーのγーシャル ・マーケティシグがわかる本、 秀和システム、 2011

3.L関 N,Kotler P. Social marketing : influencing加haviorsfor good, 4th剖n.SAGE Publ閥 tions.2011 . 

4.フィυッブ・コトラ一、ナジシ－・R・リー．ソーシャル・マーケテイング～貧困に克つ7つの視点と10の戦略的取組み～

丸善出版， 2010.

5.松本平明 ：保健スタッフのためのνーシャル・マーケテイングの基砲、医歯案出版株式会社、 2015

6.Donovan RJ, Egger G, Fran伺 SM. TARPARE: A meth凶 forsel即 tingtarget audiences for public health 

inte刊＇entions.Aust N Z J Public Health 1999: 23: 280-4. 

〈執筆全般における参考文献〉

1）フィリップ ・コトラー ：コトラーのマーケティッグマネジメツト（ミレニアム版）、ピアνツ ・工デユケーショツ、 2003

2）宮崎哲也： フィυッブ， コトラーのソーシャル ・マーケティングがわかる本、秀和システム、2011

3）松本千明：保健スタッフのためのνーシャjレ・マーケテイジグの基礎、医歯薬出版株式会社、 2015

4）フィリップ・コトラ一、ナンシー・R・υ一．νーシャル・マーケティック～貧困に克つ7つの視点と10の戦絡的取組み～．

丸善出版 ＇2010.
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第2章第4節

伴走型支援とコーチング

日本福祉大学社会福祉学部斉醸雅茂・東京大学長谷田真帆

r 

、

＠市町村支援では、支援者ー根支援者という支配的な関係でなく、対象者の主体性

を事重した共同的な関係づくりが有効だと考え5れま宮

＠伴走型支援でl志、目的達成の手段ではなく、仮に問題解決には至5怠かったとし

ても、伴走者として同志的存在になる乙と自体に重要な意味があります

＠コーチング理論によれば、教えるのではなく『問うこと』を遇して、支援的・共同的・

平等な関係が重視されています

11.『伴走』という役割

、

~ 

都道府県は介護保険制度の保険者である市町村等に対して指導と援助を行う立場にありま言。介護保

険法（第5条2）上にも「都道府県は介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように必要な指導

及び援助をしなくてはならないjと彊われてし1ます。データに基づいた介護予防政策の推進に際しても、

どのような姿勢・視点をもって市町村職員と関わるかl志重要な課題といえます。

近年、地域福祉実践では、コミュ＝ティ.＇.）ーシャルワー力ーやパ－＇.） ナルサポーターなど寄り溝

い型ないし伴走型が強調され、生活困窮者支援の文脈では伴走型支援と呼ばれる事業が展開されてい

ます1。
健康教育におし1ても、従来の f指導型jかsr学習援助型Jの教育が重視されるように怠ってし1ます2。

『指導型Jは専門家が正しし1と判断した指示を対象者に与える教育ですが、「学習援助型jf~対象者の体

験を基に、対象者と一緒に探求宮る形の教育で宮（表1）。



［ 表1.指組側と学習鋤型備の遣が〈ー節制 J 

支掴．＠・置

場ぷ濁織

... 縛．

検事皆目．

イメージ

権属的・家父長的

抑圧的

指争型·•敗を決める

支援者・tiF教えたいことjが目標と主主る

対等・兄第姉妹的

開放的

対話型・啓発し合う

学嘗者自らが目標を見出していく

f学習緩助型jであるセルフマネジメシト支援を行うためには、具体的には

ゆ対象者とのパートナーシッブ形成

＠対象者の背景にあわせた知議や按術の提供

＠対謀者の自信や自己効力感を高める支援

＠現在と将来の生活の貨の視点から、目標を話し合う

といった方法が勧められていま宮九

市町村支援においても、伺かを一方的に綬与替るのではなく、対象者の主体性や自己決定を尊重しな

がら、対話に菖づく共同的怠関係づくりを重視亨る f伴走Jという視点合唱効だと考えられま亨。

目：2.r伴走Jの捻めに必要怠観点

伴走とは f競様替や走者のそばについて一緒に走ることJで君。 f独走jにしない〈させ怠い〉とい

うことが重要であり、一対ーで寄り濡い怠がら、その人のベースにあわせることが基本になりま嘗。伴

走lcl目的連成の手段では怠く、仮に問題解決にlcl歪ら毛広かったとしてち、伴走者として同志的得在に怠

ること自体に重要怠愈瞭がありま写。伴走型支援を成立させるためには、支援者一被支援者という支配

的怠関係になってはならないこと（物語の共演者と怒ること｝、主体性を慢さないことなどが指摘され

ていま言。

伴走関係をつくるうえで fコーチングjという手法・視点も有益です。コーチングとは相手の個性や

能力、価値観や性格などを活かしながら、最適怠答えを自分自身で気づき、自ら行動を起こすためにサ
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ポートを苦る按術で言。いくつかやり方はありま苦が、はじめに

目標・ゴールを定めて、その現状と強み・障害を把鐘し、戦略を

練って行動を促すという手順で進め5れます。コーチンク理論に

おいても、教えるのではなく I問うととJが大切であり、支援的・

共同的・平等な関係が重視されています。また、 SMARTゴー

ルと呼ばれるよう怠具体的で・測定可能で・達成可能で・現実的

で・期聞が限5れている目標を共同で設定する乙とが有効といわ

れています九たとえば、地域診断書に基づUて当該市町村の特

徴や課題を共有吉ることが「現状の明確化（ステッブ1) Jであり、

そこか5何を重点課題とするのか（たとえば社会事参加の場づくりの推進など〉を協議することが「望ま

じい状態の明確化（ステップ2)Jとし1えます。そのうえで、望まじい（目指すべき）状態にむけた課

題を整理し（ステップ3）、具体的な行動計画に落とし込む乙と（ステップ4）で絵に描いた餅ではな

くなります。さし1己に、行動計画がどの実施され走のか、どういっ左成果があがり、課題が残されたの

かを握り返ることも必要に怠ります（ステップ5）。

図2.コ→ンタの流れ4 J 
ステップ1 現状の明確化

ステップ2 望ましい状態の明確化

ステップ3 現状と望ましい状態のギャップを引き起こレてUる理由と背景の発見

スデVプ4 行動計画の立案

ステッブ5 フォローと振り返り

なお、ポジティブ視点への言い換えや内容の具体化、相手の気持ちへのより添l／＼、オートクライン（自

己分泌）の誘発など、具体的な声かlオの仕方や姿勢に関する方法論については、解説書等が既に多数出

服されていますのでぜひと参照下さし）5。

地方分権一括法の施行に伴って、都道府県と市町村は f対等・協力Jの関係へと移行しています。デー

タに基づく介護予防政策の推進に際しでも、支援を求める市町村に対して伴走型支援やコーチングでい

われるような対等なパートナーシップに基づく支援関係の構築が必要で言。なお、人員体制上の制約を

考慮すると、すべての市町村に等しく伴走するというよりも、重点的にサポートを要する地域と必すし

もそうでl誌なし1地域の選別も検討すべき課題といえます。

く参考文猷〉

1. 奥田知志．稲月正 ． 垣田裕介．提圭史郎．生活困窮者への伴走型支提唱済的困窮と社会的孤立に対応~るトータルザ
ポート．明石書店， 2014.

2.安酸史子．糖尿病患者のセルフマネジメント教育改訂2版ーむかる！使える！やる気を高める！工ンパワメントと自己

効力，改訂2版．メディカ出版.2010. 
3安酸史子．吉田澄恵．鈴木純恵.editors.成人看護学（3）：セルフマネジメジト．第3版．メデイ力出版.2015. 
4伊蔭守コーチング・マネジメツト；人と組織の八イパフ才一マジスをつくるディスカヴアー・トゥエジテイワツ，

2002. 
5.西垣悦f~ ，堀正．原口佳典 ， コーチシグ心理学概論 ． ナカニシヤ出版.2015. 



第2章第5節

データと根拠に菖づく施策の運営

政策基礎研究所・鳥取大学市田行信

， 

、

＠データやその見える化により戦略的に地域包括ケアを推進しよう。

＠数字1a:完ぺきではなU。分析結果の解釈では、結果の誤差や一般性

（どの範囲まで当てはめられるか）に注意を。

＠データを見せる相手の感性に訴える fデザイン思考jも重要。

11.地蟻包括ケアにおけるデータやその見える化の重要性

、

_,) 

筆者（市田）が乙れまで介護保険事業計画の策定や、それに関連するワークショッブなどを開催言る

現場で体験してき左ことを思い起こ宮と、地域包括ケア！こ省けるデータやその見える化の重要性として

以下が挙げられると思います。

第一に、 課題への共通認識を持つ乙とで言。多様な主体の連携が必要である乙とから課題への認識を

できるだけ近づける必要があることが挙げ5れます。地域包括ケアでは、行政の各部署・住民・自治会

や NPO等の地域の組織・医療や福祉等の組織・地域包括支援センター等の多様な主体聞の情報の共有

や話し合い、協働が必要に怠ります。 課題の程度や地域にとっての重大さなどについてイメージを関係

者の聞でできるだけ近づける必要があることか5、データやその分析結果等の客観的で受け手の解釈に

違いが出にくい情報が必要と考えられま言。

第二に、 地域間出較の実施です。様々な指標の値が空間の聞で差があり地域間出較が有効である乙と

が挙げ5れます。高齢者の生活や健康関連指標は、市町村聞だけでなく市町村の中の地区間でも差があ

ることが多く、地場閏比較により課題や対応策をより明らかに1まることができま言。 WHOも地域間等

におlオる健康格差の対策としてモニタリジグや見える化を推奨しています10

第三に、 PDCAの活用です。三年おきに市町村が作成する介護保険事業計画に必要な各種指標のモ

ニタUングや各種事業の評価が必要な乙とが挙げ5れます。それらのモニタリングや評価に基づき、行

政組織や地域包括ケアに関連する多くの主体が具体的に行動していく必要があることか5、上述の「課

題への共通認識jや後述の「心理か5活動を促すJといった視点がより重要になると言えます。

2.データ作成やその見える化の方法

データ作成やその見える化の具体的手順l誌、「介護予防のための地域診断データの活用と組織連携ガ

イドjが参考になります2。既存の行政データを最大限に活用しつつ、調査をさ5に実施する場合は、

以下のような流れで行います。

①関係者へのインタビュー等により調査すべき課題を絞り込む

②それに基づき調査票作成・アンケート調査等を実施
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③データの分析：f地場開・グループ間比較｛地図を含む）Jf時間比較・経年変化の観犠打人の属性比較j等。

3.データや分析結果を解釈i-る際の注慮点：眼差と一般盤

上述のような分析で得られた結果を解釈gる際に注意gるべきこととして、

①分析結果の誤差＠分析結果の一般性がありま言。

分析結果I~、その材科となったデータの測定方法や回収方法における誤差や、分析手法の適切さによ

り誤差を持つので、その誤差がどの程度かを常に意識する必要がありま言。よくある例として除、生活

が困窮して以る人ほど、アンケートに回答しにくいため、生活習慣や健康関連指績の集計値が実際より

もより良い方に侮る事がありま言。

次に、分析結果の一般性で雪。分析結果が、 他の場所や、異怒る人口グループで成り立た悲し、場合が

あるととを錨まえましょう。例えば、同じ市町村の申で也、中心市街地におiオる閉じともりの要因が f集
まるスペースの不問であるというアンケートの分析結果が出たとしても、申山間地域における閉じこ

もりの要因は f交通手段の不足jであるかもしれません。

4.データや分街結果の活用におけるポイント

データや分析結果の活用におけるポイントとして肱以下が重要で雪。

ます第一に、 £曜から活動を促＇§＂ことで~。データや分析結果を見せる時に、受け手の£濯を重視して

見せる方法を設計＇§＂るという 『デザイジ思考jが重要で曹三

地縁包括ケアでは、地域住民や地蟻の組織など、嫌々な主体の心に働きかけ活動を促?I"必要があるこ

とが挙げられま言。地域住民等の新た怠活動を促gためには、 倫理や権威だけで怠く、，z:，理に働きかけ

自主性や内発性を引き出すことで、ぞれが自律的で持続的な活動につ怠がると考えられま言。そのため

にi謀、地域住民等に、地図により見える化されたデータ等を見て頂くことで、 f結輸jというよりはむ

しろ f新たな気付きjを得て、 f自ら何かしたくなるj気持ちになって頂くことが大切です。

具体的には、人や組鱒怠ど受け手の心理を想像しながら、心理的に受け入れやすい形に唱嶋し場合に

よって｛~一部を簡略化して伝えることも重要と考えられます。そのためには、以下のよう怠記、理モデル

などを利用言るのも良いでしょう〈図〉。

［ 白地縁づくりに怠ける糊甥の心理モデルの銅J4 

今までの活動をとりまとめ、i也~の将来
ビジョンを策定し、さらには、創出したも

のを住民みんなで味わうことにより、I也
t或に生活するr1伊JJを生むと問符に、
新たな関心を生む段階です。

自分たちのむらづくりを適正な

方向へと濃くために、住民と行

政が一体となって、地~の自然
や社会のしくみについての理

解を深める段階です。

自分たちを取り巻く環境とそれ

に関わる問題に気づかせたり、

関心を持たせたりする啓発の
段障です。

一人一人の住民の関心を、地

~全体、集落全体に発展させ
るための組織づくりです。

住民会員で、地減環境をもう一

度再破認しあうことです。この

段階で、地減資源を認識、評
価し、資源の幸IJ活用について

意見を出し合います。



第二に、 身の丈に合ったゴールを設定吉る乙とで言。例えば、高齢化が急速に進む自治体では、努力

しでも自治体全体での健康指標の悪化が避け5れない場合もあります。そのような場合は維持や小さな

改善だけでも立派な目標値になりま言。このまま何もじない場合に起きる予測値を併記することにより、

そうし1った目標の達成度が分かり易く怠る場合があります。

く参考文献〉

1.Commision on Social Determinants of Health. Closing the gap in a generation: health equity through 

action on the叩 cialdeterminants of health. Final Report of the Commission on Social Determinants of 

Health. Geneva. 2008. 

2.B本医療研究開発機構・長寿科学研究開発事業，「データに墨づき地域づくりによる介護予防対策を推進するための研
究J研究班．介護予防活動のための地主要診断データの活用と組織連携ガイド．東京.2017. 

https：／川ww.jag1田 .neVlibrary/regional-medical/.

3.Brown T.デザイン思考が世界を変える ．早川書房.2014. 

4.農林水産省．美の里づくりガイドライツ.2006. 

http://www.ma行.go.jp/j/nousin/soutyo／凶nosato_gaidorain/(ac回 SS凶 Feb12. 2019). 

49 



50 

舎』占第3章 F”
市町村支援の方法

第3章第1節

行政データ等を活用した地鰭診断の方法：

課題の紬出とビジョンの作成

東京大学高木大資

r 

、h

＠都道府県や保健所I~、広域的な地域診断によって、支援が必要な市町村やその課

題を把握宮ることができま言。

＠地域診断の際にはグラフや地図を用いて、データをわかりやすく『見える化jし

ましょう。

＠地場診断には、既存の業務デー夕、公的統計、新規の独自調査データなど、様々

なデータを用いることができます。

＠支援が必要な市町村や課題を選定吉る際I~、地域のニーズの大きさと資酒量のバ

ランス、介入のしゃ宮さ、既存の事業の鋸用可能性など、複数の観点か5検討しま

しよう。

はじめに

、

~ 

都道府県等による市町村支援の 1 つとして、広域的な地域診断があります。地域診断I~、市町村のニー

ズ、課題、資源を把握する際に有用となります。また、地域診断のデータl志、関係機関の連携、市町村

聞の連携、そして市町村の庁内の連携を進める際に、説得力を持つツールとして活用できます。

本稿では、都道府県による広域的な地域診断を行う際の、一般的な方法論について概観しま言。個別

の地域診断手法を用い左具体的な事例については、後続の章で詳じく紹介します。

地場診断データの『見える化J

地域診断とは、様々な情報を収集・分析レて、事業のためのニーズや資源を把握するととです（どの

ような情報が地域診断に使用できるかについては、後の節で解説しま言）。都道府県による市町村支援

の場合には、いくつかの指標について市町村闘で数値を比較し、どこにどのような課題があるのか、そ

の課題解決に役立つ資漉がそれぞれの市町村にどの程度あるのか、といったことを診断していきます。



その醸に、各市町村が持つ数値の羅列を示3すだけでは、地携の課題や資源lcj怠かなか見えてきません。

そのため、地嬬診断の醸に（cj、グラフや地図怠どで地場診断データを f見える化J9ることをお勧めし

ま宮。

たとえば図1除、ある都道府県内にある20市町村のボランティア参加者事を示した架空のグラフで

す。市町村Oに注目したとき、乙の地域ではボランティア参加率が県内でワースト4位であるととが

一目でわかり、住民の社会参加があまり活発では訟い地繊であることが f見えjてきます。

［ 図1.ある都道府県内の鈎市町村のボランティア参加者事側室のデータ｝ J 
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また、図2のよう怠地図を用いた市町村の塗り分け包｛幕、能にでもわかりやすく、またイジパクトが

大きし、ため、地篇診断に有用で言。地誠診断のためのデータを地図上に表示嘗るためには、表形式のデー

タと電子地図を、地理情報システム（GeographicalInformation System: GIS）上で結合言る必要

がありま言。それらのνフトウエアの録作に不慣れ怠人には地域診断データの地図化fcj敷居カ清いと患

われるかもしれませんが、近年で1彦、各市町村の診断データと地図がもともと格納されているオジライ

ンよのツールが公開されており、それらを使うことによって、都道府県内の市町村聞での比較を簡単に

行うことができま言。実醸に図2(cj、厚生労働省により開発された f地域包括ケア f見える化jシステ

ムJ(h杭ps://mieruka.mhlw.go.jp乃を用ωて描画した、千灘県の各市町村の要介護認定率で言。
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先に示した2つの図憶、どちらもある指標についての市町村間の比較を示したもので宮が〈図1fciポ

ラジティア参加者率、図2rct要介護認定率〉、実僚に除地域診断に使用できる指穣には多くのものがあ

りま容。後の節で詳しく説明しま嘗が、たとえば、要介護認定や死亡率怠どの最終的なアウトカムを表

哲也の、移行時間や喫煙率怠どの健康に影留を与える行動を表嘗指標、ポラジティアへの捗加者率や地

混住民の互助組鍵怠どの地域資源に関する指標、など多岐にわたりま哲。とれらの多種多様怠指績を用

いて、どの市町村にどのよう芯良い点・課題があるのかを f見える化jしていくととも、有効君主地域診

断の手段の1つで雪。その際に役に立つのは、告市町村が持つ複数の指練に関亨る数値を1枚のシート

にまとめた地域診断シートで哲。

図3let、日本老年学的評価研究（JapanGerontological Evaluation Study: JAGES）グループ

が作成した優先対象地場選定シートです。行が地媛、列が指標を表していて、告指標について他の地域

と比べて良くない数値を赤色、良い数値を水色で表してωまき宮｛水色→緑色→黄色→山吹色→赤色の5

段階〉。このよう怠シートを用いることによって、赤い色の指標が集積している市町村や、他の指標は

良好だけれどもある指標について拡赤く怒っている市町村、怠どを直観的に把握言ることができ、優先

的に支鍵を行う地緩や、各地繊の標題を選定吉ることが容易になります。

－~：·l<JI~：七割4同少11::.-.liL 1JJI蝿l'］；：；~＿ JJ乙~t"－.語E；：己j｝；；ヨヨ :1~1'.lil·万足立I'.JisI信号＝＝・・・
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目 重点的に支援を言る市町村や眠置の選定

先述したような f見える化jを行った後l彦、重点的！こ支援言る市町村やその慢題を選定します。市町

村によって介入のニーズの寓さlet異なります。市町村iこよってニーズの大きさや不利の度合いが異怠る

にもかかわらす、全ての市町村に間等の支援を行うこと拡、ときとして f不公正jと怠りま言。そのため、

優先的に支援を行う市町村を選定し介入を行っていくことは、格差の是正にとっては有用怠方略と怠り

ま言。

その際、以下のよう怠手順で進めるとよいでしょう；

①全国や都道府県内の他の市町村と比較して、特に成績がよくない指標を持つ市町村に注目嘗る。

②それらの指標がどの程度重要怠健康課聞かを総合的に検討して、取り組むべき課題を選定言る。

たとえば、数値がよくない指標を多く持つ市町村Aを優先的に支援嘗る候補とした後、その申で課

題と怠る指療を複数選ぴま言。次に、それらの指標を fどれだけ重要怠課題かjf介入写ることで十分

効果が得られそうかjfよい介入手段をつく杭そうかjといった視点で吟昧したうえで、最終的に取り

組むべき課題を絞り込みまVo指績の値が悪く優先鹿が高いと思われるものでも、うまい介入手段が患

い浮かrct怠い怠どアプローチが雛しければやめたほうがよい場合もありま宮～

また、介入対象市町村を選定亨る限にlei、
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③「指標の悪さ（＝＝ーズの大きさ）Jと、『利用できる資源の量Jのバランスを考慮する乙とが重要で

す。ニーズと資源のバランスについては、以下のよう怠パターンが考えられ、それぞれにおいてアブロー

チの仕方が異なりま宮：

(1）三一ズが大きし1のに資源が少なし1場合には、不足してし1る資源や介入を強化するようなアプローチ

(2）資源も介入も豊富であるにもかかわ5すニーズが高い場合には、豊富な資源や介入が十分に生かさ

れていなし1、あるいは、介入が的外れになっている可能性があります。この場合には、資源が生かされ

ていなし1原因を探って新たな対処法を見いだすようなアプローチ

がそれぞれ有効に怠ります。

次に、 ④うまく介入できる手段や環境力唾ってし1るか、市民が納得してくれる課題か、介入により十

分成果が見込めるか、といった補足的怠視点を追加して、市町村・課題の優先度を決めます。 これまで

何らかの取り組みによりすでに関連団体や住民組織との連携がと5れているような地域では対策にとり

かかりゃ苦いでしょう。

最後に、 ⑤すでに役に立つような事業が行われているか、複数の組織・部署によって似たような事業

が行われているか、といった点について情報収集し、効率的な事業の進め方を検討します。新たな支援

事業を開始言る乙と1a:とてもコストがかかる乙とで言。 対象地域ですでに行われている事業で課題の解

決に役立ちそうなものを援用する、他組織・部署で行われている複数の似た事業を統合することによっ

て効率的に支援事業を進める、といったことを意識しまじよう。

地層惨断に使うデータ

それでは、地域診断のためのデータは、どのように入手百ればよいのでしょうか。地域診断に使用で

きるデータにはいくつかの種類がありま宮：

①手持吉の業務データ ：行政の通常の業務内で収集している衛生統計、事業計画のために実施したアン

ケート調査の個票デー夕、介護保険に関宮るデータベースなどに含まれる指標を、市町村別に集計して

棒グラフで表したり、図2のような「塗り分け図Jで示したりするだけで、地域の状況をわかりやすく

f見える化Jする乙とができます。 f地域診断のために何か特別なデータを入手し怠ければjと考えると

敷居が高く感じられますが、行政l志業務の中で様々なデータを扱っていますので、その中には地域診断

に十分使えるデータが多くあります。また、 必すしも都道府県がデータを収集して地域診断のための分

析を行うのではなく、市町村が行った結果を集め広域的な状況を示す乙とも、都道府県内の地域診断を

行うのに有用で昔。

②すでに計画されてUる調査に、必要な項目を追加 ：①のような既存のデータの中にほしし1指標がなけ

れば、これから計画している調査に項目を追加して、指標を測定することをおす苛めします。前述の日

本老年学的評価研究（JAGES）では、 2010年、 2013年、 2016年に全国30自治体以上の高齢者10

万人以上を対象に郵送調査を行い、地域診断のためのデータを収集しましたが、これは、厚生労働省か

ら各市町村に実施が求められていた要介護υスクの高い高齢者を把握するための基本チェックυストの

調査に、地域での社会関係や社会経済的状況（世帯収入、教育年数、就労）に関する質問を追加して実

施したもので言。

③公的統計を2次利用 ；現在、政府機闘が実施している人口動態統計、国民生活基礎調査、国民健康・

栄養調査といった公的統計の、個票データの2次利用申請が可能となっています。これらの統計の個票

データを市町村ごとに集計し、それを『塗り分け図Jとじて地図上に示す乙とで、地域診断のために有

用な情報を得ることができます。また、先述したように、厚生労働省の『地域包括ケア「見える化jシ

ステムJを利用言れば、各市町村につし1て要介護認定率、介護給付費、医療費、介護サービスの利用の
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程度等の『塗り分け図Jを容易に利用する乙とができます。

④健康格差対策のための狙自国査を行う ：検討したい指標が既存のデータに存在していなければ、独自

に新た怠調査を実施言るという手が考えられます。狙自調査では、自分たちが知りたい指標を測定・検

討することができる点が大きな魅力です。しかしながら、新たに調査を実施することは時間、費用、マ

ジパワーの点でコストがかかります。また、回答者の廿ジプリンクに慎重を期さなければ各市町村の代

表性のあるデータを収集できませんし、サンプリング方法が妥当であっても、社会的に孤立してし1る人々

や生活にゆとりがない方は調査への未回答が多い傾向にあるため、最も知りたし1社会的に不利な人たち

のデータが集まりにくいという問題もありま言。

⑤行政肉舛の部署や機関との連携によりデータ入手 ：行政内の各部署が収集・管理しているデータベー

スを、別部署が持っているデータと結合するととによって、単一のデータベースでは不足していた情報

を利用宮ることができるようになります。それらのデータの個票データを個人識別番号で紐づけするこ

とができればとてもリッチなデータとして利用することができますが、一方で、個人情報保護法などの

関係で異なる部署が持つデータを結合して利用する乙とカT難しし、場合も少なくありません。しかしなが

ら、市町村などの何5かの地域単位で集計してから、地域レベルのデータとして結合・使用することでも、

地域診断にとっては有用なデータと怠ります。

目 どのよう怠指揮を倉めるべきか

上述のように、都道府県や各市町村には、業務上収集されているデータや公的統計など、地域診断に

使用できる多くのデータがあります。また、独自にアンケートを行うと非常に多くの項目についてのデー

タが集まります。地域診断を9るときには、利用できる全てのデータを用いてむやみに膨大な分析を苦

るのではなく、それらの多数のデータの中から項目を絞って利用することがコツです。



［ 衰 1.JAGES-HEARTのコア評棚田とその計算方法2 ］ 

指標名 計算方法 利用するデータ

介護予防事業予算額 介護予防事業予算額／
介護予防事業予算額は

①インプット
1 （高齢者一人当たり）

自治体へのアツケートによる．
高齢者数

高齢者数｜志国勢調査による

②プロセス 2介護保険料 月額 第一号保険料

3趣味の会参加割合 趣味の会参加者／回答者 アジケートによる

③環境 4スポーツの会に スポーツの会参加者／
アジケートによる

（中間アウト力ム） 参加の割合 回答者

ι晋保護世帯数／
生活保護世帯数lま生活保護

5島舌保護世帯割合 被保護実世帯数による、
全世帯数

世帯数は住民基本台帳による

主観的
健康状態が

6健康観良い者の割合
『とてもよいjまたは アジケートによる
『まあよいJ人／回答者

7閉じこもり高齢者割合
外出頻度が週に アジケートによる
1固和音の人／回答者

8 1年間の転倒歴
1度以上転倒した人／

アツケートによる
回答者

9歩行時間
1日平地歩行時間 アンケートによる
30分和宵の人／回答者

10残歯数 20本以上の人／回答者 アンケートによる

11やせの人の割合
BMI 18.5未満の人／

アンケートによる
＠個人・行動

回答者

（中間アウト力ム） 12 基本チ工vクリスト
該当者／回答者 アジケートによる認知症項目該当者害j合

13うつ
GDS15項目版で

アジケートによる
10点以上の人／回答者

νーシャル・サポートの

14助け合っている人の劃合 授受をしている人について アジケートによる
誰かを回答してる人／回答者

交流言る友人が
にの1か月間、何人の友人・

15 いる人の割合
知人と会UましたかJの設問で アジケートによる

3人以上と回答じた人／回答者

16 （過去1年間の）健診
週去1年聞に健診を アジケートによる
受けた三人／回答者

17現在喫煙している人の割合 喫煙者／回答者 アンケートによる

18要介護認定者割合
要介護認定者／

介護保険事業状況報告（年報）
第1号被保険者

19新規要介護認定者率
新規要介護認定者／

介護保険事業状況報告（年報）
第1号被保険者

⑤アウトカム 20総死因死亡率
SMR （閏嬢法年齢

人口動飯統計

（最終アウト力ム｝
調整した標準化死亡比）

21 死因別死亡率 SMR （間接法年齢
人口動態統計

（悪性新生物・脳血臨患など） 調整した標準化死亡比）

Iあなた肱ご自分がどの程醇世だと
22幸福度 il'lもいま冒tJIJに対して アンケートによる

醜値で回答曹る設問値の平均値

様々な指標がある中か5、どのように地域診断に使用する指標を絞ればよいのでしょうか。以下でl誌、

日本老年学的評価研究が実施したJAGES調査を使用した地域診断に基づき、測定された指標が地域診

断におし1てどのような意味を持つのかを例示します。 JAGES調査では、地域診断を行う際に、ます分

析してみるべきコア指標（中核となる指標）を選定していま言（表1）。現場での保健・介護予防活動
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等の評価におUては、ま替は、行政等の働きかけの評価として、 ①資源の投入量怠どのイジプット、＠

計画・配分・サービス利用怠どのプロセスの指標、につωての評価を行ωま言。次に、それによって、

＠地掃の環境や、 ＠個人の状況や行動の指績の変化が期待されま曹ので、その評価を行いま1言。そして、

最終的に除、要介護認定事や死亡率などの、 ＠効果・成果についてのアウトカムの指標の評価が重要に

怠ります。

地域診断の際の地域指標として用いられているものは、これまでに居住高齢者の要介護リスクむ関連

守ることが社会疫学調査などによって知られているもので守。一方で、それらの地域指標が要介護認定

と関連する強さに閉じてI~、指標ごとに遣いがあります。たとえばJAGES調査では地埠の後期高齢者

割合、世帯等価所得120万円未満の人の割合、教育年数10年和首の入の割合、ボランティア不拳加者

割合、移行時聞が1830分来満の人の割合、閉じこもり者割合、主観的健康が低い人の割合、健診来

受診者割合を測定し、それらの地繊詣療と居住高齢者の要介護認定の関連が分析されていま曹が、国4

に示11"ように、それぞれの指標が要介護毘定と関連言る強さ拡異怠りま亨。図4には、各指標が、仮に

0%と100%の地援を比較した際の、要介穣提定発生リスクの比が示されていま害。たとえば、後期高

齢者割合が100%の地域に住む高齢者は、 0%の地域の高齢者よりも3.68倍要介護認定を受けやすい

ということが示されています。もちろん、後期高齢者劃合が0%の地蟻も100%の地援も実在しませ

んので、実際の地縁聞の格差は最大をも3.68倍よりも小さし1ものになりますが、この数値が大きし、指

標ほど1単位変動したときの要介蟻偲定リスクの培減が大きし可といえます。

i14 から（~、憲も要介櫨認定との関連カ守強い指標（~後期高齢者割合、次に関連が強い指標leiボランティ

ア本番参加者事であることが示されています。単純に考えると、後期高齢者割合が最も高い地域が優先的

に介入されるべき地域、とみなされるかもしれませんが、実際には先述したように、 r＝ーズの大きさ

と利用できる資源量のバランスj、f介入の手段や環境カ唱っているかj、f介入により十分成果が見込め

るかjといった点から総合的に判断して優先的に介入雪る地域を選定嘗る必要がありま写。たとえば、

後期高齢者割合が高い地域で要介護リスクカ清いということがわかっても、その地縁へのうまい介入方

法がわからない場合、介入によってより変化さぜやすいポラジティア不審加者容に焦点を当てて、慢先

地域を選定3することが有効と怠るかもしれません。

園4.各糊穏と要介nm0関連 ] 

1 1.5 2 

後期高齢者割合

世帯等価所得120万円未満の人の割合 圃・ 1.22

教育年数1昨未満の人の割合 1• 1.12 

ボランティア不参加者割合

歩行時間が1日3師長未満の人の割合 .＿＿・ 1.68

閉じこもり者割合 圃・・ 1.36

主観的健康が低い人の寄恰 ・・ 1.26

健診未受診者割合 J固 ・ 1.3

ハザー ド比

2.5 

2.66 

3 3.5 4 

3.68 

業包括鎮の鍬鰭 (J＼ザード出歯車、仮iζ各指績が例もの処織と10C跳の地調崎氏娘した僚の、要介包認定誕生υスクの比
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第3章第2節

コール聾定と格差の見える化

東京大学長谷田真帆

目 ゴールlit市町村自身に設定しても5う

支援者が地域診断を行う乙とで市町村の課題が把握できるようになると、つい自分でゴールを決めて、

市町村にそのゴールを目指すように指示したくなってしまいま言。しかし、何が自分たちの課題であり、

その解決には何が必要か、とし1うことを市町村自身が十分に認識できていなければ、『何のために事業

をやっているのかJということを見失ったりじて職員のモチベーシヨンを保つことが難しくなってじま

うかもしれません。 2章で解説したように、 fコーチングjのスタンスを保吉、 支援者はゴール設定の

仕方をアドバイスして、市町村自身にゴールを設定してもらうようにすると良いでしょう。以下にゴー

ル設定のポイントをまとめます。

・フェーズで区切る

ゴールは漠然と設定するのではなく、このくらし1の期間で何を目標に宮るか、ということを考えると

良いでしょう。短期・中期・長期のフェーズに分けて考えると見通しが立てやすくなります。例えば大

きな目標（例えば死亡率や要介護認定割合の低下）を短期間で目指すのは難レUかもしれません。長期

的にはそういった八一ドアウト力ムの達成を目指宮と良いでしょう。

• Donabedlan Cドナベディアン｝モデルを活用する

短期・中期・長期それぞれのフェーズで何をゴールにする（どのような項目を評価する）べき

かを決めるには、医療の質評価で用い5れているDonabedianModelが参考になります。以下

はDonabedianモデルに、プログラム評価で用l,"¥5れる LogicModel (Input-Activity-Output-

Outcome）を組み合わせた評価方法を記載した図で言（図1）。

園1.Do帥側fanモデルに基づく評価項目 ］ 

t
供
構

U
提
環

P
が
る

n
操
れ

l
事
さ

Activity 
どのような事離が

行おれたか

結果
(Outcome) 

Output 
担供された事業の量

Outcome 
住民の健康状態の変化

構造
(Structure) ・ゆ

過程
(Process) ・ゆ

57 



58 

1.構造（Structure)

地域で介護予防事業が提供される環境や場所（Input：資源）を評価します。外部環境として医療介護

資源の多寡や周辺自治体の状況、対象として高齢者数、内部環境として資金などカ唾げられます。

具体的に1a:、地区当たり・人口あたりの

＠公民館や公園、スポーツ施設などの数（資源＝外部環境）

＠サロンなどで活動言るボランティアの数（資源＝舛部環境）

＠要介護認定を受けていない高齢者の数（対象）

＠介護給付費（内部環境）

などが挙げ5れま宮。短期～長期いすれのフ工ーズでも使用できる指標が多いのが特徴です。

2.過程（Process)

介護予防事業として、何がどのようになされるか（Activity：活動）を評価しま言。 2018年度か5開

始された保険者機能強化推進交付金（市町村分）に挙げられている評価項目などが

例えば、

＠市町村職員や専門職対象の地域診断研修会の開催状況

＠住民対象の地域診断ワークショッブの開催状況

などがあります。比較的短期～中期の目標に使うことができます。

3.結果（Outcome)

事業を実施したことで、どのような変化が起こったかを評価します。

Output （アウトプット）として、職員や住民レベルでますどのような変化が起きたかを評価します。

例えば

＠管内の市町村職員の地域診断を行う必要性についての認知度や地域診断ツールの活用状況

＠地域診断結果の施策への反映状況

＠サロジ活動に参加宮る住民の数

などが挙げ5れます。

またOutcome（アウト力ム）として、最終的に住民の健康状態がどのように変化レたかを評価します。

例えば

＠死亡率

＠うつ病や認知症など疾患の曜患率や閉じこもりの割合

＠新規要介護認定率

などが挙げられま宮。これらは中期～長期的な達成目標の指標に使われま言。これらの数値は全体（平均）

とじての値に加えて、居住地区や社会階層ごとに値を算出し、それぞれの集団聞での差（格差の大きさ）

がどのように変化しているかにつUてもモニタリンクするととで、事業がどのような集団に効果があっ

たのかについても評価する乙とができま言（詳細肱後述しま宮）。

・評価結果を支援者と市田村で共有曹る：『見える化Jによって共通理解を図る

上記の枠組みに沿ってゴールを設定した後には必す定期的に評価を行います。そしてゴールの達成状

況によって次の期の事業計画を行います。もし短期で到達できていない目標があれば、中・長期の目標

を達成できるように計画を修正し、改善する必要があります。その際には、それまでの経時的な評価結



果を支援者と市町村の閣で共有し、どのように計画を改善する乙とができるか、一緒に検討していくと

良いでしょう。

その際にI~、立てた目標が何であったか・その目標について何を用し1て評価したか・評価の結果がど

うであったのかについて明確に示言と、共通の理解を得や苔くなるでしょう。客観的な数値を示したり、

さ5にグラフや地図の塗D分けなどを用いたりして、『見える化Jすると直感的に理解ができます。

なおグラフを使う場合には、

＠集団ごとの健康アウト力ム：棒グラフ（図2参照）

＠複数の項目につし1て、平均と比べた値：レーダーチャート

＠経年変化：折れ線グラフ

などのように、適切なものを選択する乙とが重要で言。

［ 図2.自治体ごとの閉じこもりの割合
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目 健康格差を『見える化』宮る

市町村では全体（平均）の変化までは評価できても、格差の変化まで評価することはなかなか難しし1

のが現状です。しかし第2章第2節で述べた通り、地域づくりが健康格差対策に繋がっていくことも良

くあるととから、市町村ごとの評価カ涼められるようになっています。支援者が格差の大きさやその変

化の評価の仕方をアドバイスできると、市町村の大きな助けになります。

以下では健康格差の大きさを測定吉る際に考えるべきポイントをと説明じま言。これらのポイジトに

よって、使うべき指標が異怠ってきます。

①どこと出較宮るか

全体の平均値と出べるべきか、それとも最も指標が良い地域と比べるべきか。

②集団聞に順序があるか

出べたい集団には順序があるか（所得・学歴など）、 l順序はないか（地域・人種など）。

③どのよう怠集団にどのような変化があるか

集団ごとに値を算出し、その変化につし1て経時的にモニタリンクすることで、事業開始後にリスクの高

い集団で健康指標力T改善したのかどうかを評価することができます。その変化の仕方をその他の集団と
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比較する乙とで、事業の効果と単純な経年変化とを分けて評価言る乙とも可能になります（差の差の分

析）。そのため最も注目したい集団だけでなく、対象地域全体のデータを集めておくことが重要です。

④格差を差で評価宮るか、胞で評価宮るか｛絶対指標か、相対指標か）

格差の大きさを差で表音か・比で表すかによって、格差のトレンドの判断が変わることがあります。

［ 表1集団聞の死亡輪差の変化の例 ］ 左の例をみてみましょう。ある自治体では疾

患Xによる死亡率が集団Aで50、集団Bで

A 1 so令ao1-20 I o.s 

s !1oo+ao I－刈0.8

差（B-A)I 50 I 50 I 

比（BIA)I 2.0 I 2.7 

目 健康絡差の指標

100だったとします。そ乙である対策を行うと、

対策後の死亡率は低下し、集団Aで30、Bで

80になりました。すると集団AとBの死亡率

の差は50となり、対策の前後で格差の状況l志

変わりませんが、上むをとると2.7となり、格差

は拡大した、と判断できます。

重要なことは、差と比はどち5がよいというも

のではなく、 両方とも算出して検討する乙とで

す。

健康格差の測定方法にはいくつもの方法がありま言が、よ記の観点から以下のように分類されます。

［ 表2健康樟の撮々な測定方法 1 （一部抜粋）とその特徴 J 

人数が小さし、集団が
｜ 絶対／相対 ｜ あり l ~ I O IO IO ある場合は要注意

ぱらつきの一般的指標。
絶対 ｜怠しIOIo I ~ I× 平均値の影響を受ける

集団の大きさの
絶対 ｜ 怠し I O I ~ IO I× 遣いを加昧

＝＝~~誌話芸品。 ｜ 絶対／相対 ｜ あり I O I ~ IO IO 
置も階層の低U者と置も高し1

相対 あり 。~ 。。
者との健鹿指標の比と解釈

階層順にしたジニ係数 絶対／相対あり O × 。× 



なお指標によっては、集団の大きさによって数値が大きく変わるため注意が必要で言。それを解決す

るより洗練された指標として、格差勾配指数（SlopeIndex of Inequalities: Sii）と格差相対指数

（円elativeIndex of lnequalities:RIりがあります。これ5は集団に順序がある場合、その順序に各集

団を累積人口比率の大きさで横軸上に並べ、告集団の値（死亡率など）を申央にプロットし、回帰直線

を引くことで、差や比とほぼ同様に解釈できます。

［ 図3格差価指数（Sii）と様相対指数（剛I)
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100 

これ51志手で計算Zずるのは難しいため、専用Yフトなどをインストールすることをお勧めします。

（例： HD*Calc＝米国国立がん研究所が提供している、がん統計データ解析Yフトの革彊版。 http://

seer .cancer .gov/hdcalc／か5ダウンロード可（2019年1月現在）。日本語の解説もありま宮九）

ここまで健康格差の評価の仕方について解説をしましたが、ちし支援者にとっても評価が難しい場合に

l誌、大学などの研究者の協力を得ながら評価を進めていくと良いでしょう。

く参考文献〉

1.近麗尚己．地域診断のための健康格差指標の検討とその活用．医療と社会2014;24:47・55.
2.近藤尚己．鍵康格差対策の進め方：効果をもたらす5つの視点．東京：医学書院，2016.
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第3章第3節

地鳩診断データの具体的な活用事例

SS鋼13節 k地縛包括ケア f見える化jシステムを活用した分続

国立保健医療科学院大参賀政昭

自治体鵬員ltt、地域のサービス基盤盤備を考えるにあたって、ま渉、どのような住民がいるか〈高齢

化率や要介護認定率）、介護すーピスがどの程度使われているか〈給付実績〉から、地雄の特徴を分析

守ることが求められます。

ザーピスの賞評価にあたっては、Donabedian（ドナベディアジ〉のStructure（構造）－Process（過

程トOutcome（成寮）という3つの視点があること拡有名で亨。詳細は第3章第2節を帯照してく

ださい。このときにどのような取り組みを行っているかというプロセスを検討嘗るうえでも、自らの自

治体の住民や地域資源の状況であるStructureを把握しておくことカ湾要で払

その際、平成27年7月の本棒糖働以降、一部の機能を除いて雄でも利用することがをさる地域包括

ケア f見える化jシステム W1下、見える化システム） ltt、容易に扱うことができるため、ますはこの

システムを活用言ることが重要で言。

ここをは、現状分析機能でいくつかの指標をとりあげ、地域の特徴を分析する具体例について解説を

行います。

＠異体的な操作方渚

あらかじめ、表示したい地縫｛都道府県、市町村、日常生活白域怠ど〉をしておき、現状分析がら指

標を遺びま言。その後、グラフの表示などを切り替えつつ、必要に応じて作成したグラフをダウシロー

ドしていきま宮｛図1)0

［ 園1.見える化システhでの繊の鰍
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ー分続1：どのよう怠住民がいるが

どのよう怠住民がωるかにつUて！率、高齢化事や要介護認定率をみていきまg（図2・3）。

［ 園以ロ〈紛駒→高齢化事〈繍：A2)
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穆考：.定患についての追加分析

厚生労働省 f要介護認定適正化事業jで提供されるホームページ

(h抗p://www.nintei.net/1_1gmbs.html)にある f業務分析データjを使って、認定調査贋自の選

択事が、全国平均や県平均と比べて、どの程度外れているか確認容るととができま嘗〈図4）。選択事

に傭りがある場合除、調査方法や判断基準が適正か、選択事に影響を及ぼす地捜特性がなし1か等の視点

で、検討・分析が必要で雪。



［ 園4.厚生労働隈畑艇鉦化欄j鮪繍データ面 J 
厚生労働省 要介 護 認 定 適 正 化 事 業
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11業務分析データの読み方J飢細菌 ｜ 

・業務分析データはペー三；；下方の 『業務分析データを確隠するjボタンからアク
セスすることができます．また、業務分析データの持つ恵味や読み取り方、活
用方活についての動画を配信していますので、ご活用ください．

・動画l草、 fセクション1.業務分析データとは？J、 「セクション2 業務分
析データを見てみようj、 fセクション3.業務分析データを活凋してみよ
うJの3つのセクシヨンに分かれています．

11'1寄窓防i1::::5玄ヨをクリ'Yクすると．動画内で表示されている静止画（PNG形式）をタ

ウンロー卜することができます．

置盟・盟置圏l一 周 ~ 1 ~？シ。。‘＠
全・

(19分57抄〉

t?？ ~，ョシ＠ t?？ション＠ セ？；吊ン＠
..分析デ＿，とは？ 寓積分析デ－n.1tてみよう 畢’分街子ー事聾活用してみよう

｛・＃∞紗〉 (5分口秒〉 (8分制秒〉

国民E量芯Eド矛司Eヨ且百mmmm

米本動置のご利用に際して
本動画l手、著作物であり、吾作権法に！！づき保護されています．非営利目的の樗合には、
ご自由にご刻用いたたけますが、営利目的でのご,fl）用は固くお断りいたします．

。分析2：介護サービスがどの種鹿使お杭てωるか

介護サービスがどの程度使われているかについては、介護ザーピスの給付の状況や受給者数を見てい

きま哲〈図5・6）。
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いくつかの市町村の比較

ここでは、見える化システムの現状分析機能を使って、地域のザーピス基盤整備を考えるにあたって

の自治体のStructureを把握でさることを紹介しました。

政策的なターゲットを設定するためには、ここで紹介した分析を実錯し、自蟻全体の特性比較や属性

が出較的似ている地減を揮し出すことも有効と考えられます。

こ乙では表示されたグラフからの傾向把握を紹介していますが、表示されている元と怠る数値を表形

式で表示することやその値を活用して、新た怠グラフを作成したり、統計約怠分析を行うことも有効と

怠りま言。

＠見える佑システムの活用．倒：斌蔵野市

ここで、よ詑の見える化システムをまちづくりに活用している東京都武蔵野市の事例をと紹介します

（以下の演科出所、平成29年鹿高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた取組の推進に係る保険者支援

のための都道府県膿員研修資料 f介護保険における保険者としての取り組み～東京都武麓野市～J（平

成30(2018）年2月21日）o)o

武蔵野市相手、地蟻の関係者が目標を共有し、一体と怠って殿り組みを進められるように fまちづく

りビジョジjの設定を行い、市民ヘ周知し合意形成を図って以ま写。その fまちづくりピジヨジjの設

定の元に怠る地蟻の実態把握や課題分析に除、見える化システムや各種調査結果を活用したり、国民健

康保険適合会〈園保連）からの給付実績や要介護認定データを分析したりしていま官。

特に見える化システムを活用していることdごして、以下の点が挙げられます。

り他保倹者との肱般による、給付実績に聞'i"る特績の把鍾

この分析によって、給付の水準を他の保険者と比絞し怠がら示’ことお宅でさま’。介護保険料を市民！こ

対して説明哲る際怠どに使用で務ま1$"。

• r第1号被保険者一人あたり給付月額jの散布図を用いて、全国平均・東京都平均や、都内保険者と

比較分析しています。
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→自分の市のサービス水準がどの位置にあるのか把握嘗ることが可能です〈図7)。
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司自分の市のサービスの特徴を分析替るととが可能です〈図8）。
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2）位・年齢、地蟻区分単価の膨．を除いた、ザーピス別の給付実績に闘写る縛織の氾撞

・一般的に市町村がコントロール写るζとができ怠いf第1号被保険者の性・年齢構成jとf地減区分単価j

を除外した場合のf第1号被保険者1人あたり給付月額jについて、全国平均・東京都平均と比較分析（つ

まり、どの地蟻も f全国平均と金く閉じ第1号被保険者の性・年齢構成jだったとして計算｝していま雪。

→それらの影響を取り除いた場合の給付実績の特徴を把握でさま言｛図9）。

［ 園9.間断線時被保険者1人あたり鎗付月額｛見える化糊011.012) J 
全国 東京都 武蔵野市

調整前 調盤後 調霊前 調鐙後 調整前 調盤後

訪問系 2,742 2,555 3,736 3,386 4,372 3,540 

通所系 5,3制 5,173 4,565 4,312 4,375 3,735 

その他の居宅ザービス 2,063 1,821 2,415 2,153 2,667 2,138 

短期入所 1,036 1,015 619 603 648 550 

特定施設 1,052 1,013 2,379 2,343 3,619 2,971 

認知症対応型共同生活介護 1,3臼 1,337 782 759 354 294 

介護老人福祉施段 4,014 3,911 3,760 3,690 5,137 4,361 

介護老人保働鍛（制裁密着型含む） 2,796 2,705 2,037 1,959 2,123 1,780 

介護療餐型医療施設 694 636 731 676 645 520 

第1号被保険者l人あたり給付月額 21145 .. 20167 21025 ・・ 19882 23 940 ・・ 198891 
（時点｝平成26年（2014年）
｛出典〉厚生労働省「介俊保倹石事業状況報告J年報

会図的に‘新総会事業
が始まる削の実餓

見える化指標011,012

首rm掴（月｝ 調整前 鋼設後
30,000 

25,000 

20,000 

15,000 

10,000 

5，似）（）

全国 東京都 武蔵野市 全国 東京都 武蔵野市

ロ訪問系 B通所系
ロその他の居宅サーピス ロ短期入所
ロ特定施設 ロ認知症対応型共同生活介護
ロ介護老人領祉施設 ロ介護老人保健施設（地域密渚型含む）

武蔵野市の第1号被保険者一人あたり給付月額は、

調聾前ri全国や東京都より高いが、銅盤後1i全国より低く、東京都とほぼ同じ。

お時期uの脇被による分限保検事現聞こ闘1'る傾向の抱鍾

・人口、被保険者数、要介蹟標定者数、給付賞、地場支援事業の実績！こついて、過去の値と時系列で肱

較することで、介護保検事業伝聞する傾向の分析を行っています。分析結果I~、 f武篇野市地蟻包括ケ

ア縫進協限会jぜ定期的に報告していま言。

→市全体の介護保険事業についての傾向を時系列で把握守ることができま亨〈園10）。
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園 10.齢慨につ ぼ の 時 系 列 の 蹴 ］ 
｛クラフは見える化システムを便ったものではありませんが、見える化システムよも同横の分析が可能です｝
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4）介瞳保険事築計画値と実測値の出較による事叢の進捗状況の把揖

・人口、被保険者数、要介護認定数、給付費、地場支援事業について、介聾保険事業計画値と実測値の

比較による進捗状況の把握を行っています。結果I~ r武蔵野市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定

委員会jで報告してUま言。

→介車保険財政運営の観点か5、市全体の介護保険事業の進捗状況を把握できます（図11）。

［ 園11.廿ーピス橿鰯附蹴付費計画出｛前期：平成27～29年度実績） ］ 

匹~mt錨醤書簡臨
R竺竺？、 120.0'lll 
1 rn.2" ｜介包老人保健施股

~1}包老人船脚

小規慣多棚Z型店暫干値

I tt・・OQll混血0・‘ I 

区ヨ眠腿苅醐通所ft包

Eヨ棚網組側ft・

~制値着!l!i§祈ft・

線第Iii!知応彊共悶生活1l9

巨ヨ

平成28年度から新聾された地域密着型遇所介穫は、適所介護のうち定員19名未満の

小規模適所介護が地域密着型サービスに移行したもの。

推計値より移行した事業所が少怠く、計画比46.5%にとどまる見込み。
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5）将療の介償保険料の推計

①現行ザーピス水準の維持と震低限の基盤整備を見込んだ場合

②現行ザーピス水準を維持し、介護予防および重度化防止の雄進等により、効率的・効果的な運用を図っ

た場合

のニパターンで、将来的な給付水準および保険料水準を推計しま写。

→長期的怠サービス水準および保険料水準を犯纏写ることができ、将来に向けたピジヨジ敏定の基礎

データに写ることができます〈園12）。これを用いて、介襲予防や重度化防止に向1オた市民の意識の聾

成を図ることもできま言。

・・・・1~：：~1Ji'.届1~｛＇－JJ.t:I司悼市長百1；.：店長：.z:::::1 劫＂...~~J.理歪•1~－.V~H~:tかil;~＼＇~j;ftt~

第6期（2015～2017年度＞I 2020年度（第7期計画期間中＞I 2025年度（第9期計画期間中）
標準給付費見込舗

保険事犠準額（年額）

保険料基準額（月額）

10.700.556 （千円>I 12.000.000（千円）～｜ 14.000.000（千円）～
72,197円I s1.600円～90.000円I 104.400円～106.800円

5,960円I 1坦PB竺L5P_O_EIJ l.7P_O_EI竺ll~9_0J旦

但輝行サービス水準：

10,000< 

9，α)0 

S，α加

工α)0

6，α)0 

5，α)0 

4,<X泊

3，α)0 

2，α)0 

1，α)0 

。
第llUI 第2期第3期第4JUI 第SJUI 第6湖 2020年度 2025~皮
(2飢渇～ (2003～ (2006～ (2009～ (2012～ (2015～ (I町t) (I量計｝
2002年｝ 2005年12008年12011年1 2014主宰｝ 2017~） 

・保険料基i事綴〈月U)

・介II予防・貧度化防止のt量進等による場合。佐官t)

その他のデータνースを用いたものとして、

－介護保険事簸貨：事難賞金体のザーピス別構成比の分析

．国保連の給付実績データ：事業者のシェア分析

・要介鰻認定データと人口推計値：将来の認知症高齢者数の縫針

0 社会保険方式を採用す
蓑が国の介護保険制度にお
いては、給付費が増えるほど
保険料も増加する仕組みと
なっている。中でも要介護度
の重度化や施設サービスの
利用は1人当たり費用額が
きくなり、結果として保険料を
押し上げる主要因にもなる。

0 そのため、2025年に向け
て居宅サービスを重視し、一
層の介護予防及び重度化防
止を図ってし、く必要がある。

3; 

－人口推計値（65歳以上の高齢者単独世欝〉：将来のひとり暮らし高齢者数の挫折

・要介護認定者数の伸び率とヒアリンク〈事業所膿員数〉：将来必要となる介護人材の推計

怠どを行っていま言。

このように、データを用いて犠々な角度からの実態把握や将来雄計を行う之とによって、住民や関係者

と共通認識を持つことがセきるようになります。支援者除、これちの分析の支援を行い、市町村と課題

を共有し、対策方法を共に模索守ることが求められま言。
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3章第3節 2：介竃予防・目鎗生活圃揚＝ーズ調査を活用じた分析

浜松医科大学尾島俊之

， 

、

ポイント

＠地場での事業計画を検討するために、ニーズとリYースの推計をしま宮。

＠地場彦断のために、地場肱較と時間比較をします。

＠指標としては、地域診断に有用な指揮、ニーズとUYースの指揮などがあDま言。

、

~ 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（以下、ニーズ調査） 1a:、介護保険事業計画の策定や介護予防事

業の評価などを目的に3年に1固または毎年、地域在住の高齢者から無作為抽出して調査が行われます。

調査票1a:、厚生労働省からひ怠形が示され、標準的にはそれを使用して調査が行われます。厚生労働省

からの推奨に従って調査結果の作成および登録を行った市町村については、「見える化システムjにそ

の結果が搭載されています（URL:https://mieruka.mhlw.go.jp／）。

ニーズ調査の結果をどのように分析して市町村に使ってもらうか・またそれを用いて連携をどのよう

に支援苦るかが重要です。その地域診断活用などについて、 2016年にだされた第7期の調査票に基づ

いて解説します。

目 ニーズを推計する

三一ズ調査のそもそもの主目的は＝ーズの推計（必要なサービスの種類・量・事業方法等を検討する

こと）です～ニーズとしては、運動器の低下を始めとした表1の「地域支援事業などのニーズに関す

る指標Jの項目について、支援ニーズのある人の割合を性・年齢階級別に把握しま雪。そして、支援先

の自治体などの性・年齢階級別人口に掛け算する乙とで、地域全体での＝ーズのある人数を推計します。

種々のニーズの種類に応じて、支援体制の検討に使用レます。

I uνース（人材｝の発掘と推計

一方で、第7期の調査票で特徴的なものとして、 地域のリソース、具体的には総合事業などの担い

手になりうる人を把握するtt.めの設問として、「地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣昧等の

グループ活動を行って、いきいきとした地域づくりを進めるとした5、あなたはその活動に企画・運

営｛お世話役）として参加してみたし1と思いますかJとし1う設聞が入れられました。乙ちらも、性・年

齢階級別に該当割合をもとめて、地域全体での人数を推計すると良Uでしょう。また、ニーズ調査の対

象者数が余り多くない場合には、性・年齢階級別ではなく、回答者全体での割合を求めて、地域の高齢



者人口に掛け算して推計する方法でも良いでしょう。日本老年学的評価研究（JapanGerontological 

Evaluation Study:JAGES）の参加自治体合計でみた場合、是非参加したい3%、参加してもよい

37%、参加したくない 60%でした。是非参加したいとし1う人は3%と少なし、ですが、高齢者1,000人

の地域に30人の担い手となりうる人が潜在してし1る乙とがわかります。 従来からの＝ーズに闘言る地

域診断だけではなく、今後の事業展開に向けてのリソースの把握として有用と考え5れます。また、活

動を担っていただける人は、別途、氏名などを記入して送っていただくように宮ると、 gぐに活動開始

に活用できます。ただし、＝ーズ調査は通常は無作為抽出調査で行し1ますので、活動の意向があっても

ニーズ調査の対象にな5なげれば把握できないことになりま言。そこで、ある地域におし1てサロンを立

ち上げるために、お世話役を担っていただける人を把握じたいなどの場合には、地域を絞って高齢者全

員に世話役の意向を調査するなどのことが必要な場合もあるでしよう。

表1.ニーズ調査による地場診断で推奨される指標 ］ 

0介護予防の地域診断に有用な指標

－スポーツ関係のグループやクラブ

．趣味関係のグループ

．学習・教養サークル

・ボランティアのグループなどの地域での活動への参加割合

．共食

0地域支援事業などのニーズに関宮る指標

－運動器の低下、転倒リスク、閉じこもり傾向

・口腔機能の低下、低栄養の傾向

・認知機能の低下、 IADLの低下

・うつ傾向 などの割合

0リソースに関する指標

－総合事業などの担し1手

地雄也較を宮る（地域.断とじて置も重要｝

スポーツ関係のグループやクラブへの参加など介護予防のための地域診断に有用な指標について、分

析を行l，＇＼ます。地域診断として、ある地域の特徴を知ろうと思った場合に、その地域のデータのみの分

析では目的を達成宮ることはできません。他の地域と比較して初めて、その地域の良い点や、改善が必

要な点などの特徴を明らかにすることができます。

そのために、ひとつは、支援先の自治体などの結果について、データ収集できる全自治体の合計値と

比較する方法があります。 JAGESでは参加全自治体と比較した各地域の地域診断書を作成しており、

そのような資料は有用です。また、図1に示すように市町村聞で数値を比較レて、各指標について支援

先の自治体がどのあたりに位置するのかを確認する乙とも有用です。もうひとつIii、支援先の自治体内

の、日常生活圏域怠どの小地域単位の比較を行うことも有用です。

地域診断言fる指標として、第7期の調査票では、共食に関して、「どなたかと食事をともに苦る機会

はありますかjという設聞が追加されました。これまで、栄養面での支援のためにE食廿ーピスの充実

が図5れてきました。一方で、一人暮5しであっても、共食の機会があると欠食2や死亡aが少なし、結
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果がでており、時々集会所、飲食店や誰かの家などに集まって共食を3することが、社会議書加や支え合ω
につ怠がり、介護予防に有用だと考えられZ提言。

·~宙開·~it~~：j[tJ~竜王CVItJJ－；－~tw( Jij1l・M唾吋こ.i;.;'{t)}.J伝置とZ同，］G:L~liMiJ[:::.i•'J店長｛＇元山元：1t;t• 
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対識者裁が少ない紬雄を分析寄る時には偶然の影響に注意

小地蟻別の分析を行う際に、ニーズ調査の対象者数が少怠しも地縁については、偶然によって高めの結

果や低めの結果がでるととがありま昔。対.者数が少なし、地場について除、ひとつの分析の結果のみで

断言嘗ること怠く、目指の活動で把握されている地蟻特性点整合しているか怠ども鱈まえ訟がら、慎重

に結果を解釈嘗る必要がありま写。

偶然であるかどうかを評価替るために、必要により犠定や95%信頼区閣を計算亨る播定を行う場合

もありま嘗が、一般的に現場においては必ザしも検定や推定までは行わ怒くてち良いでしょう。

民較嘗るもの同士で、対縁者の選び方を続ー曹る

地捜聞の出較毎行う際iこIii、ニーズ調査の対象者の選び方を統一する必要がありま曹。ある自治体で

Iii要支援の人が対象者！こ含まれており、創の自治体では含まれてい怠し1場合には、単純に比較嘗ること

ができません。例えば、要支援を含め怠以データのみで再集計を行ったり、 fあなたは、普段の生活で

どなたかの介護・介助が必要で言かjという問いに f介鰻・介助は必要ないjと回答した人のみに限定

して分析を行ったりして、その結果で比較するなども必要で言。単純無作為抽出で怠い方法など、自治

体によって対象者の抽出方法が異なっている場合には、それを考慮した分析を行ったり、結果を解釈す

るときに考慮したりします。さ5に、全体に＝ーズ調査の回収率が低かったり、地域によって回収率の

差が大きかったりする場合には、健康状線が良好な人や、健康に関心のある入、または逆に、行政の支

援を是非受けたいと患っている人が申心に回答している可能性があります。高齢者全体の実態とfiiやや

すねた調査結果がでるとともあるため、結果を解釈写るときに注意が必要で言。

年館構成怠どが大きく異怠る繍舎に除、それを考慮した分衝を

もうひとつの注意点としては、支援先の自治体の高齢者のうちの後期高齢者の割合などが、全国と此

較して高いまたは低い場合や、自治体内の地縁聞で高低の差が大き怠場合には、その影響も考慮して結

果を議む~寮がありま言。具体的に除後期高齢者が多い地域で拡、運動器の低下怠どのニーズのある人
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の割合が高めに出たり、社会事参加している入の割合が低めにでたりなどの結果と怠る傾向がありま言。

そとで、より詳細に除、前期高齢者や、後期高齢者怠ど、年齢階級によって分けた分析怠ども有用です。

ただし、前述のように謂査対象者数が少なし、地揚がある場合には、性・年齢階級怠どを細かく分けると

偶然による結果がでや嘗いため、間接法や直擁法による年齢調整を行った値を用いる方法も有用で害。

年齢調整を行う場合に娘、その方法が記・leされている書籍4.5を拳考にしたり、分析を行ったことのお

る人の助言を得たりし訟がら行う点良いでしょう。

目 時間協般を曹る｛事績の肝偏に有用｝

介護予防の取O組みが以前とはベて成果を上げてきているのか、後退しているのか、またどの程度進

んでいるのかを見る怠ど、事業の評価を行うにl彦、社会欝加状況や、ニーズを持つ入の割合怠どについて、

時間比較を行うことが有用です。園2に示すように3年前、 e年前との比較を行ったり、毎年の変化奪

みたり苦ることになりま言。

その際に、地域比較で述べたように、対象者の抽出方法が年次によって同じ方法かどうか、また回収

率が概ね間程度かどうか怠どを確認しておく必要があります。また、年次により一定の傾向がみられ、

その理由として高齢化の進展が考え5れる場合にl彦、年齢階級別に推移をみたり、年齢銅盤した数値ぜ

纏移をみたりなどの工夫が必要となります。

〔 園口ポーツの会に仰して時前闘の割合の郷〈側データ〉 ］ 

40% 

39 

38 

37 

36 

2010年 2013年 2016年

ニーズ調査データljj、地燭診断怠どに非常に有用で曹ので、上記の分析を行い、地鰻特性にあった事

業展開を行っていきましょう。より詳しい調査データの分析手順についてrct、本書の第3章第1節や以

下に挙げている曾錨怠どを欝考に1tると良いでしょう。
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3章第3節 3：介聾レセプトデータを活用した分析

日本福祉大学社会福祉学部斉藤雅茂

， 

、

＠介護レセプトデータに1a:、当該地域の介護行政の特徴や課題をモニタUングする

ために有効な情報が多数含まれていま言。

＠とりわlj市町村聞の出較は、市町村単独で行うのは容易でなく、都道府県による

支援が求められる領域です。

＠他方で、介護レセプトデータの活用にはし1くつかの障壁があるため、その利活用

にむけた支援も有効だと考え5れます。

介置レセプトデータの4つの強み：：全数把握・正確さ・時系列変化・多梅な分析単位

、

~ 

市町村（保険者）には介護レセプト（介護給付費明細書）データがあります。介護レセブトデータと

は、サービスを提供している事業所から都道府県の国民健康保険団体連合会（国保連）ヘ提出される介

護サービス（介護報酬費）の請求額を示じたもので、「保険者向け給付実績情報（1110000.csv)Jや f介

護給付費等審査決定請求明細情報（1610000.csv)Jに基づいて、どの事業所がどの人に何の廿ーピス

をどれだけ提供したのかを把握できます。介護保険料の算定のためだけに使われることが少なくなωょ
うですが、データとしてのいくつかの強みもあり、当該地域の介護行政の特徴や課題を把握宮るために

有効な情報が多数含まれています（表1）。

［ 衰 1.介護レセプトデータの強み（筆者作成）

対象者の網羅性 介護サービス利用者の全てをほぼ漏れなく把握できる貴重なデータです。

情報の正確性
介護レセプトデータではその月にどのサービスを何回使って、総計として何単位（＝何円）

利用されたのかという実績値を把握できま言。

情報の逐次性 介護レセブトデータは毎月報告されるものであるため、 1ヶ月ごとの変化を追跡・評価できます。

分析単位の柔軟さ
介護レセブトデータでは、個人単位での追跡が可能なだけでなく、事業所単位の評価や

保険者単位の評価も可能で言。



介酪レセプトデータによる地膚惨甑指慣例

介護レセプトデータを活用した地域診断指標として除、たとえば、 f利用開始時と終了時の平均要介

護度j怠どが考えられま1言。一般的にちょく用V15殺る平均要介護度の中でも、利用開始時と終了時を

モニタリング写ることで当該地域での介護サービスの利用者像の特性〈介護予防のその後の盗｝を表撃

ととができます。また、介護サービスの利用状況をモニタリング写る基本的怠指標としては f在宅サー

ピスの平均支給限度額比率jや f利用者一人あたり介護費用j、f施設利用者の申での重度の要介護者割

合〈施設重度率）J~r重度の要介護者の申での施設サービス利用割合｛重度施設率）J などが考えられます。

その際に、介護保険料賦課段階の情報と合わせることにより、 f所得階層による利用格差jがどの程度

生じているのかを確認替ることもできま雪。

f実錨侶盤jのための出舷

統計値を眺めているだけで地域の f実態把握jが進むわけではありません。統計値の多少の癒瞭を解

釈・考察嘗るためにI~何かと比較替ることが必要で害。怠かでも、市町村鴫員か§の要望でよく挙げら

れる f市町村聞の比較J（志、市町村単独で行うのは容易で怠く、都道府県による支援が求め5れる領蟻

だといえます。具体的には、当骸都道府県の平均値や都道府県下会てと民較する、近擦市町村と比較する、

人口規模が間程度の他市町村と比較3まるといったことが考えられま言。また、市町村内の日常生活圏緩

聞〈小地減問〉の比較や時系列聞 GI去のデータ｝の比較に関しても、 1つの市町村肉だけを完結させ

るのではなく、複数の市町村の情報を束ねて比較9ることによって、小地域の特性や時系列的な変化特

性について多面的に静価言ることができるように怠ります。
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く臆設・居住・在宅別費用構造図＞
450,000 
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利用人数（人）

利用人数を共通（底辺） とする4種類の面積で費用総額を表した図である。

なお曲線は実際の利用者を費用額降腹に並べた分布である。

介聾レセプトデータによる地揖齢断指揮倒

一在宅（居住除く）
83,404 

2.500 3，凹O

介護レセプトデータ！こは、損量怠データが日々蓄積ミされていま害。他方で、その活用には分析単位に

合わせた元データの加工・舗集が必要となり、多少の手聞を要替るのも事実で雪。

そこで、たとえば、日本福祉大学福祉政策評価センターで隊、保険者および都道府県の介護保険事業

実績分析作鎌の支鑓と介護保険制度の政策評価推進寄目的にして f給付分析YフトJおよび f介穣保

険事業者別分析Yフトjを開発・配信してきました｛h枕p://www.nihonfukushi心.jp/download/

download.html) o本νフトを用いることで、元データから当核保険者の介護費用の構造や在宅ザーピ

スの利用状況などを図表で表現した f介護保検事業実績報告書jや、利用者個人単位での告ザーピスの

利用状況を集計した f個人シート原票J怠どが出力注れます｛図2）。



［ 園2鋪レセプトの細工・編集νフト倒 ｜ 
〈目本福祉大学福祉政策関価センター『介厳保険事鍵分続Yフトjより〉 ｜ 

介護保険事業 ［月見lj]

実 績 分 析 報 告 書
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取込審査月 2017年7月

・6

・22

'24 I I 

』 1%.1¥ 15.;執

会4
，.蜘

〈葺~iltUll費用慣遺因〉

Z却D叩

!!; 左翼lJ))OI ，制渦 ト耐鮒

‘・0負陶。
却ρ冊

。。 500 

会念 介， 芯巴, ... ‘ 抵抗

合3 合2

tt•‘ ”’‘ 

uo・ 日岨 ..曲
縄開AJ政《人3

データに基づく介護行政の推進のためには、 ζうした保険者による介護レセプトデータの活用にむけた

情報提供や必要な研究チームの組織化ち求められる支援の1つだと考えられまVo

〈，考文献〉
1.平野隆之．介襲保険給付データ分析ーもう1つの介護行政．中央法規出版.2012. 
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第3章第4節

データを活用した連援の場づくり

新潟大学菖蒲川由郷

r 、
＠見える化システム等、データツールを活用したワークショップが連携を生む

＠保健所や地場掻興局、その他の市町村など、支援の担い手に告書加しても5おう

、 ,J 

1.はじめに

福祉保健事業の多くは市町村が主体となって行われます。固か5県の施策として行われる犠々な事業

を実行宮るために、常に業務に追われているというのが実際のと乙ろかもしれません。そのような中で、

我が市町村の福祉や健康の課題が何であるのか、行われた事業の効果がどうであったかを落ち着いて検

討じたり評価したりする余裕がなU、という現実があります。

そのような中、都道府県が市町村にできる支援1a:何か、市町村はどうした5そのような支援を有効に

活用できるのか、について、『見える化jと「連携の場jをキーワードに具体例を示しながら説明して

いきま言。

2.都道府県ができる支揖

重点事業が打百出された場合や特に力を入れる事業がある場合、都道府県だからこそできる市町村

への支援の方法があります。ここでは、その一般的な流れを示レ、最後に実際の事例を紹介します（図1)。



...._ 図1.見える化ツールを活用した連携の場づくりの流れ J 

重点事業や重点課題
行政的に力を入れる事業や課題

の把握

’ 
データに基づく現状の分析

①データの収集

－既存資料の統合

・市町村から収集

－国民健康保険連合会や後期高齢者医療広域連合

から収集

②データの見える化と分析

－市町村別マップ等の作成（大学との連携、委託
事業）

・既存の見える化システム（例：地域包括ケア

「見える化Jシステム）の活用

• 
見える化ツールの活用

－研修会
・ワークショッフ0

・連携の場づくり
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1)都道府県だか5できる広場のデータ眠集と市町村への酒元

介護予防の観点から認知症予防に力を入れる場合、メタポや高血圧予防のために運動や減塩を進めて

行く場合など、どんな事業を行う場合でも、ます現状を把握することが必要です。

都道府県には、市町村のデータが集まってきま言。乙れを活用できま言。医療費・介護・健診等のデー

タを集約し、市町村の比較を宮ることで、どの地域で力を入れるべきか、課題の原因が何怠のかを備眼

的に検討菅ることができま言。各市町村は自分の市町村が県内でもどの位置にし1るのかが分かります。

普段から自分の市町村の現状につUてletデータを通じて十分に分かっていても、 他と比較する乙とで課

題の優先度を認識することができます。また、 課題が少なし1同規模の区市町村が実施レている事業や事

業のやり方を参考に言るなどの連携が生まれま言。この意味で、都道府県が市町村のデータを取りまと

めて還元することが重要で宮。なかには直接公表することが難しし曜のデータもあるため、 全てを公表

する必要はありません。

ますは重点事業等にあげられた項目について市町村のデータをとりまとめて提供するといいで

しょう。

2）『見える化システムJ等、データツーJllの活用

収集したデータを分かりゃすく伝えるためには見える化システム等のデータツールが便利です。医療・

介護・健診等それぞれの分野において蓄積されたデータや収集されたデータを地図上に色分けしたり、

グラフにして示す乙とで現状や課題がひと目で分かりま言。単に数値を並べた表だけでなく地図を使っ

た表現let、情報と意識の共有のためには思った以上に効果があります。

厚生労働省が運営している地域包括ケア「見える化jシステム等のデータツールを積極的に活用しま

しよう。そのようなデータツールがなくても、統計データから地図を作成して表現する乙とl志現代にお

いて難しし1ことではありません。実際に多くの自治体の事業報告書等でも地図を使った見える化をして

いま言。この部分を業者や大学等に委託言ることも選択肢の一つで言。

3）見える化システム等のデータツールを活用した連携の場づくり

見える化システムlま研修会やワークショップでも有効に活用できま言。見える化された地図等の資料

を前に意見を交換する中で、 課題を共有するだけでなく、参加者聞の連携が生まれます。特に連携の場

とじて活用することを一つの目的とする場合、以下の点を工夫することで、より効果的怠研修会・ワー

クショップにできます。

参加人数や会場に応じてグループワークと個人ワークを使い分けるなど、柔軟に考えるとよいで

しょう。

＠支据・連揖の舗を広げる研修会での工夫

・支援の仲間を巻き込む：ワークショッブに、市町村の担当者だげで怠く、保健所や地域撮興局、その

他の市町村支援の担い手にも参加してもらう。

・多様な連携づくりの機会を提供する：市町村の担当者のうち、介護や医療、福祉だけでなく、関連言

る複数の部署にも参加レてもらう。

－相互支援の機会を提供する：グループ討議の際にl志向規模の市町村同士を組み合わせる。

4）ワークショップの具体的な進め方

ワークショッブには様々怠方法がありますが、典型的な進め方の一例を示じます。掲載したワークシー

トのひな形ち活用してみてください。

ここでは午後全体を使った、 3時間半の研修会を想定しています。複数のワークショッブを組み合わ

せてし1ます。実情に合わせて、複数回に分廿たり、時間の長さの調整をしてください。



【ファシリテーター】 保健師響、連憎の場づくDの程酸がある人・その馴練を聾けた人

ファシリテーターとは、ファシリテーション、つまり会議の場を調整し、議論の効果を高める役割を

担う人です。司会とともに全体を見まわしてファシリテーションする専用スタッフを用意する乙とも効

果的です。民間事業者にファシリテーションを依頼することもできます。

【対象者】 市町村担当者

担当職員（関連する課・係）

・健康増進関連、国保関連

・高齢者・介護関連

・地域福祉関連

保健所（関連9る課・係）

・健康増進関連

・保健管理関係

・健康・介護関連

・地域医療推進関連

．福祉関連課

等、課題や事業に合わせて対象者を選定する

前述のように、複数の関連する担当部署から、または事務職と専門職両方からの参加が望ましいです

が、研修会を継続的に行う場合l誌、ますlet:直接の担当者を集め、段階的に広げる形が望ましい場合もあ

ります。タイミングを見計らいましょう。

【ワークショップの進行倒］（グループワーク形式 1グループ7～8名｝

時間 内 容 内蹴明者 備考

～12:30 会場準備

12:30 事前打ち合わせ 主催者とファシリテーター

13:00 受付開始 xx線 聡員2名

13:30 5 開会のあいさつ xx課長 課長が出席でき主主し1場合．補佐

13:35 10 オリエシテーショジ xxx 本日の流れの説明

13:45 20 見える化システムの説明 xxx ユーザーズマニュアルで説明

14:05 15 事例紹介 xxx 見える化るシ市ス町テ村ムのを事有例効をに紹
活用してい 介

14:20 20 ワークショッブ① xxx STEP 1：データに基づく現状の把握

14:40 40 ワークショップ② xxx STEP 2：課題の抽出と原因・対策の検討

15:20 15 休憩 xxx 

15:35 40 ワークショップ③ xxx STEP 3：連携を意識した対策の検討・発表

16:15 10 まとめ・講評 xxx 
16:25 5 アジケート記入

16:30 終了
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5）実際の事倒

ア）健診データを活用した市町村の健康対策支援の例（N県）

①目的と概要

N県ではデータを活用した健康づくりを進めようという行政の意向で、健診データを活用した市町村

の健康課題への対策支援を実施する乙とになりました。

②プロジェクト遂行のための組織

データをより有効に活用するために、研究者（大学教員等）、医師会・歯科医師会等のステークホルダー、

現場経験が豊富な保健師により組擁される研究会を立ち上げ、意見を収集しました。さらに、研究会の

構成員がワーキンググループを組織じ（主に研究者で構成）、研究会で検討じた方針で実際にデータベー

スの作成と分析を進めるために具体的な議論をしました。

③データの収集と分析

N県福祉部健康対策課の主導で県内全市町村の国保と協会けんぼのデータを収集しデータベースを

作成しました。データベースはよD正確に生活習慣病の関連要因を分析するために、集計されたもの

ではなく個人ベースとしました。分析は市町村別、男女別、年代別（40～64歳と65～74歳）に分

けた上で全データ（全県）を基準集団として年齢調整し、主な生活習慣病と生活習慣の標準化該当胞

とその統計学的な有意性を示レました。さ5に、生活習慣病と生活習慣の関連を地域相関分析により

示しました。

④データの見える化

生活習慣病と生活習慣の標準化該当出を市町村レベルで塗り分lオて地図化レ、 直感的に分かりゃすい

データの見える化を図りました。この結果、分析結果が視覚的に分かりゃすく怠るだけでなく、 生活習

慣病の地場傾向を把握宮ることができました。例えば、沿岸部で高血圧が多く、山間地で糖尿病が多い、

といった地域特性です。疾病や生活習慣の地域傾向を把握することで対策に役立てる可能性があります。

見える化した地図は報告書の一部とじて示す方法やWebで見ることができるシステムがあり、市町村

のニーズに合わせて選択が可能です。

⑤データ活用のための研修会

データベースの作成と分析を報告書で示すだlオでは市町村の担当者に十分に活用してもらう乙とは望

めません。そ乙で、市町村の担当者や保険者、健診機関を対象にデータの見方や分析の結果についての

研修会を開催レました。研修会では報告書の内容の説明だけでなく、担当9る市町村のデータに基づい

た課題の抽出、原因の推測、対策の検討までをワーク形式で行いました。

イ）見える化システムをより現場で活用言るための意見交換の例（N市）

①目的と概要

N市lまこれまで、介護予防のための研究と実践を進める日本老年学的評価研究（Japan

Gerontological Evaluation Study: JAGES）に参加し、調査結果を施策立案に生かすための試みを

続けてきました。調査結果を見える化した、 JAGESHEARTのN市版を活用したワークショップを
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毎年継続してくる中で、多方面の宿世保健関係の方々から反響があり、 見える化ツールを現場で使える

ようにするには何が必要かを話し合う意見交換の場を設けました。

②意見交換メジパーの構成

抽出データを収集するためには市町村等の協力が不可欠です。このため、データや分析は最終的に市

町村と研究者に帰属している場合がほとんどだと思います。しかじ、保健・福祉にl誌市町村以外にも民

聞を含め多くの組織が関わっています。このため、地域の傾向を明らかにしたデータや分析結果は、多

くの関係者に興味が持たれるものです。実際に、地域の課題を解決するためには市町村だけでなく行政

舛のパートナーにもデータを共有していく乙とが必要な場合がありま言。乙のような視点から意見交換

メンバーに行政だけでなく、多職種を入れることをおすすめします（第3章第5節参照）。

また、地域の保健福祉を担う現場の人材が集まることで、今までになかった横の連携が革がりま昔。

同じ地域の担当者であれば問題意識を共有することができ、今まで一人で感じていた問題意識を共有す

ることで、次のアクションにつながる有意義な話し合いとなります。下記はN市で行った研修会へ参

加した専門職のリストで言。

＠保健師 市役所職員

＠介護支援専門員 居宅介護支援事業所管理者

＠がん看謹専門看護師 県立がんセンター緩和ケアセンター職員

＠介護支援専門員 市社会福祉協議会職員

＠社会福祉士 社会福祉協議会会長

＠社会福祉土 特別養護老人ホーム／養護老人ホーム施設長

＠病院MSW  病院職員

＠訪問看謹師 県看護協会訪問看護推進課

~MSW／介護支援専門員在宅ケアクリ＝ック職員

⑩医師 個人医院院長

＠研究者 大学教員

3.市町村が効果的に都道府県の支援を活用言るために

データに基づく施策づくりや POCAサイクルについては十分に認識している、けれど、やるべき事

業や業務が多すぎて優先順位をつけるのも難しし1、じっくりと課題を検討したり事業の効果を評価する

時闘がない、とし1うのが本音では怠し1でしょうか。県か5の研修会の機会等を有効に活用できてUるで

レょうか。乙乙でl草市町村の課題をデータに基づいて抽出し、効果的に現場での活動につなげてUくた

めの工夫について紹介レます。

1）実践に直結させる：市町村が優先して取り組むべき思題抽出を支鑓宮る

県や固か5の通達や法律の改正等により優先して取り組む事業はときにより異なります。データに基

づく現状分析に基づき、優先して進める事業や事業の対象者を決める支援をする乙とで、成果をそのま

ま現場で活用してもらえま宮。

この過程では、単に数字の大小ではなく行政的な意思や予算措置等が大きな影響を持つことは言うま



でもありません。既存の数字で表される客観的なデータとともに検討しつつディス力ツションを進める

ことで、客観的なデータと、現場担当者が持つ地域の特性に関する豊富な質的データが融合され、深み

のある現状分析とその後の対策づくりにつながりやすくなります。

2）小地場レベJllの見える化システムの活用

市町村単位のデータか5は、当該市町村の課題を浮かび上がらせる乙とができま言が、区市町村内で

の対策を講じる際は、より小地域別のデータが必要です。区市町村聞の比較だけでなく、区市町村内の

小地域、小・中学校区や包括圏域での出較を積極的に進めましょう。

3）日常生活圃場等、小さなコミュニティ内での連鰐の促進

区市町村内の小地域レベルの見える化データを用いたワークショップを行う乙とで、飛躍的に地域の

課題への意識が高まり、参加者の聞での連携が生まれやすくなります。区市町村レベルの研修会では大

まか怠課題への認識や現状把握にとどまりがちですが、市町村内の小地域レベルでは、現場の保健師や

地域包括支援センター、在宅医療ネットワーク等々、地域で実際に福祉保健課題に取り組む実践者カT課

題や対策をより具体的に検討できます。

市町村内の関係者で研修会を行う場合も、紹介したワークショップの進行やワークシートを改編して

使用可能です。

小地域レベルでも市町村レベルと同犠に、複数部署か5研修会やワークショップに参加してもらうこ

とで、新たな連携が生まれる可能性があります。
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第3章第5節

連携の場づくり：

地爆ケア会醤で地場診断データを活用しよう

新潟県立大学太田 E里美

地域包括ケアを推進言する中で推奨して頂きたし1ことの一つに、「地域ケア会議jの場で地域診断デー

タを活用したワークショップを開催する乙と力噂げられま言。介護予防にかかわる保健師51誌、地域の

健康な高齢者、ボランティア団体、自治会と接点があり、地域の買い物や地域環境等に詳しし1という強

みがありま宮。一方で在宅医療に関わるグループは、介護サービス事業者、医療専門職（リ八ピUテーシヨ

ンや口腔ケアなど）、薬局との接点を持っていま言。このため両者をあわせたときに、人・物・廿ーピ

スの地域資源がより見えてくる、とし1う点がこのようなワークショップを開催することの大きなメリッ

トで言。ワークショップ開催までの準備や当日の流れにつし1て、 II贋を追ってと紹介しま昔。

1.スタート：『地場ケア会議Jでワークショッブの担U手を探しま言。

ます、支援者は地域包括支援センター職員とともに、在宅医療に関わるグループから参加しているメ

ンバーの中か5、それぞれの地域で開催される f地域ケア会議Jでのワークショップ開催を手助げして

くれそうな人を探します。選ぶのは地域の問題に理解、興味のありそうな人です。例えば、病院のYーシャ

ルワー力ーはキーパ－＇.） ンになる可能性がありま宮。病院のソーシャルワー力ーは退院する患者さんを

地域に戻苦役割です。在宅医療サービスを知るとともに地域資源に関心がある可能性があります。ある

いは在宅医療にかかわる看護師などの医療スタッフです。どちらも地域の人たちと連携をとってし1る・

さらにとりたUと考えている職種です。 f地域診断データか5地域の課題をみつけ、地域のみんなで対

策づくりを雪るワークショッブを一緒に聞きませんか。この地域の人、物、廿ーピスなどの資源の見直し、

さまざまな職種の中から新たな考え方が生まれてくると思し1ます。jと声をかけてみませんか。

ある巨額νーシャルワーカーの冨藁 cs病院S櫨）：

『地域包括ケアシステムにおし1て医療の役割は重要。そして地域連携は病院の強みになります。

病院はスムーズに紹介患者を受け、地域に帰す必要があり、『地域力』をつける必要がありま言。医

療ソーシャルワー力ーは地域を知ろうとしている、地域住民と接点の多l,"l職種で言。J

2.『地場ケア会書jでワークショップを行うことを決定し、日程を確定します。

在宅医療関係の会議のとりまとめは、在宅医療にかかわる医師が行っていることが多いで宮。医療ソー

シャルワー力ーか5医師ヘ相談、あるいは一度医療Yーシャルワー力ーと医師と提案者で打ち合わせて、

ワークショップに対言る共通理解を得る必要がでてきます。個人をみている医師からすると、 I個人の

健康に地域要因が関連するJという事l誌、視点が違ってすんなり納得いかないこともあるかもしれませ

ん。そういう時にはこのガイドなどを使い、他の地域での事例などを示曹と、受け入れや宮くなる可能

性があります。

了解力鴨5れれば、早速「地域ケア会議Jの日程に組み込みまレょう。年に2、3回開催されており、



年間予定が入っている乙とも多いです。早めに日程に入れてもらいましょう。

※地場ケア金聾

地域ケア会議は、介護保険法第115条の48で定義されている、高齢者個人に対する支援の充実と、

それを支える社会基盤の整備を同時に進めていく、地域包括ケアシステムの実現に向けた手法です。具

体的には、地域包話支援センター等が主催し、個別ケースの課題分析等を積み重ねることにより、地域

に共通した課題を明確化するとともその機能の一つに挙げられています1。

3.どの地繊について話し合うか｛対象地場｝、雄と話し合うか（対象者｝、開催場所を決定しま言。

対象地域：開催主催者が仕事上で関わり合いのある、中学校区1～3地区

ポイントは地域を広げ雪ぎす、狭い地域で多くの職種を声掛けすることです。

f自分の働く地域をいつまでも暮らじたいと思う町にしたし＇＼ Jと思う人たちの集まりを作り

ます。

対象者： 「地域を良くしたいjとし1う思いのある方で、地域の方と関わりのある職種怠5
だれでも。 在宅医療に関わるグループとして、圏域内医師・歯科医師・薬局・施設・施設併

設の有償サービス事業所・介護サービス事業所・居宅介護事業部などが挙げ5れます。行政

職員や社協の職員など高齢者のフレイル対策として運動教室を行っている方や、高齢者主体

のボランティア団体等、地域包括ケアと接点の多Uグループに連絡会議などを使って参加を

呼び掛けまレょう。自治体会長など地域のリーダー、民生委員などに来ても5うと、住民の

視点からの意見を聴くことができま言。弁当やスーパーなどの食品配達サービスなどをして

いる企業にも参加しても5うと、医療介護従事者とは異なる目線で地域を捉えていることが

あり、興昧深Uで言。

開催場所：場所は公民館・社会福松会館等の皆が行きやすし1場所が良し1です。参加者の方が場所提供を

してくれるような5、使わせていただいてもl,'¥l, ＇＼と思いま言。ワークショップ後の懇親会で

コミュ＝ケーションを深める乙とも想定して、利便性を優先して駅近くの会場を選んでも良

いかもしれません。

4.どのような資料を活用できそうか検討しま雪。

高齢者人口、店舗数、病院数、クリニック数、公民館の数、公園の数などは行政が公開していま言。

区単位では世帯数、介護保険認定、サービス利用状況調査怠どもあります。さらに参加者に地域に関す

るデータがないか聞いてみましょう。薬局の店舗数や宅配スーパーの販売範囲の地固などが出てくるか

もしれません。厚生労働省が公開している、見える化システムも活用できます。日本老年学的評価研究

(Japan Gerontological Evaluation Study:JAGES）グループが行っている I健康とくらしの調査j

に参加している市町村であれば、その調査結果をもとにじたJAGESHEART（地域診断マップ）も活

用できま言。データの調査目的、方法等についてはあらかじめ聞いておき、ワークショッブで活用でき

そうか検討してBきます。オーブンデータでなUものはワークショップ後の回収を忘れなし1ようにしま

しよう。データがオンライジ上でのみ使用できるものであったりポuユームがあったりすると、ノート

パソコンの用意が必要な乙ともあります。
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5.ワークショッブの流れを決定します。

ワークショッブに2-3時聞かけ5れるのであれば、ますはふだんの生活や勤務の中で地域の問題と

して感じている乙とを告白で挙げてもらい、データと照らした課題の検討か5行います。時聞が少なし1

場合は、あらかじめワークショッブ前にデータか5読み取った地域課題を挙げておき、話し合いたし1課

題をグループ内で選択レてもらうとスムーズで言。

ワークショップ後にアジケートを実施する場合にlc:J:、事前にアンケートを作成しておきます。

6.ワークショップ彊・ファシリテーターを決定しま言。

ファシリテーターは保健師、薬剤師、社会福祉士など地域の高齢者と接点の強い多職種か5選びましょ

う。 1グループの人数除、皆が顔を見合わせて話ができて、 1つのパνコンや資料を無理なく観られる

ように、ファシリテーターを含めて6人前後にします。地域の高齢者に関わる職種と在宅医療に関わる

職種の両方が入るようにしま言。怠じみのない地域につし1てのディス力ツシヨジl志難じいため、例えば

A・B・C中学校区をワークショップで検討するとしたら、 Aか5Cのどの学区について検討したし1か

を参加者に希望をとっておき、グループ構成の参考にしても良いかもしれません。

7.ワークショッブ前の打ち合わせを行Uま宮（30分程鹿｝。

事前に主催者・ファシリテーター聞で打ち合わせを行いま宮。ファシリテーターには短時間でも同じ

ように実際にワークショップをしても5い、全体の流れをつかんでもらいます。特に準備した資料力t理

解レや苦いものか・地域の課題と関連しているか、などの点をワークショップの参加者の気持ちで確認

しま言。ノートパソコンを使用する際は、各パツコジが作動するか（JAGESHEARTなどの地域診断

ツールを聞けるか）の確認も必要です。

8.ワークショッブ当日（時間I志2時聞の倒｝

ワークショッブのタイトルは、例えば『みんなで考えよう！これからのA地域の課題と対策』のよ

うな感じでつけます。

①はじめのおUさつ (5分｝

地域ケア会議代表者の挨拶など。

今回のワークショップの目的を説明し、地域づくりの大切さや、多職種連携によりどのような効

果が期待されるかを話してもらいます。

②週去の実例の紹介（10分｝

本ガイドに掲載してある事例、あるいl志近隣で実践例があれば紹介してもらいます。

③今回のワークショップの満れの脱明（5分｝

配布資料やどのような調査によるデータを今回使うかを説明しても5いま言。

④グループワーク

STEP1 地域を読み解く（30分｝

自己紹介もいれなが5、普段の仕事を通して地域につし1て感じてし1る乙とをグループ

で話し合ってみましよう。

倒 ：一人暮らしの人が多し1印象。買い物が不便な印象があります、など。



STEP2 地域の良い点・問題点在董理する（15分｝

休憩 10分

感じていることと配布資料のデータを比べて、地域の良し1点と問題点をあげてみまし

ょう。

STEP3 問題点の解決策を考える（20分｝

問題点の解決策を考えてみましょう。解決策を考えるなかで、各自が役割をもちま

しよう。

fこんな支援があるといUなJf乙んな資源があると面白し1なJなど何でもOKです。

そのなかで、自分ができる乙とをほんの少レでもいいので考えてみま言。

STEP4 各グループか5の発褒（20分）

⑥アンケートの実施（5分）

今日のワークショップで得5れたこと、考えた対策につUて改めて自分が実践できそうなこと、

他の聴種と連携できそうなととを確認できるように、アンケートを行いま言。

主催者f~次回のケア会議でも実行できたかをアンケートで聞くことを伝えておきましょう。ワー

クショッブを実践にもっていく意識付けができま言。
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［ ワークショップ毘入用抑j

I STEP1 I地域を読み解く

．自由に意見をあげていく

ISTEP21地域のよい点・問題点を整理吉る

I 問点の鰍… ｜ 
各自由喰割をもちましょう ｜ 

問題点・・・

対策・・－

担当・・・

場所・・．

1つの問題点でも対策は複数、担当も複数あると良いです。
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平1ii.zq ~ I F¥ L－＝ ηーワさJ吋 ;0-a開催しましたo~字削岩 lま鈴寿、丙医師、歯科医師、品院和主義軍｛、／ー

込ャ Iレワー合ー）、基局、付？マえーザャー、訪問令誇亭拳問、訪問看誇亭幸冊、 ~ji庁令諮亭華F庁、

商店、民生毒章、地域包拾安守護セシバト、情正副~軍など約 n 九ずしt:. （阻t）。

[ @1・閉居＠削減ケ河川干のワークラヨツブM ） 

・ワーク今ヨツプ的事前準備

踊 .fl号。、前1：：：亭前準備した菅科也L'l、下ic.t－＝ヂー々 の鐘栂｛也棋） -a示しま苛。

－高、齢化幸也人口｛新i包市 HP)

・一 λ 暮らしなど‘仇世帯数｛中手~T!-健康桔柾謀）

・令詩.flJJ電認定ヰポi又｛中~K健康福祉課）

・サーぜス刺用紙来調査｛ニーだ調査）

・がん棟古今など、州f古今世齢辛 （f健塵也くらしの詞章』； 4家信F守）

議々な＂－＝ろから菅料急集めるの 1：：：苦~しましたが、会予をなりーワらa 可 ;01：：：な q ました。
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ηーワ込書吋ワ0ち門i骨l亡し r~ポイシトI~ 、，.，る lJ 子－ "f- （班仇司会進何） ~ .. ~~$f師、華jiJ師、枇

金桔祉士なY地戚，、高、齢渚￥接点.（／、ヲ盤、1勾掛値t=Lt~ ＝ 氾や、，.， ~11 子ー々ー 1：は事前 1： ηーワ

込書可--p（／、先取~実際1：揖認して毛ら，，1三：：'G.-ti守巻げら仇ま-qQ 

・ワークるョップ下は具体的な話し合い宮

限ら:k1三時閉め中で’何う：：＂＇＂から、以下めような地滅。、課題、特1：みなが帯味。、骨唱もそうな韓問~

.... tf-r 、伊iレー --pη－ '7~ス守ートしましたo そ＝かは畢畠〈め対東ゃ、事華m目標や内容l宣告ロ丸τ

担当若や開催品所まず-l格的なt~虫しl毛らいました。

. s地区、H地l!l~蓮E Bがあるかす

・なぜSi::色Eのちti.ヂイ吋－e＇ス制悶着骨骨宮 pいす

・なぜ男性仇趣味。、金。、寿台a右折’・rなくτ-le椎 1ま句、111、かす

．なぜ男性的蓮華問機能値下右折勾いめか才

・-le牲の都幹様能位下着ポ少なも11.f也lます

・なぜH地7!11'1t; li.地域~信頼している包思4れゆちが句、 tのがす

．特定健訟号骨量令辛骨骨倖い理由は才

．グ凡ープワーク守也マきた槽々な悶鍾点乞号の柑嘗宮

問題点；男性ポいきr~ ＼ ，＂＇＂思う品丙ti~な＼ I

対 軍；居遁庄のような晶荷ず ZD時まず仇営華。

色齢g、-le.. 生計調理。医師、歯科医師、曹埋栄養士ポ楠手打ちで’＜；o何政な也、で’ワー

ポシ配舟し健古今1：~=t＜~ポイシトポ掴ま1]~1 同亀担ポ減らせる。

問題点；白尊l¥!'-tiキ落、kE 男性ポ勾〈長2主計誠11抗立守る~·駄がある

対 軍；特蝋~与え能カ~生命、可。学童￥コ弓;fl.! し τ勉強~敬える。男の料理教室。

今あるヂィサーザスの主唱u固基、 S昇進、 4宇場君主宣なげ）

問題点； 1古川な〈な4 ており官判。、品所がない

対 軍；特色鞍長、制富岡聞き、是迎村手賓鞠＇ Y-P-

問題点・・・棺居男性0可申ト〈の 1c~l：栂舎が少な＼ to

目 標H・男性ポ脅しめる安来。、~~，舎や可。趣味の品な't'o

担 当・・祉協。説得のヂィ咋ーぜス。

主忌 F可・・・今あるヂイ吋ーぜスd町中ず内容1主主I)玄室ずきる主うt=Lて＼ I(Q 

内 事・・・4本場敢室。囲碁、マーザャシな't'fl¥骨味的な内容

問題点・叫滅的人々急信用で1きるヒ~l!＇れゆ人ポ少ないo

目 標...:?1!威4主民訴協均し、コbニ子＂~広d＇、書、齢右や安鳴が法事なλ~鳴動苛る。

担 当H学生、~巧シティ？、地減4主！＇（ Q ifゼ弓シ子.（，，/1、募集g、品111、お蜘ちぞや;fl.!号シテ.（ ，，~与望

右折菅録-qる宮‘ロ ~l武司き I) 也てVせる。



品所...空車

何 事...鉱識の再開。鈷点l"::AIレ，~ーが常駐し王室迎毛守る r l守f)鈷詰』op、~tざけで‘なし

特本撃ち桁うな~＇o •I、学生m抱強会や11- i.:h 11骨組ちかねる。

・ワークラョッ.，..加者かζ的自夢想や意見

今場な蝋穫が集ま，， f＝. ηーワ ~'3'V"'f'ずし1三骨骨、以下めような肯定的な毒見掛勾〈踊かれました。

. tとくて『ん（／＼帝貝や地減l＇：：よ，， l工夫てritτいる＝￥なザ~員幸1－：：話し合丸1三。

・色々、官料~ll、ほかめ地域単の比較がずきた。

・4品院［－：：¥ 1る弘眼ち毒1.tと式、しがや I] 也 I] で1きないため、官v ＜。、事貝や干H事~聞けτ 良か，，f=. o 

．白~＇同日常的［＂：：~l!'l\lる地域仇特性急、品々な脳穫で1-¥.: titで‘きて良が，，t三。

・地域m北村色蜘る＝也骨骨ずきf=.o 左横~幹事、背る j; 八の安様j; ；古 l＇：：ついτ 、ヲ砂＜ （／、寿台目右

ず話し合kEがずきτ良内、，，f:.o

. ~·んな臓植や立場の古川地域。、暗報~長田司l\ 1 るかがわの：－－ 11 、地減づ’（ I]~守る上す氾マ毛券

ヨ~1－：：な，，t三。

・ワークラヨ ＂J .，.時7唾ti>新たな動~

闇屋白新地Eずli

地域σ、茶（／＼閉｛付ロシ）など、σ品齢着。、i昼、1(/¥t晶li’YしずつZ普告白して＼ 1i,苛o本来零.fl詩着色村

忌也しれゆヂイ吋ーぜスτ%、地減4主~t-=:fiilltt三4本場教室ち新し〈地めf三、＝ろ毛あf)ま守o'10 A.~ 

まで1（／、昼間凶める創刊引きましたQ 't (/¥if也、語、齢渚fD¥it（／＼事会主鍬宣や特場君主宝t－＝：加え、

落、齢岩毛寿台目可能な＝~·毛合1-r. 寄、 '99 世Aゼ安北包囲る取I]組訓告守地ま4ていま寸。
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第3章第6節

人材育成一研修会I~実践的に。現場の活動に伴走を。

静岡文化差術大学文化政策学部河村洋子

， 

、

＠研修会は知識とスキルを講義形式で一方向に提供宮るものよりも、現場の実際の

課題を扱った『演習型Jで

⑨現場実践に『伴走するJ乙とで人材育成を考えよう

＠多様な関係者同土で、進むべき方向性（ビジョン）を共有レょう

＠地域や組織の強みと弱みを「見える化Jじよう

＠会議を効果的にするファシりテーションの f道具jを活用レょう

、

~ 

多くの都道府県等が、地域包括ケアの担い手である区市町村や地域包括支援センターの職員に向げた

研修会を実施しています。乙こでは、人材育成にむけた研修会を進める際のポイントを解説します。具

体的に有用な取り組み例として、保健や介護の部門を超えた連携を進めても5うために大切なビジョン

の共有と f強み・弱みJの見える化について少し詳しく解説します。

多樺な連携をつくる『場づくり力Jを育成宮る

日本人1a:良くも悪くも律儀で、手続きを「きちんとJじます。昨今で1a:行政組織の役割分業と手続き

化が進んでおり、会議も時間通り終了するように十分な準備の上で、参加者の合意を確認することが主

な目的となりがちで雪。これは会議を効率的に進めることができるという利点もありま宮が、多様な意

見やアイデアが取り入れられにくく、参加者の背景も似通ったものになりがちです。レかし、 地域包括

ケアに1a:介護や医療の枠を超えた多様な主体との連携が不可欠です。

区市町村等に向けた人材育成におし1ては、 住民を含めた、多様な組織や専門職同士の関わりと交流

を促進する継続的な場づくりのスキルの向上を意識してください。住民と行政、医療や介護の事業者、

NPO、その他の一般企業や職能組織など、多横な組織同士の顔の見える関係が構築されるととが、地

域の底力、すなわちYーシャル・キャピタルとなります。

研修lcl即実践につながる『演習型』で！～現場の実際の謀題を題材に～

人材育成のための研修会というと、特定の日時を設定して行う数時間の講義形式のものをイメージ

するかもしれません。講義形式の研修は、新しし1制度や法改正があった時には関係者として知っておく

べき新たな情報を提供するような場合は、とても重要で、効率の良い方法です。

現場に活動に即、活かすことができるスキルを提供するには、その場限りの講義形式よりも、 現場で

直面している実際の課題を取り上げて進める「演習型jが望まじいでしょう。手聞はかかりま曹が、単



ーの会よりも、同じ参加者による複数回のワークショップの効果も大きし1です。区市町村や地域包括支

援センター職員には、そのようなワークショップの参加者として体験してもらいます。自ら体験するこ

とは、それを企画運営する側になるための第一歩になります。ゆくゆくは、地域活動を進める多様な人

びとが効果的に交流を促し、プロジェク卜が円滑に進む「潤滑剤Jを提供するような人材＝ファシリテー

ターになってもらうことがコ‘ールです。ファシリテーターというと、ワークショップの司会役や盛り上

げ役のイメージがありますが、 会議だけでなく、チームで進める地域活動全体の盛り上げ役になっても

らうのです。

目 地域包括ケアシステムの構築に役立つ、コミュニケーション促進の「道具箱j

筆者（河村）が編纂した冊子 「地域包括ケアに役立つコミュニケーション促進『道具箱』Jでは、地

域コミュニティで活動する住民や専門職同士、特に雑多で多様な人びとがいる状況での対話と交流を活

発にする「場づくりJに役立つ会議ファシリテーション技法を8つ紹介しています。

け地域包括ケアシステムの梅築に役立つ ／

コミュ＝ケーション促進

C?＠恩街e

8つの『道具J

1 . 1-2・4・All

2.速攻ネットワーキング

3.セレブリティ・インタビ‘ユ－

4.経験共有金魚鉢

5. 15%解決策

6. トロイカ・コンサルテイング

7.ミ二スペック

8.みんなでクラウドソーシンク、

例えば、「1・2・4・AIUという方法があります。会議では、活発に意見したい人と控えめな人がいますが、

そういう状況でもすべての人の意見を引き出せる方法です（下図）。

田園19'~!1!畑・

・ 「質問・アイデア・提案をみんなで同時に考えるjための道具

・ つくる・広げる・深める・つながる に特に有用

・中でも最も使いやすい｜

く流れと時間配分＞

＊時間配分は、テーマやグループ数に応じて柔軟に変える。

1. 問いかけに対して、個人でそれぞれ考える。 ( 1～5分：問いかけの内容による）

2. ひとりで考え出したアイデアから、ぺアとしての考えを出す。 (5分間程度）

3. ぺアで出した考えを4人グループで共有する。特に、似ている点・遣いに注意する。 (5 

～10分間）

4.各グループは主要なアイデアを全体と共有する。特に、会話の中で一つだけ際立つたアイ

デアや先に発言したグループとは異なるアイデアを出してもらうように進めると良い。

(10分程度：グループ数に応じて）

5.必要に応じてこのサイクルを繰り返す。
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また、地域コミュニティで想定されるケースを4つ用意して、それをワーク形式で取り組めるよう

にしています。最後のページには、実際の「場jの計画に必要な情報を整理するシートを準備して

います（下図）。

1 ）全体の段取り用 2）個別ワーク用

日時 こ由個別由ワ クの目的 つなげる広げるつくる深めるあげる

場所
（具体的に記述）

書加者

」由自由活動を遇して、 愚後に重参加者にどうなっていてほしいヵ、フ

5つの目的で考えてみよう 1 問いかけ （テ マ）

口 つながる 琉れと時間配分

口 広げる スぺッヲ（対誌の構造、小道具、場の設定）を踏まえて、流れと時間配分を計画しよう l
口 つくる （一つの区切りに対してかける時間を「0分間jや「0 0～0 OJという風に決めてお

口 深める く。）

口 あげる

（務当する場合には、それぞれについて具体的に記述）

どうやってヲどの道具を使って、どん牢問いかけをして｛ァマを蹟定し｝、ワ クを組め 役割分担

ぱ良いかヲ 全障の謂材1も踏まえて考えてみよう 1 ．説明．進行
． タイムキーパー・12録． ． 

そ由他 その他

31 32 

この「道具箱jは、現場担当者を支援する目的で作成したもので、演習型の研修会を想定しています。

こういったブックレットを参考にして、生活支援コーディネーターをはじめとする地域包括支援セ

ンターの職員など、現場担当者同士で活用し実際経験してみる場を設け、その成果を現場に持ち帰

るような研修会を実施してみてはいかがでしょうか。

また、「道具箱Jには掲載していませんが、 「ワールド力フ工J形式の会も最近よく実践されてい

るようです。多様な参加者で集い、アイデアや課題の洗い出しをしながら顔の見える関係性を作る

ことができます（方法については、インターネット上にたくさんのガイダンスがありますので検索

してみてください）。

以下のサイトでは、上記「道具箱Jをはじめとした、主に介護予防のための地域づくりに役立つ

ガイドブックをダウンロードできます。

JAG ESウェフ‘サイト＞ライブラリー＞地域連携ツール：

https://www.jages.net/library/regional-medical/ 

目 人材育成も伴走型で

研修会を「演習型Jにするだけでも相当の効果が期待できますが、さらなる人材育成には、支援

の対象となる現場担当者の活動の計画、実施までの過程を伴走する姿勢も求められます。普段の活



動も f演習型Jのーっととらえてし1ただきたいです。定期的な演習型の研修会を開催したり、各支

鍾対象者が地域住民等との相談会等を開催するときに相談に乗ったり、一緒に参加することで、現

場担当者にとっては心強く、また活動の継続を程よく後押しZずることになるでしょう。

また、複数の区市町村、あるいは地域包括支援センターなどに集まってもらって繰り返レ行う研

修会は、絶好の学び合いネットワーキング形成の機会になります。似た悩みを抱える者同士、 身近

な知恵を共有し、いざとし、うときの相談相手となることが期待されま雪。

目 人材育成のコーJll：多植な関係者で進むべき方向性｛ビジョン｝を共有する

地域包括ケアの推進には、前述のよう怠地域診断による地域課題の抽出や目標設定に加え、多様

なメンバー同士で進むべき方向性や目的を共有言る、つまりビジョンを共有するためのファシリテー

シヨンの技術ち役立ちま言。ビジョンは、構成員の聞で「共有Jされる必要があります。

例えば「市町村の目指す姿」や r2o年後のあるべき姿jといったテーマでワークショップを開催

宮るといいでしょう。多様怠メンバーが一堂に会して、それぞれの意見を言語化することが大切です。

I目指したい姿Jに関連する『キーワードJを挙げてし1き、KJ法などを使って、たくさん上がったキー

ワードを分類し、概念ごとの関係を見出したりする作業も有効でしょう。

目 ビジョン肱多樺な立場の人たちが共有できる、抽象的なものに

良川ピジヨジはある程度抽象的で、様々な立場にある人同士で共有できるもので言。例えば『誰

ちが活躍できる地域Jr孤立死のない団地づくりj怠ど、少し漠然としてし1て構Uません。関係する

可能性のある組織や専門職、住民にできる限り幅広く声をかけて、乙のワークに共に取りくむとよ

いでしょう。

大切なのは、参加者それぞれがそのビジョンを理解して、 自分がその達成のために自分が何をす

べきか、つまり、 個々のメンバーや組織が自分のミッションをイメージできることです。例えば、

地域包括支援センターなら、『住民のサロンづくり活動を戦略的に組織化するj、介護事業所であれ

ば「一般介護予防事業の推進に役立つ地域の住民活動を把握レて、活用するjといったミッシヨジ・

計画がたて5れるかもしれません。

「ビジョンづくりワークjId:、ますは支援者であるあなたが主導レて区市町村等支援対象者ととも

に実施してみましょう。ゆくゆくは、支援を受けた人たちが、その経験を踏まえて、さらに活動の

第一線に立つ地域包括支援セジターや住民組織などを対象とレたワークを開催できるように怠るこ

とが、ビジョンの共有に関する人材育成のゴールで言。

「ビジョンづくりワークjは課題を具体的にしたり、優先順位を明確にするのを助けます。また、ワー

クを通じて組織の力も向上しま言。

怠お、実際のビジョンづくりワークを進める際は、地域診断を基にした課題抽出や後述の組織の

強み・弱み探レ、など、ほかのテーマと合わせて、継続的な研修会のうちのーセクシヨジとして行

うことで、より地に足のつし1た、実践的なものとなるでしょう。また実際にワークを進める時には、

前述の「道具箱Jなどの技法を参考にしてみるといいでしょう。

ま吉づくりの嶋崎を立てるために『己（チーム）を知る』支撮： SWOT分析の活用

取り組み主体で構成されるチーム全体のビジョンが決定したら、次に必要なのが、チームや、対

象となる地域（包括圏域など）やそれを取り巻く環境を知る乙とです。乙れには、 SWOT分析が役

立ちます。

SWOTは、 Strengths（強み） Weakness （弱み） Opportunities （機会） Threats （脅威）
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の頭文字をとったもので、ビジネス界でl芯マーケテインクの常套手段です。企業などの組織内の強

みと弱み、組織を取り巻く環境に闘して追い風と怠る要因である機会と逆風となる要因である脅威

に分けて列挙Zすることで、戦略の方向性を明確にします。地域包括ケアの推進にも役立ちま言。

支援対象となる区市町村の担当グループ｛保健センターの高齢者担当部署など）や地域包括支援

センター、あるいはその対象となる地域コミュニティの状況を、自5一歩引いた f烏の目jで客観

視しても5いま言。これは現場で主体的に活動しているときにはできないことで雪。「演習型jの研

修会などで SWOT分析を行うことで、自分たちを害観視する訓練となります。具体的な分析法につ

いて13:第2章第3節をご参照ください。

支援者は、ビジョンづくりのワークと同横に、関係者でますは取り組みま言。そして、それを現

場担当者が地域コミュ二ティのメジパーと展開できるように支援していきます。



第3章第7節

地鰭診断を起点とした長崎県松浦市の地場づくり

～市民・関係者・行政のパートナーシップを基盤に～

長崎県立大学看護栄養学部看護学科山谷麻由美

， 

、h

＠地域診断は地区特性に応じた地域保健活動を展開する左めに必要不可欠で宮

＠住民・関係者・保健師は顔をあわせた話し合いを重ね、パートナーシッブを要に

した活動をする乙とが重要です

＠評価結果を行政だけのものにせす、住民に還元すること拡大切です

＠広域的・専門的視点を持った保健所との協働は活動を継続・発展させるために

重要です

1.背景

、

_.) 

近年、人々の健康課題は個人の責任だけでなく、その人を取り巻く環境が影響しているといわれてし1

ます。そして、このことは健康日本21（第2次）や地域包括ケアシステムの考え方の中に明確に示さ

れてUます。このようなパラダイムシフトの中で地域保健活動l草地域の特性に合わせて行う乙とが必要

とされ、保健師の活動指針には“地域診断”を行うことやまちづくりを行うことの重要性が記載されて

います。

そ乙で、長崎県松浦市の地域診断を起点とした地域包括ケアシステム構築の過程をご紹介したいと思

います。

2.長崎県松浦市が行った高齢者サロンの立ち上げと展開

1) 2012年松浦市保健師による地膚.断・自治体内での共有

市保健師は、日本老年学的評価研究（JapanGerontological Evaluation Study : JAGES）に

よる健康の公平性評価・対応ツール（JAGESHEART）などを使用した地域診断を行U、日頃の保健

活動で感じ取っていた個人・集団・地域の生活・健康課題の根拠を得る乙とができました。また、課

題が容易に見える化されることで保健師の視点が間違ってし1ないことを証明レ、保健師職以外の人たち

に説明・共有するための根拠資料とすることができたと、保健師の自信につながりました。地域診断

l草本格的に行おうと言ると保健師にとって大変な負担になり、苦手意識につながる乙ともありますが、

JAGES HEART lま研究機聞から全面的な協力を得られることか5確実に保健師の助けになると思われ

ます。
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2) 2013年地織診断結果の市民や関係者との情報共有・意見受換

(1）市内全地区の市民との情報共有と議見受換

f1o!f:I去の希望亨る地区の婆Iと
『そのLめ1ι自分tιで理るιtiを
探l!苦みてからi,tt,合令た．

・助け合い• ~’I壷での活fhを作り増やT
·~胤の寅況を見直し使えるらのほ
活用し信げれば作る

・甚齢者自身のit底への，l.・h可1

市保健師除、松浦市の7地区宮べてを巡回して、地場診断結果の説明会老聞きました。市民lcl自

分の住む地区の状況を聞くのは初めてだということでした。県や市のデータで（cjあまり関心を示さ

なかった住民も自分の地区のことに（cj強い関心を示しました。調川地区で陰地区の課題がわかった

ととろで r1o年後の器望嘗る地区の姿jと fそのために自分にできることjを話し合いました。地

区には買い物をする店がないことや高齢者が集う壊が年々怠くなって因っているとと怠ども話し合

いの過程で市民から情報提供されました。

(2）地域ケア会館での情報共有と憲見愛機

保健師fcj地場ケア会議を活用しました。メシパーは地場ケア会議メンバーから、高齢者の蕃5し・

健康について検討してくれそう怠人たちを保健師が選定しました。ここでは、地蟻診断の結果、市

民との意見交織内容、地雄福祉計画のための謂査結果を情報提供しました。その結果、課題やニー

ズが共有され、量点地区を調川地区にして地域保健活動を行うことが合憲形成されました。地場ケ

ア会援はこれからの松浦市のケアシステムを考える市民穆加の組織なので、地蟻ケア会鳴を活用す

ることは活発な意見交換ができるとともに、民主的に合憲形成することにつながると患われました。

(3）地場の分限予防・支えあいの鍾以手《介聾予備ザポーター鍵成司Ill）との情報共有と憲見交換

細川地区セボランティアをしてくれる住民を募って聾成蹄盛をし、ここでも地場診断結果を説明

して生活や健康の標題を共有しました。そのあとに実際に地区の高齢者と憶をして何に困っている

のか怠どを聞き、取り組み内容を検討しました。

｛的関川地区の集いの場立ち上げについての隠し倉U

実際に地区で何ができるかを地区の代表者やポラシティアが話し合う場を股定しました。公民館を

集いの場にすること、買い物困難者のため商店に依頼して移動販売患を出してもらう怠どの活動の

方向性が決定し、地区の自治会長らfc:主張り紙怠どで守口ジの紹介をしてくれました。

(5）ザロジ開眼健に.震な賞金の猿得

キリン福祉財団から守口ンを公民館で聞く際の必要物品の鵬入怠どの資金を提供してもらいまし

た。市保健師｛ま財団の情報を伝えたり申請の仕方怠どを教えたりして、ポラシティアが自ら賞金を

獲得できるよう怠支援をしました。



3) 2014年調Jll地区の高齢者サロン開始

2014年から調川地区の高齢者ザロンが本格的に始まりました。開催回数は月2固から4固に増え、

参加者数lcl口コミで増えていま害。調川地区の課題だった f話し相手や人との交流の少怠さjf買い

物図鑑jに対応嘗るサロンであり、拳加者はとても満足していま宮。地繊でとれた食材でボラジデイ

アが作った料理砿おいしく、拳加者はおしゃべりをしながら全部食べてしまいま雪。また、移動販

売車には魚や野業本e.の生鮮食品も多く売られており、食材をみて献立を考えるように怒ったとい

う高齢者もいました。

ミさらに、手先をつかった作品を作って展覧会に出品したり、ザロシの犠子を新聞やローカルテレ

ビが取材にくることで活動lcl市内外に知れ漉るように怠り、視察も繕えました。 ζのこと除、ポラ

シティアにとって活動のモチベーショシにも怠りました。

月4回
毎回25～30各が参加（ザポーヲー含む｝

4) 2014年～綱川地区の寓鵬者ザロンの鍵続と他地区への漉汲

関川ザロンlcl地区の高齢者の＝ーズiこ応じた形で継続されています。また、市内の高齢者守口ン

(cl約30か所に増え、各地区の標題や＝ーズにあった活動を展閉じてし可ます。各ザロンのボランデイ

ア同士は情報を交換言るなどして交流を持ち、地区の活動をより楽しし可ものにしていま言。

3.保健所との箇働によるザロジの解価と市民への還元

1) 2017年～2018年：保健所保健師との憶働：調Jll地区の高崎者サロンの野値

保健所跡地揚包括ケアシステム構築の支援を管内市町への情報提供・情報交換会・学習会によっ

て行っていました。評価をどのようにするかは市保健師の悩みどころでもあったため、たくさんの

情報やノウハウをもっている保健所保健師に評価の項目や指標の選択の検討に事参加してもらうとと

にしました。評価lcl計画立案とともに考えておくちの、課題が解決したかを確認宮るために行うこと、

評価の目的をどとにおくかをま~fcl確認しました。それから、市保健師・保健所保健師等・大学教

員で複数回の話し合いを持ちました。保健所保健師に拡評価内容の検討や守口ジの活動を活発に亨

るための運動講師の紹介をしてもらいました。とのよう怠保健所の支援は市の保健師にとって大変

心強し1ものになっていました。保健所保健師にとっても評価について市町保健師と検討嘗る機会砿

初めてであったため、大変よい鰻厳になったということでした。市町保健師の悩みどころの評価の

部分に今後も保健所保健師が支撮してくれると市町保健師のニーズにあった支援につながると患い

ました。
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2) 2018年：市民への評価結果の酒元

評価を専門家だけのものにせす、市民に還元し活動を継続・発展させることが大切です。そのため、

市保健師・保健所保健師・大学教員でどの評価結果を何の目的で市民に見せるのかを確認し、市は

市民に向けた評価報告会を開催しまレた。質的な評価（サロン参加者やボランティアの声）と量的

な評価（アンケート調査等）を組み合わせて見せること、変化がわかりやすく見えるようにすること、

JAG ESの大規模調査研究の知見を評価に合わせて見せることにしました。この評価結果を市民や

ポランティアに見てもらう乙とで、ボランティアが自分たちの活動が健康づくりに役に立っている

のだと気づき活動のモチベーシヨンになることと、市民の中から自分もボランティア活動に参加し

たし1と思う人を増やEすことを目的にしました。調川地区の健康・生活課題は大きく改善しておりボ

ランティアはとても喜んでいました。また、し1くつかのサロンのポラジティアから活動を形に残し

たし1・参加してみたし1と思う人を増やしたUという要望が保健師に寄せ5れたため、サロジの活動

を紹介するガイドブックをボランティアと市の保健師が一緒に作成し、評価報告会の際に配布レま

した。ボラジティア自身がこのような要望をあげたことは大変素晴らしし、ことですし、市保健師が

このような要望に迅速に対応するととがボランティアとの協働関係の構築にl志不可欠であると思い

ました。

4.パートナーシップを大切にした松浦市の地場づくり

松浦市では地域診断を起点とした地域づくりを段階的に行ってきました。松浦市の保健師は市民や

行政関係者と話す機会を大切にし、一緒に考え活動する仲間なのだという気持ちで取り組んでいま

した。このような市民や関係者とのパートナーシップによって、松浦市の地域づくりは現在も発展

し続けてし1ます。



舎』占第4章 F”
事例集

第4章事例1：大分県

地蟻包括ケア推進に向lオた大分県の取り組み

大分県福祉保健部藤内修二

， 

、

＠地場包括ケアの推進には、行政内部の連携が重要な役割を果たします。

~POCAサイクルを回すためには、評価指槙のモニタリングと共有が重要で言。

＠地揖E診断にlcl、既存の業務デー夕、公的統計、新規の独自掴査データなど、様々

なデータを用いる乙とができま言。

＠多職種協働に！草地域リハビリや看護ネットワーク等で培った関係性が大切で言。

1.取り組みの宵景

、

~ 

高齢化率が全国より5年以上進んでし1る大分県でlcl、要介護認定率が常に全国平均を上回ってきまし

た。平成18年度の介護保険法の改正に伴い、大分県内の市町村においても、介護予防に取り組んでき

ましたが、 19年度以降、要介護認定率は増加の一途を辿り、全国との差fit聞くばかりでした（図1）。

24年度か5の第5期介護保険事業計画の介護保険料も大幅にアップせざるを得なく怠り、地域包括ケ

アの推進により介護予防を効果的に行うことが最重要課題となっていました（実際、大分県の市町村平

均介護保険料は4期の4.155円から5,351円へと1.196円増加し、増加額、増加率とも全国ワースト

1位でした）。こうしたなか、 23年10月か5全国に先駆けて、本格的に地域包括ケアの推進に向けて

の取り組みが開始されました。
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図2.大分県における地域包括ケアの取り組み ） 

2.取り組みの経過
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大分県における地域包括ケアの取り組み図2
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1）県庁宿祉保健都内の連携推進

介護予防に向けては、介護保険担当部署だけでなく、県庁内の複数の部署が関わっています。大分県

の場合，介護保険を所管する高齢者福祉課のほか、脳卒中地域連携対策事業を所管する福祉保健企画課、

地域U八ピリ推進事業を所管言る健康対策課，在宅医療推進を所管する医療政策課，地域の支え合U推

進を所管する地域福祉推進室、高齢者の服薬指導を所管する薬務室等が介護予防に関わっていました。

そこで、福祉保健部の主管課である福祉保健企画課が事務局となり、関係課職員が月に2固のベース

で連携検討会を開催し、それぞれの取り組み内容や課題について情報共有を行いました。乙の検討会に

おいて、介護予防における地域包括支援センターの役割や介護と地域リハビリの連携強化の重要性につ

いて、共通認識を持つとともに、地域包括ケアの推進に向けた県の役割を確認しました。その結果、市

町村における地域ケア会議の機能強化を行うことになりました。

2）自立支彊型ケアマネジメントをめざす地揖ケア会鴎の開催

ま曹、埼玉県和光市におし1て既に実施されてし1左、自立支援型ケアマネジメジトをめざす地域ケア会

議の導入に着手しました。県内18市町村か5特に要介護認定率が高l/13市をモデル自治体として、地

域ケア会議を導入しました（平成24年2月）。地場ケア会議の導入にあたっては、和光市から講師を招き、

地域ケア会議のコーディネーターとして実地での指導をしても5いました。

地域ケア会議では、要支援者に対するケアプランをケアマネジャーが説明レた後、コーディネーター

の進行で、対象者の生活機能のアセスメントは的確か、どのような生活の実現をめざしてし1るのか、そ

のためにはどのような支援が必要かを検討しました。こうした検討が効果的に行えるよう、地域ケア会

議には理学療法士や作業療法士等のリハビリ専門職、歯科衛生士、管理栄養士、保健師を派遣し、多職

種協働による検討を実現しました（24年度の地域ケア会議への専門職種の派遣は延べ295人）。

こうした検討において、「対象者が有吉る能力に応じ、自立した日常生活を営む乙とができるJょう

支援するという介護保険制度の基本包含を再確認宮るとともに、ケアマネジャーをはじめ、介護保険制

度に携わる告職種のプロフエッショナルとしての意識を目覚めさせることになりました。

3）市町柑の庁内連揖の推進

ケアブラジで描かれためざす暮らしは、生活機能の改善だけで実現できる訳ではありません。歩行が

安定して外出できるように怠っても、安全に歩ける歩道の整備に加え，歩いて行ける範囲に日中を過ご

苦場がある乙と、もしくは公共交通機関により容易に交流の場に参加できる乙と、さらには、ささやか

でも収入につながるような活動に参加できる仕組みも必要です。こうした地域を実現するには、福祉保

健部局だけでなく、建設課や都市計画謀、産業謀、商工観光課等、市町村の各部局の連携力T不可欠で言。

こうした市町村の庁内連携の推進を保健所が行った乙とも重要な支援でした。

4）全市町村への横展開

平成25年度には、上述したようなモデル市町村における取り組みを全市町村への横展開を図りまじ

た。具体的には、地域包括ケア推進の第一人者を講師に招Uて、 f地域包括ケア推進大会jを開催レ、

市町村幹部職員や介護保険事業者の意識改革を行し1ました。さ5に、地域リハビリ広域支援セジター（11

病院）やリハビリ職の職能団体等との連携により、全ての地域ケア会議にリハビリ専門職を派遣する体

制を構築しまレた（保健師は県型保健所か5派遣）。こうした取り組みにより、わすか1年余Dで、残

り15市町村の地域ケア会議開催に乙ぎつける乙とができました。

こうした取り組みにより、介護保険法の理念やその実現の意義につし1て、全市町村の介護保険担当者

や介護保険事業者の理解が進みまじた。その結果、介護保険法の改正に基づく地域支援事業の充実や予

防給付の見直レにおいても、 27年度より 10市町で新総合事業への移行が実現言るなど、地域包括ケア

の実現に向けて大きく前進することになりました。
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5）在宅医療連携の推進

自立支援型ケアマネジメントの推進と同時進行で、在宅医療連携の推進にも取り組みました。平成

23年度から始まった国のモデル事業である在宅医療連携拠点事業lこ、別府市医師会立訪問看護ステー

ションが、24年度からは日田市医師会立訪問看護ステーション、臼杵市医師会立コスモス病院が加わり、

3地域において、在宅医療連携の取り組みがスタートしました。

いすれの取り組みにも保健所が関わっており、その経験を活かして、 25年度か5は、地域医療再生

基金を活用して、全地域で在宅医療連携拠点整備事業を開始しました。由布市における事業の推進体制

を示しますが、在宅医療連携の核となる病院と医師会、市町村、保健所の4者がコアとなり、他の専門

職種や地域包括支援センター等の関係機関を巻き込んで展開するという体制をとりました（図3）。

..._ 図3.由布市における在宅医療連携推進体制 J 
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コアとなる 4者のうち、と‘こがイ二チアチブをとるかは地域によって異なっていましたが、 27年度か

らの在宅医療・介護連携事業を見据えて、 2年後には取り組みの主体を市町村とすることを前提にスター

トしました（図4）。

図4.由布市にお17る在宅医療連携推進事業

由布地域包括ケア
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継続した取組に向けた支援

平成27年度

事業の展開においては、会議で在宅医療をめぐる課題やめざす方向を共有するだけでなく、下部組織

として、 3～6の作業班を置き、市民を対象とした意識調査や講演会等の啓発事業、施設聞の相互研修

など具体的な事業を異なる機関・職種と一緒に企画・実施することで、連携を深めることができました。

6）在宅医療介護連携の推進

平成24年度に居宅介護支援事業者や地域包括支援センターを対象に、「退院時連携実態調査jを実

施し、 24年4,5月の2か月間に退院した 1,807人の高齢者について、退院時に医療機関との情報共

有があったかを調査しました。その結果、 73.3%の高齢者については、退院時に医療機聞からケアマネ

ジャーに情報提供がありましたが、退院当日の情報提供も少なくないことや市町村をまたぐ退院の場合

には情報提供率が下がること、情報提供率に医療機関による差が大きし1ことなどが明らかになりました。

こうした結果を受けて、平成26年度に国のモデル事業として、医療介護連携調整実証事業を中部医

療圏で実施することになりました。 1年をかけて、中部圏域における 35病院の看護部長等と約600人

のケアマネジャーとの協議により、入退院時の情報共有ルールを作成しました。 27年4月から適用さ

れたルールにより、入院時のケアマネジャーから病院への情報提供率1a:26年度の34.4%か570.5% 

へと倍増し、退院時の病院からケアマネジャーへの情報提供は71.3%か577.9%へと改善していまし

た。この成果を受けて、平成27年度には残る5医療圏にも横展開を図り、各国域においても情報提供

率が向上しました。
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3.取り組みの成果

これらの取り組みにより、平成24年度以降，要介護認定率は低下に転じ、 28年度末には全国平均を

下回るまでに改善しました（図 5）。

図5 1号被保険者の要介護認定率の推移 ） 
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その結果、第6期介護保険事業計画の保険料は第5期の5351円か55599円へと248円の増加に

とどまり、増加額、増加率ともに全国で最も少なくなっていました（全国平均4,972円から5,514円

ヘ542円の増）。

また、健康寿命は平成22年か525年までの3年聞に、男性は1.71歳、女性1a:1.82露の伸びを記録し、

男性は全国2位、女性は全国1位の伸び幅でした。

4.乙うした取り組みを可能にじた要因

大分県における地域ケア会議の開催や在宅医痕連携の推進、在宅医療・介護連携の推進等の取り組み

l志、いすれもモデル地区での取り組みが1～2年後には全県下ヘ横展開できていることが大きな特徴と

言えます。こうした短期間での横展開を可能にした要因について紹介します。

1）本庁と保健所の意思疎通

県庁福祉保健部内の連携については上述した通りで言が、こうした動きを県庁から保健所にも伝え、

保健所が地域包括ケアの実現に向けて重要な役割を果たじた乙とは、特筆すべき乙とでしょう。それを

可能にしたのは、毎月開催される保健所長会や地域保健課長会に県庁関係課の職員が出席し、新レい取

り組みの必要性やそのための保健所の役割につし1て十分議論言る機会を持ったことが挙げ5れます。

2）保健所と市町村の良野な連携

保健所が地域包括ケアの実現に向けて十分な役割を果たすためには、市町村との関係性が重要である

乙とは言うまでもありません。平成9年の地域保健法施行以来、保健所と市町村の役割分担が進み、協

働で新たな取り組みを進める機会がほとんどなくなってきているなか、大分県では、保健所が市町村母

子保健計画や健康増進計画、介護保険事業計画の策定・推進を支援宮るなど、市町村保健事業のPDC 

Aサイクルをきめ細かに支援してきました。こうした関係性が地域包括ケアの構築におし1ても活かされ、

保健所が重要な役割を果たす乙とができたのです。

3）行政と保健医撮専門蔵置との良好な連携

乙れまでの大分県の取り組みは、リハビリ専門職種をはじめと言る保健医療専門職種との連携によっ

て支え5れてきたと言っても過言ではありません。平成26年度に県下で開催された565回のケア会議

に延べ1,742人のリハビリ専門職が派遣されていま雪。これだlオの「献身的なJ関わりを可能にしたのは、

県内のリハビリ専門職のプロフエツシヨナル意識の高さと、これまでの地域リハビリの推進を通レて培

われた行政との信頼関係がベースにあると考えています。

また、在宅医痕・介護連携推進におし1て、各病院の看護部長の協力も特筆に値しますが、こうした協

力を可能にした背景には、保健所毎に構築されてし1る地域看護ネットワークの存在が挙げられます。 2

か月に1園、保健所に病院、老健施設、訪問看護ステーシヨジの看護管理者が集まり、「看護の日Jの

イベントの企画や分野横断的な人材育成、院内感染対策まで、様々な取り組みを一緒に進める体制が構

築されていることも大きな推進要因でした。

5.今後の標題

これまでの地域包括ケアの推進は行政主導で、それを地域包括支援センターや介護保険事業者、保健

医療専門職種とともに進めるという構図で展開されてきましたが、住民とともに展開することがこれか

らの課題で言。大分県でも、公民館で介護予防の体操に主体的に取り組む地域も増えてきました。乙う

した住民主導の介護予防の取り組みをさらに広げていくとともに、歳をとっても住み慣れた地域で、ど

のよう怠生活を送りたいのか、そのためにはどんな地域を実現したいのか、そのために自分達にどのよ

うな役割があるのかを、住民とともに話し合うことが重要で言。既にこうした議論を始めている自治体

もありますが、こうした取り組みの横展開が必要と考える次第です。

109 



110 

第4章事例2：静岡県

静岡県におけるデータ分析の取り組み

浜松医科大学尾島俊之

， 、
⑨関係機関との連携：何度も足を運ぶ、相手が重視していることをキャッチする、

、

積極的に情報発信する

＠市町村との連携：一緒に汗をかく、データの見える化をする

＠研究者との連携：戦略的に協働する

⑨内部の体制：適材の人事を行う、調査研究の風土をつくる

~ 

静岡県では、健康づくり無関心期の人への積極的なアプローチや市町村支援などに力を入れており、

またデータ分析を積極的に行い、効果的に行政施策の展開に活用しています 1,2。そのコツの一端をみて

みましょう。

関係機関との連携

＠何度も足を運ぶ

国民健康保険、協会けんぽ、健保組合、共済組合など、県内の特定健康診査の68万人（2016年度デー

タの場合）のビ‘ツグデータの分析を行い、県内の地域診断などを行っています（図 1～3）。

図1.静岡県における特定健診データ分析 ） 
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一般的に、他機関のデータを収集して分析することは困難な場合も多いで宮が、静岡県では種々の保

険者など関係機関との良好な関係を築いていま言。医師会や民間企業との連携も密接で雪。 他地域でも

まねができる最大のコツは、関係機関に何度も足を運び、少人数で直接顔をみながら話をする機会をも

つようにしてωる点がありま言。信頼関係を築く技能は属人的怠側面もありますが、一方で、 普通の技

能の人でも、何度も会うことで、お互いの考え方を理解1することができ、情が移り、連携を図ることが

できま言。

⑨相手が重視していることをキャッチ宮る

また、時代の流れの中で、連携したい相手機闘が重視しているとと、これから求められるようになる

ことを、いち早くキャッチし、 相手機関にとってもメリットのある提案をすることで連携を深めること

ができています。この健診等データ分析についても、根拠に基づく保健活動や、データヘルス計画策定

の流れ怠どの中で、ちょうど各市町村や協会けんぼを始めとして各保険者も実施したωと考えはじめた

時期をと5えた連鰐が図られています。その他にも、昨今は国を挙げて健康経営への取り組みが行われ

るようになっていますが、そのような時代の流れをいち早く把握し、その流れと相乗効果を生むような

優良企業の表彰制度の創出や、情報分析・提供怠どの連携を推進しています。

［図2.健闘データ報告書の表紙）

平成28年度

特定健診・特定保健指導に係る

健診等データ報告書

静岡県

．積極的に情報発信吉る

［ 園3.市町村別の高血圧割合の分析結果 ］ 

H28特定健惨【全県】

高血圧症有病者＋予備群（男性）

c:ヨ 孟県に比ベて、有意に多い

cコ 有章では主いが．会県に比ベて多い

E二コ 有置でf;(lいが．全県に比ベて少ない

尽S司全県に比ベて．有意に少ヰい

さらに、積極的な情報発信の取り組みが後押しをしています。一般的に、自分の自治体の取り組みに

自信が無かったり、また情報発信の準備や聞い合わせ対応などの業務の増加を心配したDして情報発信

に消極的な自治体も多いことと思います。一方で、健康づくりや介護予防などの取り組みは、住民に広

く知5れるようになって初めて効果が期待できます。自治体が持っている媒体による周知のみでは自す

と限界があり、マスコミや口コミなど、いろいろな媒体で紹介されることは大きな力となります。関係

機関との連携のための相談を持ちかけた場合にも、相手方が既にこちらの取り組みを報道などで知って

いる場合には、連携がスムーズに怠りま言。取り組みが大きく取り上げられたり、種々の受賞に結びつ

いたりする乙とによって、職員のモチベーシヨジ向ょにも寄与していま言。
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市町村との連構：ー績に汗をfJl＜、データの見える化を宮る

静岡県では、市町村との連携、市町村支援に力を入れてし1ますが、前述のように、なるべく直接会い

に行くという乙とに加えて、一緒に汗をかくととを重視しています。また、前述のようにデータの見え

る化をして、現状認識を市町村と共有することを重視してし1ます。

データ分析においても、各市町村が自分の市町村内の地域別の分析を行いたし1という要望がある場合

には、市町村の方に静岡県総合健康センターに来ていただし1て、 一緒に分析を行うなどの対応がとられ

ていま言。

また、その他に、ふlj33プログラム、ふじのくに健康マイレージ事業、減塩55プログラムなど、

県と市町村が一緒に取り組む健康増進プログラムを積極的に展開しています。

ふじ33プログラム（図的は、静岡県総合健康センターでの事業実施経験か5、生活習慣改善の保

健指導を行う際に、 1対1で行うよりも、 3人一組で行うのが最も継続率が良かったという結果3,4と、

1999年か5静岡県が実施してきた高齢者のコホート研究によって、運動、食生活に加えて社会参加を

してし1る人は死亡率が低かったという結果sを受けて作5れました。社会参加を含めた3つの分野の行

動メ三ユーを、3人一組で、3ヶ月間実践するというプログラムです。静岡県総合健康センターで開発し、

その後、県内各市町村や事業所と共同で実施し、県内各地に広げています。

〔 図4.静岡県のふじ33プログラムの概要

It'..!堕彊置 日々 の佳活のゆで
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1・BlOi骨材叫 ングH'M

デ身体4・tネ初判

“ 
ふじのくに健康マイレージ事業は、 24年度から静岡県藤枝市で県と連携したモデル事業が開始レ、

最近は全国で実施されるようになりましたが、健康づくりを行うと特典が得5れるというインセンティ

ブ事業で菅。一定のポイントを貯めるともらえる特典力一ドである「ふじのくに健康いきいき力一ドJ
は静岡県が作成し、 県内全域共通で使えるようにしています。ま丘、 静岡県が県内の広域的な企業と調

整をして、乙の力ードを持って来店した人にそれぞれの店舗などでの割引や寿司を一貫プレゼントなど

の特典を提供してもらいま言。一方で、どのような健康づくり活動を行うとこの力一ドがもらえるかな

どの具体的な制度設計や、地元の店舗などとの調整は各市町村が担当しています。

減塩55プログラムId:、静岡県の健康寿命は全国トップクラスですが、脳血管疾患の死亡が全国平均

よりも高いとUう課題があり、減塩が重要となっている乙とから企画されました。 5年で5%の減塩を

目指宮事業が、減塩55プログラムです。静岡県人の食習慣に即して、食塩摂取量を簡便に評価できる『ふ

じのくにお塩のとりかたチェックJを開発レ、それを用し1た減塩普及活動を市町村と共同で展開してい

ます。



研究者との連機：戦略的に協働宮る

ここまで紹介してきた健診等データ分析、ふじ33プログラム、ふじのくに健康マイレージ事業、濡

塩55プログラムなどlc1:いすれも研究者との連携をしながら進められてし1ま言。静岡県では、県内外の

数多くの大学・研究機関の研究者との連携が行われています。これ5の連携においては、 県としての見

通しをもって、各研究者の得意分野が引き出せるように戦略的に協働している点がポイジトと考えられ

ます。

このような研究者との連携による根拠に基づく健康づくり活動の推進lc1:、平成8年 1996年の静岡県

総合健康センターの設置のころから積極的に進められていま言。総合健康セジターは、健康科学に立脚

して県民の健康づくりを推進する中核施設で、 1987年から構想が始まり、 1995年厚生省保健医療局

長通知「健康科学センターの整備につUてJに基づし1て翌年に設置されました。開設当時の1996年以来、

県内各市町村の標準化死亡比を地固化した『静岡県市町村別健康指標Jを発行していま言。また、前述

のように1999年から高齢者のコホー卜研究を行ってし1ますが、これは国立健康・栄養研究所と共同で

実施してきたものです。また、 2013年度か51c1:浜松医科大学怠どと連携して、『静岡県における高齢者

生活実態調査（第2期）Jを行っていま言。第2期コホートについては、ベースラインデータの報告書

がまとめられ（図5）、現在、死亡や要介護の追跡が進められています。

［ 園5.静岡県におlオ碕儲踊実態調査（第2期）の結果 〕

問15 あなたは、あなたに死期が迫った時に延命治療を畳け疋いかについて家族との

話し合いをレていますか。あてはまるもの1つにOを記入ください。

里十分に話し合っている ．話し合ったιとがある E全く話し合った孟とがない

判明1人） －1 46.0 

男性｛加0人｝ ．．［ 41.7 

女性(7,351人） －1 50.5 

賀茂（2,003人） －1 43.1 

熱海伊東（603人J- 1 49.4 

師 団方（3,496人｝ ．．『 47.0 

富士（674人） －1 45.7 

静岡（1,022人｝ ・・f 45.9 

志太篠原（2,155人） －・ 436 

中東逮（2,177人｝ ．． ［ 45.2 

西部（2,871人） －・ 48.6 
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内部の体制：適材の人事を行う、回査研究の風土をつくる

特定健診などの分析は、静岡県総合健康センター（静岡県健康増進課総合健康班）が担当してし1ます。

分析の主担当者は、 2009年度に健診等データの大規模分析を初めて行った時は、管理栄養士でしたが、

その後、保健師、事務職と、通常の人事異動により、数年毎に引き継がれています。以前の他の担当業

務や、大学院修士課程で分析経験のある人など、その業務を担当gる潜在力がある人をうまく見抜Uて

適材の人事を行っている点ちポイントと考えられます。

静岡県でl志、毎年、静岡県公衆衛生研究会を行っており、2019年2月開催で第55固になります。現在、

一般演題l草分野毎の4会場に分かれて静岡県や市町村関係者の発表が行われていまgが、時間内に眼ま

らなし11E:.め、誌上発表のみとなる演題もいくつかでています。新任期から、その研究会での発表が推奨

され、また事務職なども含めて、在職しなが5大学院修士課程などに通う職員も少なくない状況であり、

調査研究を推進言る風土が作られてし1ま言。

静岡県ち他地域と同様に、財政状況が厳しし1中で、総合健康センター（総合健康班）の人員も開設当

初と比べてか怠り削減と怠っている怠ど、少ない人員で対応せざるを得ない状況となっていますが、 職

員の能力を最大限に引き出言乙とで積極的な事業展開が行われて日ま言。

く参考文献〉

1.厚生労働省編．平成26年版厚生労働白書 健康長寿社会の実現に向けてー健康 ・予防元年．日経印刷.2014:183ト186

2.静岡県白よぴ静岡県総合健康セジターの多職種グループ．データに墨づく広媛的な健康長寿プログラムの准進 地域力

を活用した健康なまちづくり．白本循環器病予防学会誌53(1):68-72,2018. 

3.久保田晃生． 永田順子．杉山貫道.Yーシャルサポートを強化したグループ参加による減量プログラムの有効性．

日本公衆衛生雑誌 2008:55: 327-40. 

4久保田晃生 ，永田順子．杉山真遭． 石塚貴美枝．減量プログラムへの参加人数の遣いによる減量効果の比較

公衆衛生2009;73: 872-6. 

5.平山朋 ，佐麗圭子，高田利子.:t:因調城 ． 静岡県高齢者コホート調査に基づく ． 運動・ 栄養・社会参加の死亡に対~る
影響について第58回東海公衆衛生学会学術大会講演集.2012: 50. 



第4軍事例3：兵庫県神戸市

政令市での取り組み事例

オーJI，神芦市として、地揖包括ケア構築を目指言

～神戸市の介謹予防サロン立ち上げ支援の取り組み～

神戸市保健福祉局介護保険課太田亘紀・蔵原 美 幸

神戸市の揖要

神戸市は人口 1,537,703人、高齢化率27.5%（平成30年 3月末住民基本台帳より）の政令指定都

市です。一人暮5し高齢者の割合も全国に比べて多く（36%）、高齢者の見守りゃ孤立防止のため、高

齢者施策を充実させてきました。

介護予防を推進する部署として、市介護保険課（保健所兼務）、区保健センター（行政区9区2支所）

地域包括支援センター（委託型： 76ヶ所）がありま言。区保健センターにl志包括担当保健師（各1名）

を配置し、地域包括支援センターの後方支援を行っており、 重層的な高齢者支援体制を構築していま言。

データを活用した地場マネジメント～現状把彊・震直抽出・目根霞定を支彊～

地域マネジメントを展開していくには、①現状を把握し、②課題を抽出、③目標設定を行うことが必

要です。ます、①現状の把握を行なうにあたり、詳細な地域診断を行うため、 2011年より目本老年学

的評価研究（JapanGerontological Evaluation Study: JAGES）と協働レ、健康とく5しの調査

を実施しました。そして、 JAGESプロジヱクトの研究者によって作成された、 78の地域包括圏域（中

学校区相当）ごとのリスク指標を見える化した「重点対象地区選定シートJ(第3章第1節参照）を活用し、

関係者とのワークショップや多部署連携会議を積み重ねる怠かで、 RC②を具体化してきました。

データの鍵供後I~ r伴走j宮る

地域包括支援センターが、多忙な日常業務の中でデータを活用した地域診断を行なうにあたっては、

優先順位の後退や、量的データの収集に対9る負担感、データ分析に対苦る苦手意識、ノウハウの不足

が課題になDまし左。こうした背景を踏まえ、介護保険課では研修の企画運営と、市が保有する統計デー

タを使し1やすく加工して区や地域包括支援センターに提供し、区保健センターでは地域特性に合わせた

地域診断が行なえるよう按術的支援や、地域診断を元にじた様々な地域活動の展開の助言などを実施し

ています（表1）。地域包括支援センターが地域診断上の課題を乗り越えて主体的に取り組む意欲を保

てるよう、その取り組みに 「伴走するJという姿勢を心がけています。
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［ 表1.介護保隠の研修企画の内容

対象者 区保健センター 地域包括支援センター

介護予防検討ワークシヨVブ 地域診断研修

【目的】 【目的】

．データを活用した地域診断を基に、 ・地域を保健・医療・福祉等多面的に
重点課題や重点地域の抽出を行う。 捉える力を身につけ、地域診断か5

研修の実施 ．区・地域包括支援セッター・介護 抽出された課題や目標を活動に活かす。
保険課が一体となり検討する

（全職種対象）
乙とで、つながりを意識した

効果的な事業展開を目指す。

区ごとの高齢者関連統計データ セシター圏主主己とに集計レた

データ提供 （高齢化率、要介護認定者数、 高齢者関連統計データ

JAG ESの地域診断書データ等） （高齢化率、要介護認定者数等）

介置予防サロン推進事鍵への活用

特に近年力を入れてきたのが、住民主体の通いの場：（介護予防）サロジの立ち上げに向けた重層的

支援です。具体的な手順としては、ます、上記の I重点対象地区選定シートJを活用した区保健センター

がワークショッブ等で得5れた気づきにより、①目ごろの保健活動と照5レ合わせながら重点地域を選

定じま言。②その中から市の介護保険課の保健師が、市全体のデータを検討して、要介護リスクの高い

地域包括支援センターの圏域（包括圏域）を選びだし、全市的な取り組みを行うモデル地域として設定

します。そ乙か5、③モデル地域となった包括圏域の中で、特に優先的に介入する小地域を決定じ、住

民との協議の場づくりを進め、サロンの立ち上げを進めてし1くのを支援します。

この事業は、 地域包括支援センター・区保健センター・市介護保険課が一体となって進めること、地

域の実情を考慮した立上げのプロセスを重視するとと、そして『住民主体Jにこだわり地域に聞かれた

持続可能な活動を目指す乙とを重視しています。その結果、様々な渡及効果が産まれていま言。

介護予防サロツ推進事業スケジュール

4月 地域包括支援セッターの地域診断、事業計画立案

6月上旬～
モデル区・地域包括支援センターとワーキング

適時モデル地域の進捗状況の報告等を行い、情報共有を図る。

10月下旬 介護予防サロツ推進事業モデルセッタ一意見交換会

1月中旬
介護予防サロツ立ち上げに関する報告会

保健セッターの地域診断に合わせて、次年度の介護予防重点地域の選定依頼

3月中旬
各区保健セッターの選定に基づき、介護保険課にて全市で重点地域の選定・

モデル区、セッターと調整



実績：平成26年度： 4地区

平成29年度： 3地区

平成27年度： 2地区平成28年度： 3地区

平成30年度： 2地区

本事業実施にあたる各部署の役割

市介護保険課 区保健センター 地域包括支握センター

地
市全体でみた対象地域の 包括圏域内で特に介入が必要な域 区内の包括圃慢の優先順位づけと選定

選 優先順位づけと選定 小地区の選定
定

調 庁内関係部署、民間企業、
区役所関係部署、対象地域となった 地域住民、地域団体、

地域包括支援セッター、その他の 介護サービス事業者等

整
研究者等 地域関係機関等

保健センター及び
技 地域包括支媛セッターに 地域包括支援セッターに対＂＂§＂る
術

対する地域活動の後方支鍍 地域活動のアドバイス（地域特性に 住民主体の活動への後方支援，
的
な （事業の方向性、他区、 合わt立た支援の方向性、他圏域で サロシ運営に関する継続支援

助 他都市でのノウ八ウを 実施するノウハウの情報提供）
言

情報提供）

評 事業評価（大学の協力を 意見交換会、報告会で包括支援 意見交換会、報告会での報告

得て）意見交換会、 センターが報告苔る内容への 他地域包括支握センターへの
価

報告会の企画・運営 スーパー）＼イズ ノワ八つの提供

そ
－予算、決賞事務

の
・専門家（学術経験者／ －区独自事業の提示

他
専門職等）の派遣

－嫡助金(81J事業）の交付

介盤予防廿ロン推進事業の実際と工夫

じっくり待つ！

重点介入地域では、高齢化率が高く、担い手が見つからない、会場がない、地域の介護予防への理解

が乏しし1などの課題が多く、住民の価値観や地域の特性も様々であり、その地域にあった戦略を立てる

必要があります。そのため、地域包括支援センター、区保健センター、市介護保険課、が一丸となり、

その地域の特徴を把握し、様々な関係者とを調整します。また、地域住民の方がどう考えているかを捉

えるための話レ合いも欠かせません。このように、 サロンの立ち上げには時聞がかかります。職員がサ

ロンの立ち上げを焦って前のめりになるあまりに、地域住民との距離が出来てしまうと、その後の地域

活動が円滑に進ま怠くなる乙ともありま言。住民の意識が高まる前に地域包括支援センター主導で開始

してしまい、いつまでも住民主体の体制に移行できす、職員がいなし、とサロンが成り立たないという事

例もありました。そのため、数年かかってでも地域の中でサロジが必要だという機運が高まることが重

要だと考えています。
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市の後方支援：必要な手助lオを調整・提供

地域住民の理解や意欲を高めるために、研究者や専門家の力を借りることもあります。そのような支援

を市が提供してし1ます（図 1）。

［ 園1研究者による住民への講澗景

住民の負担を誠5宮『だけクラブj

担し1手となる住民の負担が課題に怠ることが多くあります。そこで本事業に関わった職員が考案した

のが「だけクラブJ でレた。少人数の代表者が多くの役割を担うのでI~なく、多くの参加者が少しすっ

役割を担うための工夫です。具体的には、ます活動に必要な作業を「分解jして、それぞれの作業「だけj

をじて見ませんか、と住民に語いをかけ、担い手を発掘するのです（図2）。



［ 図2.神戸市の『だけクラブjの紹介資料

I ~佐もが気軽に集える！地域交流の場づくりを｜
｜ 円滑に進めるためのヒント ｜ 

地域でこんなお悩みはありませんか？？

つどいの場づくりは
いいことだけど、
誰がやるの？

お手伝いはしてちいい
けど、責任者になるの

は困るわ

色んな役をやっている
から忙しくって・

なかなか具体的に進められない－．．

そこで・

0 0’だけFクラブは
いかがでしょうか

・ちょっと’ダケ’お手伝いする
．これ’ダケ’な5やってもいい

. という人を探して協力吋らう。

責任が集中する代表者を作ちなくても、つどいの場
（サロシ）がラクラク運営できるしくみです

※助成を受ける場合などは代表者のお名前は必要です
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それ’夕、ケ’で

いいなら私ち
手伝えるわよ

－分担でやれるかどうか、一度やってみましょう

ちしも困ったことが起きたら・．．

都合が悪くなっていけない日ちあるんだけど－．．
やっぱり私の’夕、ケ’は負担が大きい・．． そこは

’おEい様’の助け合い

あの人に聞いて
みょうか

ゴ その都度みんなで相談しあおうよ ）

人と関わることや
出番があることで
こころちからだち
元気になります

つまり．

’だけ’クラブの人は
ますます健康に！
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勝手にサロンが立ち上がっていく！うれしU漉及効果

立ち上がったサロンでは、住民の皆さんの経験豊かな発想や柔軟’性をもって楽しく工夫しながら実施

されています。それを聞きつけた周辺の地域や隣の町から、 I自分たちの町にもサロンが欲しし・・uとの

声が上がり、自然発生的にサロンが立ち上がった事例がありました。

また、別の地域では、数回のワークショップ（後述）を経てサロンとウォーキングの会が立ち上がり

ました。その結果住民の健康意識が高まり、身近な場所で健診が受けられないかと区保健センターの保

健師に相談があり、サロンと同時日・同会場でレントゲン健診やCOPD健診を行なう乙とになりました。

さらに、参加者が少なくなっていた既存のつどいの場に、ウォーキングの会が合流し、お互いの参加者

同士が交流し活性化するなどの効果も育まれています（図3）。

［ 図3近隣地区への事業＠波及効果

健康指標が悪く、

資源も少なく、

働きかけが難しいまち

もっと
集まりたい！

住民同士のつながりは強い

やっとのことで
1つのサロンが立ち上がる

、 やがて
参加者の中から、

新しいつどいの場を
作る動きが

異なるS地区でも、他地区を

マネして自分たちで立ち上
!ff:こ例が
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集合住宅があり高齢者が多く、住民間士の繋がりが希薄で集える揚が少ない地域。

「地域の高齢者の1割が動くと、地域に波及効果がある」と関係者や地域住民と共有

C地区でいうと 10 0人程度を目標に 参加者の要望で健診まで実現

くきっちり
決めないこと〉

つどいの場の

聞で行き来が
始まったーレ流合

わ

間

に
合

d

茶
ち

、
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庁
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一ー
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E
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存

因

坊

既

次

財

喫茶がきっかけで、健康意識

が高まり、参加者から保健セン
ター！こ要望が出され
「COPD健康相談・胸部X線

健診」が実現

住民向lオワークショップl志地域の実情に合わせてアレンジを

本事業は5年間行っていますが、地域に合わせて介入方法をアレンジしています。例えば、担い手の

発掘や資源把握が必要だったC町では、楽しみながら町の状況を理解し、担い手となる意欲を高めるこ

とをね5ったワークショップを市が協力して開催しました（表2）。

表2.C町で開催されたワークショップの構成 ） 

神戸市の現状と取組み、つどいの場の効果と必要’性について（市より）

第1回目 グループワークテーマ

re町は乙んな地域 1～C町生活マ、yブをつくろう～J
rc1BJにあったらいいな～みんなが楽しく健康でいるために～j

C町の現在取組みされている活動の紹介

第2回目 グループワークテーマ

「目指せ100人｜動こう！出かけよう！ C町リ

「みんなで選ぼう！ CIBJにあったらいいな活動j

つどいの場の効果と必要性について（市より）

第3回目
「茶話会JIウォーキジグの会Jの具体的進め方の話し合い

グループワークテーマ

「あなたの’だけクラブ’を考えよう～会での役割分担～j

I茶話会j 「ウォーキジグの会jを開催して振り返り

第4回目 今後の方向性など

保健セッターと健診について話し合い

122 



目 職員のスキルアップやモチベーシヨジの向上にち寄

本事業を進めていく過程において、関係者での話し合いの場や地域住民との対話の場が噌えるため、

関わる職員の気づきゃ意識変容も見られていま言。区保健センターや市介護保険課1a:、地域で進んでい

く活動に寄り添いなが5、地域包括センター職員の気づきをフィードパックレたり、他の地域包括セン

タ一同士の交流の機会などを提供レ、ノワハウの蓄積やスキルアップを図っていま言。

また、新たなキーパ－＇.） ンに出会えたり、地域の強みの情報を住民か5聞い左り、地域住民の変化につ

いて、ささいな事も含めて共に共有し喜び合える関係が構築できていく過程で、職員同士のモチベーショ

ジの向上や信頼関係の構築が進んでいると実感しています。

長期的にPOCAザイクJI，を回す計画に甚づき進める

本事業は、毎年繰り返し目的を共有し、 POCAサイクルを計画的に回しています。日々の地域活動

と連動して地域診断が行なえる機会をつくるとともに、サロンを推進する取り組みが定着するような仕

組みづくりを行なっています。支援する対象地域を少レすつ増やしてし1く乙とで、住民の自主的な活動

が芽生えるという波及効果を得なが5、無理なく、計画的に地域差を埋めていくように工夫していま言。

今後は、重点地域でサロンを立ち上げる乙との波及効果について事例や分析を深め、地域包括支援セ

ンターにフィードパックするととで、地域包括支援センター自身が自分の圏域において、サロンを戦略

的に立ち上げることができる意識の醸成やノウハウの共有を行なってし1く予定です。
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第4章事例4：.知県名古屋市

多健闘による地揚包括支援センター支援事例：

地揖包括支援センター鵬員の視点から

名古屋市守山区西部地域包括支援センター安保育子

日本福祉大学看護学部保健師中村康隆

＠地域包括支援セッターと連携し、研修会形式で介護予防における課題を多機関と

共有すると、より良い協力関係の構築を図ることができ、実践の質の向上や解決言

べき課題・優先課題などの明確化ができま言。

＠機関を超えて、生活圏域ごとの地域課題を共有し検討する乙とで、地域包括支援

センターの職員の意識が高まります。

＠地域診断結果を活用した住民主体の地域包括ケアシステム構築の実践事例を知る

ことは、地域ケアに関わる職員が、職種や経験年数や機闘を超えて実践方法や目的

を共有するために役立ちます。

、

~ 

1.日ごろの襲務での課題

名古屋市l志人口2,282,748人の政令指定都市で16区に29の委託型の地域包括支援センター（以下、

包括センター）がありま言。名古屋市守山区には2か所包括セジターがあり、筆者が所属する西部地

域包括支援センター（以下、西部包括センター） 1a;、三職種等（社会福祉土（6人）、保健師等（3人）、

主任ケアマネジャー（3人）、その他（2人））の専門職が配置され、医療法人が受託し、圏域地域（8

小学校区）の総人口は77532人で宮（2018年4月1日現在）。

包括センターの運営方針に1a;、地域包括ケアシステムの公的な中核的機関として、多機関と協働し、

地域住民と地域課題に取り組む乙と、重点的ニーズの把握や分析を行う乙とがあります。また目頃の業

務の中で、地場住民や外部関係機聞から、介護予防領域を含め横々な地域課題解決の役割への期待が高

まっていました。

じかし、西部包括センター職員の多くは、地域診断につし1て具体的な手法が分かりませんでした。ま

た地域特性や課題の分析や共有が十分でl誌ありませんでした。さらに、包括センターでの実践経験の浅

い職員は、なぜ地域特性や課題を把握したり分析したりすることが重要なのかについて認識することが

難じかったため、これらが同センターの課題と怠っていました。

2.名古屋市による包括センター向防の『地揖2診断研修』で動機づ廿5れ、自5守山区での研修舎を企画

名古屋市は、日本老年学的評価研究（JapanGerontological Evaluation study: JAGES）ブロ



ジエクトに参加しています。 JAGESでは要介護認定を受けていなし、65麗以上を対象に、 3年に1度

『健康とくらしの調査（無記名郵送自記式調査）Jを実施しています。このデータを『見える化jした地

域診断システムを活用し、名古屋市は区や包括センター職員等を対象に、多機関協働研修を開催してい

ました1。

西部包括センター職員がこの研修会に出席し、講義や先行事例（他の包括センターの保健師の地域診

断実践事例）の発表、また、保健センター職員を含む多機関での地域別ワークショップを体験レました。

乙の研修で、地域診断ツールや進め方を知ることができました。

西部包括センター職員は、日頃業務で感じてし1た同センターの課題を解決するために、乙の地域診断

という方法は有用だと感じました。もっとその方法や実践事例を学んで現場に活用したいと動機づけら

れて、包括センター職員自5が行政区全体の関連機闘を対象にした地域診断の研修を企画することにし

ました。

3.区保健センターの理解を得なが5、研修会を開催

はじめての試みでしたので、ますは区の地域ケア推進会議事務局（保健センター注、区役所、包括セ

ンタ一等）の話し合し1の機会を使って保健センタ一保健師（主査）に西部包括センターの課題を相談し、

共感や助言を得ることができました。これをきっかけに、法人の責任者の説得、研修会講師の依頼、参

加者集め等の準備を半年強かけて進め、開催に至りました（表1)。

［ 衰1.研修実施までの経緯

～2016年12月頃 ｜区地域ケア推進会議事務局メンバーへ、西部包括センターの課題を相談

2017年 1月頃～｜西部包括センター保健師等チームと介護予防の地域共同の取り組みについ

て話し合い開始

同年2月頃 ｜設置法人在宅部門統括責任者ヘ企画案を提出し、相談

同年3月頃～｜講師（研究者）ヘ相談依頼レ、企画案を共有

区保健センター保健師（主査）へ企画案を共有レ、出席依頼及び相談

同年4時｜西部包括M 一役職者で企画書案の検討、三職種等職員ヘ周知

他センター（東部包括セッター）へ企画内容の説明と出席の依頼

同年7月頃 ｜西部包括M ーの保健師等チームが活動計画を作成し、

同計画を講師と共有し相談

同年7月末 ｜研修会開催

1) ま苦所属法人肉で合意形成

西部包括センターの管理職カt所属法人の責任者に対し、研修開催の目的や費用を説明するとともに、

包括センターの受託法人として地域に根ざした医療機闘が地域貢献や住民の健康増進を行う乙との意義

を話し合いまレた。また、包括センター内の職員とともに、セジターが抱える課題を撮り返って共有し、

研修の必要性や研修のゴールを設定しました。

2) 区保健センターや隣接する包括センター（他法人）への協・の暗びかl才

区保健センター保健師（主査） fこは研修企画案の段階か5かかわっていただき、作成し左企画書案で

125 



126 

西部包括センターの地域課題の課題や把握分析の必要性について共有していただきまレた。

また、区内の他法人（名古屋市社会福祉協議会）の包括センターにも企画の趣旨を説明し出席を依頼し

まじた。特に保健師等チームに対しては予め第2部の検討会もコアメンバーとして出席できるよう怠配

慮をお願いし、機関を超えて介護予防の地域課題が検討できるように働きかけをしまレた。

3) 学術鑑齢者への依頼と相談

講師は名古屋市の介護予防研修会に関わるJAGESの研究者に依頼をしまし在。学識経験と現場実践経

験のある方を遺びました。研修会に先立ち、企画案をもとに西部包括センターの実情と課題を共有しま

した。実情と課題を共有したことで、『見える化Jした地域診断分析結果を実践に役立つように講師が

研修会を工夫してくれました。

4.研修会let2時間程度がよU。資料letカラーが有効。書師樹金と力ラー印刷代がかかった。

研修会には、東西2つの包括セジター職員・保健センター保健予防課主査（オブザーバー）・研究者（講

師及びスーパーバイザー）でした。通常業務に支障のなし1ように研修会は2時間に抑えました。当日l誌、

関係者や講師との小一時間の打ち合わせの後、研究者による講義（第1部）を1時間、小グループに分

かれての意見交換と顔の見える関係づくり（第2部）を1時間ほど行Uました。教材には、『介護予防

活動のための地域診断データの活用と組織連携ガイドJを使用しました九

費用I~、講師謝金と配布資料のカラー印刷代などがかかりました。特に、市や区や小学校区ごとの f見

える化Jした地域診断結果の配布資料については、誰でも雪ぐに地域の優先課題がわかるようグラフや

地図を色分けしてあったため、力ラー刷りの印刷カT有効でした。

5.研修会の内容

1) 講義の内容

第1部の講義は、地域課題と優先順位、実践事例や実践方法をテーマとしました。事例を紹介レなが

ら、地域診断の概念や課題の把握、分析方法を紹介しまじた。その際、JAGESの『健康とく5しの調査j

による名古屋市や守山区の『見える化jした地域診断地図を配布じました。

また、地域住民自身が地域づくりに主体的に取り組むように、住民にどのように働きかけたか、とい

うプロセスを学びました。また、見える化した地図を解釈する中で、生活圏域ごとの介護予防課題には

地域差があることが分かり、なぜその差があるのかを、日頃の業務や生活者の実感と照らし合わせ怠が

ら検討しました。

2) 薗援による教育効果

守山区内の小学校区単位の地域診断分析結果と地固化された資料により職員自身の担当する圏域の結

果が明確になりました。たとえば守山区l志「口腔機能低下者割合jがやや高く、優先課題の1つである

ことが分かりました。これは保健師等チームが行動計画を作るために把撞してし1た地域課題（『口腔栄

養機能等の意識J）と同じでした。時間の都合上、地域間比較を深めることができなかったのが残念で

した。

受講した西部包括職員のアンケート結果から、 f住民自身の持っている力を生かしていく必要性を感

じたJ、f個人、家族、地域の底力を引き出すためには、ます生活環境（住居、治安、交通等）や社会状

況を知り、個人の生活を把握宮る必要があると感じたJ、「住民に分かりゃすく伝える媒体（色分甘され

た地図）が、わかりやすく説明でき、意識づくりになるとと、問題に向かって動くきっかけになると思っ

たj、などの意見があり、職種や経験年数によ51歩、地域診断への意識向上に繋がりました。



3) 意見交機会の績予｛園1)

第2部の関係者による意見交換会の目標は、保健

センター、学術経厳者、先行して実践していた他セジ

ターに対して保健師等チームが相談・助言・意見交換

できる機会を持つこと、としました。西部包括センター

の保健師等チームI~、活動計画の実鰭課題、効果測定

の具体的方法などについて拳加者に意見や助言を求め

ました。意見交換会では、保健センターから地域診断

結果への助言や年間計画の報告がありました。この年

間計画には、地緩への出張保健指導の協力、多様関連

携、住民の栂談窓口の明確化、慈どがi>O、包括セン

ターの方針と置なる共感をもてるものが多くありまし

た。そのため、お亙いに連携嘗る憲畿をS思議嘗ること

［ 園1.第2留意見交換会 ］ 

ができ、区民に対して介護予防に関わる多機関が、それぞれの役割を考える機会が持てました。

学術経験者からは、包括センターや行政機関のそれぞれの役割や多機関連携の意義の助言があり、

f因ったときは、包括支援センターで抱え込ますに学術経験者や多機関と連調障害ること。そのことで、

現場の負担が濡るj怠ど、たくさんの建築がありました。

終盤には、予定時聞を超過して活発な意見交績を行い、社会事F加の困難怠住民でも、住民の好き怠こ

とを切り口！と世代奪超えて欝加できる仕組みづくりを仕硲けていくことが犬切、という皆様を金員で共

有しまし定。

態見交換会全体をとおして、生活圏蟻ごとの線題から区全体の地場包括ケアシステムの線題や他都市

事例実践まで、幅広し、.輸ができました。また、地域の実情や線題や実銭方法について、地域における

さまざまな経験や立場や視点から意見が出たため、包括センターが多様関や多業種や研究者と連携する

と地場標題の解決に役立つこと怠ど、包括センターだけをは気づくことができなかった視点を学ぷ機会

に怠りました。例えば、高齢者だけでなく若年層を巻き込んで地域づくりをすることの効果や、企業と

の連携で地域の介鰻予防が上手くいった司E例が多い、などの情報を得られ、自分たちの活動の fやる気j

につながりました。

の搬見禽操舎の結果と標題

西部包括セジターの参加職員のアンケート結果から、 f犠々怠立場から意見を鴫けて良かったjf他の

事例を文献等で知る事はできないので、集まれた事は良い機会だったjf今後の取り組みゃ栄援や口腔

のこと、ます事参加者の意見を聴くこと、歯科検診等周りの漂境を整える事が大切窓ζと等、ヒジトを多

く聞けたj怠ど、保健師等チーム自らの課題を考え相談宮る機会が持てたととが分かりました。

一方で、実賎｛ζ役立つ意見交換や連携の機会づくりについての話し合いf~間に合わす、時間配分に課

題が残りました。研修会で得たことを現場実践ヘ結びつけるためには、目標識定の段階を分けて、継続

的な開催が必要だと考えられま'f'o

6.研修会後、ロ陸線鑓教室の開催・効果澗定の仕組みを舗篇

西部地場セシターの保健師等チームが主体的に、多様関〈保健センター、リハビリ職ネットワーク〉

の協力のもとに、圏域地援のA小学校区において、 2018年度5月から半年間後6回）、地線住民（ポ

ラシティア〉と共に、口腔栄襲の介襲予防教室 er鍵ロいきいき教室J)を開催曹ることお宅できました。

またこの教室では、住民への介入の前後で、住民のセルフケアへの愈識がどのように変化したのか怠ど

｛こついて、効果測定も行うことができました。

また、研修会後に西部包括センター織員から、地嫌診断と関係機関の支援ネットワークづくりについ
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て積極的な提案があり、組織改革につながりました。例えば、職員全員が生活圏域の地域特性や課題を

より意識できるよう、小学校区などの地域単位で職員チームを編成し、そのチームごとに担当地域の総

合相談や地域活動やネットワークづくりを行いたい、とし1う提案がありました。そこで2018年4月か

ら、同センターの組織を再編成し、地域ごとに役職者（エリアマネージャー）を配置レ、地域担当職員

チームごとに地域把握や地域への支援などを統括管理できる体制づくりを試みています。

さらに、 2018年度から、保健セッターや区役所や東部・西部包括センターや区社会福祉協議会が協

働じ、小学校区ごとの地域診断の実践を検討し、周年夏頃から、選定したモデル学区について多機関連

携のもと地域診断実践を試み始めてし1ます。併せて、西部包括センターでは、職種を超えたf地域診断ワー

キジクチーム（社会福祉士、保健師等、主任ケアマネジャーの三職種職員で構成）Jを発足して、地域

診断や小学校区ごとの地域ケア会議開催実践について、定期的な話し合いを重ねています。この中で、

日頃の業務を撮り返り地域特性や課題を共有じたり、職員闘で見える化できる方法を検討する、地域住

民が考える地域課題を共有吉る、などを行っていま言。

11.まとめ

市が開催した研修会をきっかけに動機づけられ、地域包括支援センターが自5動き、区全体の介護施

策のマネジメントの歯車がかみ合い、動き出曹のを実感しています。西部包括センターの保健師等チー

ムにより、主体的に、多機関の協力を得て、住民と共同して圏域の介護予防の課題解決が進んでし1ます。

また、職種や経験年数を超えて、地域診断や地域課題への意識が高まり、生活圏域ごとの地域課題把握

に全職員が主体的に取り組めるようになりました。

住民主体の持続可能な地域包括ケアシステム構築をするためには、住民自身が地域の優先課題を「我

がことJとして意識して取り組むことが重要です。そのためには、住民にとって身近な存在である包括

センターが、保健センターなどの多機関と連携して、地域診断結果などを活用言ること、また、日頃の

業務で把握してし1る地域の特性や課題を『見える化jして、多機関聞や地域住民とこれを共有できるこ

とは、より良川地域づくりにとても有用だと思います。

（本稿！誌、 f多機関における地域診断の研修実践報告（東海公衆衛生雑誌）J3を大幅に加筆修正レたもの

です）

注：名古屋市で拡、 2018年度から保健所の名称を保健セッターと変更じていま言。

く参考文献〉

1.佐々木直子．地域ケア会議の構築に向けた多職種協働研修のアクシヨジリザーチ報告（名古屋市の取り組み）．
日本福祉大学大学院社会福祉学研究利社会福祉学専攻修士論文2015.

2.日本医療研究開発機構・長寿科学研究開発事業．「データに基づき地域づくりによる介護予防対策を准進言るための研究J
研究班．介護予防活動のための地域診断データの活用と組織連携ガイド．東京.2017. 
https://www.jag田 .neVlibrary/regional-medicaV.

3.安保育子．中村贋隆，大戸好穂．加Ill：木かおり ．大河原亜矢子．多機関における地総診断の研修実践報告．
東海公衆衛生雄話 2018:6: 51-59. 



第4章事例5：.知県名古屋市

大規模団地に怠けるマネジメント

国立長寿医療研究センター斎藤民

， 

、

＠団地への介入l芯地域全体の健康度を底上げする可能性があります

＠団地を拠点とした地域全体の活動と位置付けると、団地外の支援団体の理解を得

やすく、団地内外を結ぶソーシャル・キャピタル醸成にも役立つでしょう

＠県や政令市によるモデル事業化や家主（都市機構など）との協力体制を通じて、

広域に情報共有できる仕組みづくりを行U、団地や団地を抱える地域聞でのE助を

推進レましょう

11.団地に特化じたアプローチの意義

、

~ 

全高齢者の約5%程度が公的住宅（都市機構などの公団住宅や公営住宅、以降団地とする）に居住し

ています。団地では高齢化が進捗しており、独居や夫婦のみ世帯に暮5す高齢者の割合が高く、また全

体と比較して高齢化率が高し1という特徴があります。これらの特徴か5、大規模団地で生じるさまざま

な＝ーズl(J;将来の日本で起乙りうる地域の諸問題を先取りしている、という見方もできるでしょう。加

えて、団地に居住する高齢者には低所得の人も比較的多く含まれ、多様な生活課題や健康問題を抱え

る人が多い可能性もあります。実際に、日本老年学的評価研究（JapanGerontological Evaluation 

Study: JAGES）が保有する全国10万人規模の高齢者データを用いて、住まいと健康との関連を検証

してみると、団地に住まう高齢者では、持吉宗に住む高齢者と比べて、死亡リスクが高い可能性がある

ことがわかりました（図）。その背景として、あまり運動しない人や喫煙雪る人の割合が高し1怠ど、健

康に対する意識が低い人が多ω乙とや、地域の支え合い意識が低いと感じている人が多い、といった特

徴もみえてきました。これらの結果を踏まえると、団地を重点地域と位置付けて地域づくり・健康づく

りを行うことにより、地場全体の健康度を底上げできる可能性があると言えま言。
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図1.団地居住者と持家居住者との死亡リスクの比較 J 
1.3 

1.2 
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持家居住者 団地居住者

2.団地を拠点とする取り組みへのヒント

⑩JAG ESプロジェクト2013年調査に回答し

た、要介護認定非該当の65歳以上男女86,513

名を3年間追跡

⑩性、年齢、居住地、婚姻状況、疾患有無、

抑うつ傾向有無、教育歴、所得、資産、最長職の

影響を調整

団地を拠点とする地域づくりには課題もあります。筆者5はこれまで愛知県名古屋市内の大規模団地

で活動を支援してきました。関係機関や団体へのヒアリングを重ねていくうちに、各団体によって『誰

をターゲ‘ツトに支援すれば良いのか」が異なるという課題が見えてきました。例えば、団地内に立ち上

がった自治会や家主である都市機構は、団地内の暮5しをより良くするために活動をしたいと考えます。

しかし例えば社会福祉協議会や区政協力委員会の取組みは学区を基本的な活動単位としています。さら

に地域包括支援センターでは包括区が対象となります。この団地では、高齢者の社会的孤立の解消や支

え合い意識の向上という課題を共有してみなが熱心に取り組んでいますが、活動範囲が異なるがゆえの

協力のしにくさもある乙とがわかりました。このような課題のなかで、団地の地域づくり・健康づくり

を目指す場合、どのような乙とを心がけると良いでしょうか。

『団地を中心とする、団地に限定されなU活動展開を』

・担い手不足：団地外に視野を広げることが解決の糸口に

高度経済成長期に開発された団地などでは特に高齢化が進み、住民の半数以上が高齢者というところ

も少なくありません。また団地の自治会加入率が伸び悩んでいるという乙ともあり、どうしても担い手

不足になりやすくなります。

そ乙で、団地外の住民や関係機関とも連携しながら、団地を拠点に地域全体に活動を展開するという

アプローチが有効と考えられます。先ほどご紹介した団地では、社会福祉協議会が主導して、ボランテイ

アグループや各関係機関との協議体をつくり、地域の支え合い意識の向上などの共通理解に努めてきま

した。共通理解を得るに際して、当該団地がそれ以外の地区と比べて支援ニーズが高いことを見える化

し、団地を拠点とする取組みが地域全体の地域づくりや介護予防推進につながる可能性をわかりやすく

説明して、地域全体の取組みと位置づけた乙とが役立ちました。このようにして団地を拠点とするサロ

ン活動が始まりました。乙のサロンには、団地の居住者だけではなく、団地外に住む人も参加できる乙

とになっています。サロンを支えるボランティアさんについても、団地内外の双方の住民がメンバーに

なっています。その結果、団地住民はかえって誰でも参加できるサロンの方が気軽に参加しやすいばか

りか、団地外の参加者とのネットワークづくりも進みました。執筆者5が団地の全高齢者を対象に実施

した調査では、サロン開設後はサロジ開設前と比べて困りごとを相談できない人の割合が半減していました。



・外部機関との協働

一方、別の大規模団地でも、例えばNPO法人との協働による活動展開が打開策になっているケース

がみ5れました。自治会の場合には、団地居住者によって構成されるという組織上の制約があります。

しかし NPO法人であれば、立ち上げが団地居住者の有志によるものであったとしても、組織の性質上、

団地外の人にメンバーとして参画レてもらったり、団地外の人がさまざまな催しに参加宮ることがより

柔軟にできるようになります。もともと大規模団地の多くは都市的地域にあり、さまざまな機闘が比較

的身近にある可能性があります。それぞれのニーズに合わせて、こうした機関と連携しなが5事業を展

閉じてし1くと良Uかもしれません。

近年注目されるYーシャル・キャピタルには、限られた地域や関心怠どに基づき密に結び付く結束型

もあれば、より多様な広がりのなかで様々な人脈を介レてつながる橋渡し型もあります。結束型のYー

シャル・キャピタルには、時としてつながりが強固宮ぎてメンバーに負担感や閉塞感を与える恐れがあ

りますが、そこに橋渡し型νーシャル・キャピタルがあると、外部の情報や資源にアクセスして、課題

解決がもっと容易になります。団地を拠点として活動を外に展開することは、団地内での支え合いだけ

でなく、広い地域との情報共有や支え合いを育て、団地内外の人の介護予防につながる可能性があるの

です。

3.団地を蝿点とする介置予防をさ5に広〈展開宮るための支援

このように団地を拠点とする介護予防の展開が期待されま9が、さ61こ活動を成功に導くうえでは、

団地・団地を抱える地区間での情報共有や支え合し1といった互助の強化も重要といえます。例えば、 県

や政令市によるモデル事業の展開l志、横のつながりを持たせるきっかけとなります。愛知県名古屋市で

は平成24年に「大規模団地等における孤立防止推進事業jをスタートし、市内に散在9るUくつかの

大規模団地で事業を実施しました。 事業期間（2年間）の終了時には、それぞれの団地での孤立予防の

取組みとその成果について、情報を共有する発表会が設l:t6れまじた。一方、都市機構でも、各団地に

おける取組事例をエリアごとにまとめており、団地でのさまざまな取り組みと成果を共有する仕組みが

できてし1ます。

このように、各団地がそれぞれに異怠る課題を抱えながら、どのような工夫で取り組んでいるのかを

共有する乙とは、それぞれの団地における取組みを見直す機会となり、事業を推進言るうえで効果的怠

可能性があります。さ5にこうした情報共有の機会を一歩進めて、各団地の支援者聞でのグループワー

クや継続的交流怠どの機会を持てる仕組みができると、一層の互助力向上が期待できます。

4.まとめ

大規模団地は高齢化率が進捗しているところが多く、独居者や夫婦のみ世帯、また低所得世帯の割合

も高Uため、さまざまなニーズを抱えている可能性がありま言。乙うした地域で地域づくり・健康づく

りを重点的に行う乙とで、地場全体の健康度アップにつながる乙とが期待されま言。団地において地場

づくり・健康づくりを実施するうえでは、団地内に限定した取り組みはどうじても人手不足などの課題

を抱えやすく、団地を拠点としなが5団地外に活動を広げて行くことが重要です。さ5に団地や団地を

抱える地域闘での情報共有などネットワークをはかる乙とで、さ5に互助力ti高まる乙とが期待されます。

く参考資料〉

平成28年度厚生労働省補助金老人保健健康増進等事業 「団地を元気にするガイドブック： 団地における介護予防の取組を

推進言るための手引きJ
名古屋市社会福祉協議会 「大規模団地等における孤立防止推進事業：実践事例集J
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第4軍事倒6：千葉県松戸市

市町村支握における『プロポノj導入の可能性

特定非営利活動法人サービスグラント嵯峨生馬・千葉大学近藤克則

， 

、

＠『ブロポノjとは、仕事で培った経験やスキルを活かしたボラシティア活動のこ

とです

<t> rブロポノJは、地域団体の活動基盤強化の新たな支援策として大きな可能性が

あります

＠『プロポノJが担付くためには、各地にブロポノのコーディネートができる中間

支援機能が定着言ずることが求められま宮

1.『プロポノJとlcl何か？

、

~ 

プロポノとは、 f公共善のためにjを意味するラテン語 rProBono PublicoJに由来するととばで、

仕事で培った経験・スキル・専門知識等を活かし走社会貢献活動を意味しま官。

地域づくりの担し1手である地域団体・ NPOの活動が進むにつれて、団体が抱える課題やニーズが多様

化する中で、より専門性の高い支援が求められています。乙うレた中、企業等で蓄積レた経験・スキル

を活かした「ブロポノjを取り入れていくことは、地域づくりを支援宮る新しし1方策としてその可能性

が期待されていま雪。

2.『プロポノ』は地揖のどのような＝ーズに応えられるのか？

介護予防や生活支援を通じた高齢者支援をはじめ、さまざまな住民のニーズに応え地域の課題解決に

取り組んでいる地域団体・ NPO等の多くが、資金や人材などの面で限5れたりYースの中で活動して

おり、活動の運営に当たって、一般的に『情報発信j「組織運営Jr事業戦略jなどの告側面において、

課題を抱えているケースが多々見5れます（表）。企業等で培った経験やスキルを活かしたブロポノに

よる支援は、乙うしたニーズを持つ団体の課題を解決するような、具体的な成果物を提供する乙とがで

きます。団体の課題が具体的に解決されるととで、団体の組織基盤の強化につながり、活動の成長につ

なげることが期待できま宮。



［ 図2糊団体が抱える髄とプロポノによる支援内容 ］ 

課題の種類 課題の例 ブロポノで支援できること

情報発信
r~制度が低いJ 「参加者が集まらないj パシフレット・チラシ等の作成、 SNS活用・

Iポラシティアが不足レてし、るj等 ホームページ作成等

組織運営
I事務処理などの効率が低l,IJ 運営マニュアルの作成、経理・事務作業等の

「代表がいなし可と日々 の活動が回せないJ等 効率化提案等

事業戦略
I課題が山積で整理できないJ 課題整理、住民ニーズ調査、事業評価、

「住民ニーズが明確に把鐘できないj等 事業計画立案等

3.なぜ『プロポノjを曹る人が僧えてUるのか？

内閣府が行った『平成27年度市民の社会貢献に関する実態調査Jによると、回答した一般市民のな

かで、ボランティアに関心があると回答した人は59.6%1こ上るのに対して、過去3年間に実際にボラ

ンティア活動に参加した経験を持つ人は23.3%にとどまっています。このように、ボランティア活動l誌、

関心がある人は相当数いても、実際に活動に参加する『行動者率Jが低い乙とカt課題となっているので言。

特に、一般的に、ボランティアはM字力一ブとωわれており、学生やシニア世代の参加が比較的高

い一方で、勤労者世代のポラジティア参加率は低し1と言われていま雪。こうした中、筆者（嵯峨）が

運曽言るサービスグラジトには、東京・大阪を中心に現在4,500名を超える人が、プロポノに参加言

るための fスキル畳録jをレておD、特に、 2018年の4月からの半年間で600人以上が新規で登録

宮るなど、その数は着実に伸びてし1ます。プロポノに関心が集まる背景には、昨今、企業においては『働

き方改革」が橡々に進んでおり、労働時聞を短縮し、浮Uた時聞を自己研貨などに充当することが推

奨されている乙と、「人生100年時代jや『ライフシフトjといったキーワードへの認知度が急上昇し、

会社だけではなく、社会との接点を持つことを奨励するような機運が高まっていることなど、時代背

景の変化が考えられます。

4.市町村支揮に『プロポノ』をどう活か宮か？

行政機関による超高齢社会に向けた地域づくりを進めるうえでの施策として、ブロポノを導入する事

例が生まれていま言。

東京都福祉保健局1a:、2015年度か5「東京ホームタウンブロジヱクトJというブロジヱクトを立ち

上げました。このプロジェクトの特徴は、 東京の“地域資源”と言える企業等で活躍9る専門人材の地

域貢献活動を促進している点です。介護予防・生活支援等の活動に取り組む地域団体・ NPOの組織基

盤強化を支援するプロポノプログラムで1a:、4年間のプロジェクトを通じて都内33区市町村において

累計101件のブロポノプロジェクトを実施しており、 500人を超えるプロポノワー力ーの参加を集め、

地域活動の成長につながる数多くの具体的な成果を生み出しています 10

大阪府福祉部は、2017年度か5「大阪ええまちプロジェクトjを実施してし1ます。大阪府内の介護予防・

生活支援などに取り組む団体に向けたプロポノ支援や、生活支援コーディネーターに向けた現場視察を

取り入れた研修、行政担当職員に向けた総合事業のB型のサービスを事業化宮るためのセミナーなど、

多層的かつ意欲的なプログラムを提供しています九

都道府県のみでなく、規模の大きし、都市におし1て1a:、市単体でプロポノ支援を推進する乙とも可能で

す。千葉県松戸市では、千葉大学と協定を結び「都市型介護予防モデル松戸プロジェクトjを推進し

ています九人口約49万人の松戸市では、市内500ヵ所に通いの場『元気応援くらぶJの開設を目標
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とじており、過し1の場の担い手を広げる乙とともに、担l,＇＼手を支援するしくみとして、幅広し可市民によ

るボランティアの参画を目指しています。ボランティアの内容として、簡単な運営のサポートを行う『お

手伝い型j、特技や専門知識を伝える『講師型jに加え、仕事の経験やスキルを発揮する『ブロポノ型jや、

松戸プロジェクトの運営自体を担う「間接支援型Jが想定されていま言。その一環とレて、 2017年度

から行われてUる fプロポノチャレンジ松戸jでは、これまでに市内で介護予防などに取り組む10団

体を支援し、約40人がブロポノワー力ーとして参加していま雪。

5.『プロポノ』をめぐる今後に向lオた眼置とは何か？

各地でブロポノによる地域活動への支援実績が生み出されている一方で、こうしたブロポノの仕組み

がひろく社会に根付くためにl誌、各地にブロポノのコーディネートができる中間支援機能が定着してい

く乙とが必要です。

プロポノのコーディネートというと、特殊なことのように聞こえるかもしれませんが、例えば、地域

の課題を把握し、必要な社会資源を集め、地域のニーズに応える新たなサービスを開発・提供してし1く

と日う、生活支援コーディネーターに期待される役割とも重なる部分が大きし、内容です。

筆者の運営するサービスグラントでは、プロポノのコーディネートに関するノウハウ移転を進めており、

八王子市市民活動支援センター（東京都八王子市）、かわさき市民しきん（神奈川県川崎市）、吹田市立

市民公益活動センターラコルタ（大阪府吹田市）などとともに、地域に密着した団体に向けたプロポノ

支援の輸を広げています。こうしたかたちで全国の中間支援組織や生活支援コーディネーターと連携し、

各地にプロポノのコーディネート機能が備わることで、地域活動に取り組む団体の課題解決が促進され、

介護予防や生活支援をはじめとする地域活動の基盤強化や活性化につながると考えられます。

6.まとめ：書加者・支揖先双方に向けたブロポノの効果

プロポノは、第一義的にl志、地域団体の基盤強化支援の施策のーっとじて位置付l:t5れるものですが、

ブロポノに参加したプロポノワ－力ーにもさまざまな気づきゃ学びがあります。プロポノワー力ーか5
は、「視野が広がったjf仕事以外の人脈が得られたJr社会課題に対宮る理解が深まったJf働き方や時

間の使い方を見直すことができたjとし1った声が異口同音に聞かれ、ビジネスパーνジにとっても、ブ

ロポノへの参加は、団体に対言る一方的な支援でl誌なく、自身の成長や社会参加の機会として受け止め

られています。特に、企業等で働く中高年世代にとっては、定年後に地域で生活する準備として、早川

段階か5ブロポノを通じて地域の活動や社会課題などに触れておくことで、自身が地域社会とどうかか

わったらよいかについての具体的なイメージを持つ乙とができます。

このように、支援を受ける側にとっても、支援する側にとっても、大きなメUットが期待できるブロポ

ノは、今後の地域共生社会の実現に向けて、さまざまな場面において、重要なキーワードとなってし1く

と考えられますロ
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舎』占第5章 2・”
Q&A 

広雄連合の保険者の場合、支援のポイントletあ

りま宮か？

大阪市立大学／北海道大学鵜川重和・浜松医科大学岡田栄作

＠広域連合の場合I志、隣接する構成市町村聞でも抽出される課題が異なったり、

市町村の規模が比較的小さいととで、対応の難しさを感じる場合がありま言。

＠広場連合l志、構成市町村聞で抽出された課題を相互に確認宮る機会を提供し、

地埠課題を共通認鶴できる機会を置けることが必要で言。

＠抽出された標題に対言る各市町村の取り組みも異なるため、構成市町村に定期的

な情報交換の機会を提供することも重要です。

＠保険事業の運営を主目的とする広域連合と住民サービスを届lオる市町村とで、

役割と目的が異なる乙とを踏まえましょう。

広域連合Id:、市町村や特別区が樺々な広域的ニーズに柔軟かつ効率的に対応する乙とを目的とじて設

置されていますが、構成市町村で足並みが揃わ怠し1乙ともしばしばです。そのため広域連合を支援する

場合には、いくつかの注意すべき点がありま言。一点目に、 広域連合を構成する市町村闘で抱えている

課題が異なる場合があります。そのため広域としての課題と各構成市町村の課題を相互に確認し、 共通

理解を得る機会を設ける乙とが必要で言。二点目に、 課題に対する構成市町村のアプローチの仕方も異

なることがあります。そのため事例などを通じて、課題への対応につし1ての定期的な情報交換の機会を

提供することも重要です。三点目に、広域連合を構成宮る市町村は規模が比較的小さし、傾向がありま言。

市町村職員が十分にデータを活用レて地域づくりに役立てる余裕がなし1乙とも少怠くありません。その

ため、 よりきめ細やかな対応をしたり、広域連合がうまく構成市町村のフォローを行えるような体制を

整える支援を行う必要があるかもレれません。四点目に、ニーズ調査の主体である広域連合と、地域づ

くりを進める主体である市町村では、ゴールが異なる乙とです。 支援者が広域連合職員とだけやりとり

を行っていると、市町村のニーズを十分にくみ取れません。広域連合職員・市町村職員の両方と密にコ

ミュニケーシヨンをとっていく必要があります。

以下では、上記の点に留意しながら、広域連合職員・広域連合を構成する市町村職員・その他の市町

村職員に対して、地域診断データ活用のためのワークショップを開催した事例をご紹介じます。
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目 事倒：北海道大雷地区広場連合（東川町、東神楽町、美瑛町｝、音更町、苫前町、余市町による

データ活用合同ワークショップ

北海道では、大雪地区広域連合（東川町、東神楽町、美瑛町）、音更町、苫前町、余市町の4保

険者が2016年10月実施の日本老年学的評価研究（JapanGerontological Evaluation Study: 

JAG ES）の調査に参加・協力しました。告担当者からは、（1）地域マネジメジト支援システム rJAGES

HEARTJを用Uた地域の課題抽出と優先順位の決定方法を習得する機会がほしし可、（2）一年の約半分が

雪に閉ざされる積雪寒冷地では、本州で行われた成功事例をそのまま活用できない苦労があるため、北海

道内の各担当者が意見交換を古る場が欲しし、との要望がありました。そこで、 2017年8月にJAGES 

調査に参加・協力した大雪地区広域連合ならびに構成3町に加えて3保険者の各担当者が参加するデー

タ活用合同ワークショップを開催じました。

データ活用合同ワークショップの溝れ

ワークショッブId:、北海道大学で実施しまじた。一人1台ノート型パソコンを準備レ、すべての担当

者が告々 JAGESHEARTを閲覧できるようにしまじた。

4名が1つのグループとなるように配置し、表に記載したプログラム内容を実施しました。

プログラム内容

時間 目標 項目 必要部品

・ワークショッブの 1.1誌じめに

趣旨が理解できた ・挨拶・スタッフの自己紹介 ・ノート型パソコン（人数分）
13:00 

．ワークショッブの ・本日の進め方 eJAGES H日RTアクセス用Wi－~ (1台）
進め方が理解できた ・パツコツの起動確認

2.アイスブレイク

．参加者の話を少じ聞け'IE:. eA4用紙3つ折りに次の項目 ・水性マー力一（各グループ1セット）
13:05 

．自分のことを少レ話せた を記入レた自己紹介 eA4用紙（人数分）

①名前②所属と業務内容

③各町（保険者｝で自慢でさること

3.事例紹介

13:15 
eJAGES HEARTの

．長崎県松浦市と eJAGES事務局作成資料（人数分）
活用事例が把握できる

愛知県武豊町の事例紹介

13:20 
・地域診断を見るための

4.JAGES HEARTの使い方説明 eJAGES HEART＜の使用マニュアル
事前準備ができる

eJAGES HEART、
5.JAGES HEARTを用いた

13:25 
課題発見シートを用いて

JAGES2016参加保険者 ・重点課題発見シート
重点課題の抽出が

できる（その1)
間比較

14:20 休憩

eJAGES HEART、 6.JAGES HEARTを用いた

14:30 課題発見シートを用いて 保険者内小地域間比較 ・重点課題発見シート
重点課腫の抽出が

7.手がかり発見システムの操作
できる（その12)

8.振り返りとまとめ

・他の保険者で抽出された ．参加者各自が抽出した
課題を把握できる 課題紹介と意見交換

・ホワイトボードとマーカー
15:30 

．各自抽出した課題を eJAGES HEART、
紹介できる 課題発見シートに

関する質疑応答

16:00 終 了



Q 
アイデ、イア ！

Q 

Q 
量点標題発見シートの使い方

目的：告保険者で最も望ましい状贈と考え5れる高齢者を設定し、そのような高齢者を増加させるため

に必要怠各保険者の課題を抽出する。

方法

1.町の様子を思い浮かべたり、日常業務を量り返り怠が5ペルソナ｛告保険者で置も望ましい状態

と考えられる高齢者）を重点課題発見シート中央に記載します。その慮、健康状態や生活習慣、

香保険者で利用しているサービス等可能な限り具体的に錨写しま言。

2.描写したベルνナが持つ特性が、保険者内でどのよう怠分布をしているのかJAGESHEARTを

用いて比較します。各矧生について保険者闘で比較を行U、望ましい（またI志望ましく怠い）特

性を持つ高齢者割合（例：スポーツの会参加者割合、 1年間の転倒程強者割合）が他保険者より順

位が低い項目を重点課題とじます。次いで、保険者内小地域間比較を行し1、重点課題を持つ高齢

者割合の順位が量ち低いd噛域｛小学校区）を重点地域とします。

3.抽出された重点課題をテーマに記入しま宮

4.最後に、改善案在検討し、アイデア！欄にその方法を具体的に記入します。

結果

閉じこもり高齢者の割合、肥満高齢者、 1年以

内の転倒を経験した高齢者割合が高いという課

題、小地場を持つ保険者や、男性と比較して女

性のボランティア参加割合が低U保険者等、各

保険者で重点課題が抽出されました。

今後の標題

ワークショップ開催後に実施したアンケート罰
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査でlcJ:、理解できた点として「JAGESHEARTの使い方がわかったJという、 νフトウエアの操

作方法に関する理解を示す固筈や、理想と宮る高齢者像をイメージしてから課題の抽出を行うこと

で、どのデータに注目宮れば良川のかが明確になったとの意見がありました。一方で、今後の要望

を問う質問では『抽出した課題をどのように解決すればよいかfrj;、十分な検討が必要Jとの意見と

ともに「抽出した課題に対する各町の取り組みにつし1て、定期的に情報交換をできる機会がほしし、J
という要望が置も多くありました。このような複数の保険者による合同ワークショッブの取り組み

は始まったところであり、今後も継続していく予定です。

民間事業者が支援するときの強み・役割・

ii(イントI~ ？

株式会社QOL84プラス大田康博

CA】地域舗ケアではよれまでにない新しし1アプローチも必要で言。その地域で活用でき、，，J る民間事業者を発掘宮ることも、有効なアプローチの一つです。

強み

いわゆる『よそ者効果j。よそ者の存在を意識することで、行政や専門職だけでは気が付かなかった視

点が生まれることがありま言。研究者にも「よそ者効果jは期待できますが、自治体も研究者もお互い

に遠慮しあうので、聞に入る民間事業者の存在frj;双方にメリットがありま言。

役割

共通認識のためのデータの岨曜、検討会等でのファシりテーション、研究者のコーディネート、企業へ

の橋渡し役等が主な役割です。また、自治体か51cJ:、いつでも相談できるルートとして評価されます。

ポイント

伴走型支援は手聞がかかるので、事業者にとっても地域への貢献とし1う視点が必要です。地場企業の地

域貢献型、地域のNPO型、大学発ベンチャー型、プロポノ型、シニア起業型など様々な民間事業者等

に可能性があります。

今後の課題として、支援の昂質を保つためには、地域包括ケア構築支援のノウハウを標準化し、適切な

機闘が民間事業者を認定するなどの基盤整備も必要になるでしょう。



支援で行き詰ったとき韓に相醸した5良いで

しようか？

国立がん研究センター／東京大学薦藤順子

①…一…一間
＠庁内関係部局

介護保険事業の所管部局が、最も身近な相談先です。日慎か5、ワーキンググループなど関連する所管

部局が参画雪るチームを形成し、市町村支援への庁内連携の体制を整えておくことが有効で言。

＠他の保健所など

保健所にl(J;:、市町村の介護保険事業を現場で支援宮る役割が定められていま言。保健所職員向けの介護

予防の研修などを通して市町村支援の力をつ廿て、亘いに学び合うことで、よい相談先・支援のパート

ナーとなるでレょう。

＠大学、民間企業、 NPO等

日頃か5、大学、民間企業や NPOと地域の健康課題を共有し、市町村支援の連携構築をしておくことで、

都道府県にとってだけでなく、市町村にとっても相談先が増える乙とにつながりま言。

＠国立保健医痩科学院

一般的で広域的な相談先は、国立保健医療科学院です。都道府県が市町村支援を行うための能力強化を

支援する研修等を行っており、ホームページに有用な資料やツールがたくさんあります。

＠地蟻ケア会語の参加者

一方で個別の市町村への支援の相談先は、各市町村の地域ケア会議の参加組織・参加者などです。幅広

い分野の部署や機関の人たちの聞で対象市町村の課題共有や、信頼関係構築がなされていま言。都道府

県聴員も積極的に会議に参加し、関係機関との関係づくりや人材養成を行うことで、よい相談先・支援

のパートナーとなるでしょう。
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データがない・どのデータを使えばよ＂＇？

園立がん研究センター／東京大学駕藤順子

①一一一一一…幅
＠国保データベースシステム（KDBシステム）

f特定健診・特定保健指導J、f医療（後期高齢者医療含む）J、「介護保険j等にかかわる情報を保険者向

けに提供していま言。同規模市区町村間比較が可能です。活用方法のマニュアルもありま言、

＠介置予防事業及び介麗予防・日常生活支援総合事業（地場支援事業）の実施割貯況に闘する調査結果

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000141576_00004.html 

毎年実施している介護予防事業やサービス事業の実施状況の調査結果が都道府県別、市町村別に公開さ

れてし1ます。

＠厚生労働省・地場包括ケア（見える化｝システム

https://mieruka. mhlw.go.jp/ 

都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援するための情報シ

ステムで言。上記調査結果の評価や分析等を実施宮ることができ、年々少しすっアップデー卜されてい

ます。

く参考文献〉

1.厚生労働科学研究費補助金（H25一循環器等（生習）一一般一014）研究班．自治体における隼活習慣病対策推進のた

めの健診・医療 ・介護等データ活用マヱユアル.2016. 
https:/ /www.niph.go.jp/soshiki/07shougaν＇datakatsuyou／自国／data-manual.pdf.



市町村等の支鑓に

舎』4役に立つ資料・情報 2・n

1.国立保健医穣科学院

f平成30年康介慎保険における保険者織能強化支掘のための都道府県鴫員研修J資科

国立保健医痕科学院が実錯している研修会の資料のうち、保険者犠能強化推進交付金〈市町村分｝

（＝インセンデイブ交付金〉に係る評価指標（h抗ps://kou鵠 ikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/

houka恰u/documents/05-180515-4.pdりを活用した分析のポイジトが解説されているスライドを

銭粋して掲能しました。地繊診断の参考にしてください。

〔 スライドt

保険者機能強化雄進交付金に係る解価指

標を活用した分析の3つのステップ ・カテゴリ別 ・1畳間領I禁制の県内自治体の寧均値から、項目別の強みと弱
みはどこか宅言えてみまレょう．

・全体実随おの県内自治体の平均からi9iい市町村とそうでない市町村の違
いはなぜ起こっているのでレょうか ＜B毒順や虜順にしてみましょう〉 。

【STEP2】
・穴きなカテゴリ （！・Il・fil)別の市町村ランキングで、高得点の市町
村とそうでない市町村の遣いはなぜ起こっているのでしょうか 〈降順や
舞順にしてみましょう）。

・総何点の順位と比較して、各項目内での順位！こ変化があるでしょうか．
あるならlぎなぜでレょうか．

－総点紋上位の市町村と下位の市町村の点獄を比駁しだグラフを作成レ、
そのちがいについて考怨してください．

［ スライド2

ま1'自身の都道府県の評価指標の数値を

確認して、全国平均｛赤い縦の線）より

低い（課題がある）指擦を見つけ、その

理由を考察しま容。このA県で1~3つの

指標が平均以下であり、侮先的に取り組

むべき課題の候補と怠りま雪。

【STEP1)

項目別の強みと弱み
銀関．犠訓実也事(A車肉自治体の平崎値｝

金・・ ・＂・
’刷ラ刊岬制叫帥幽轍三耐哨制帽 ド’
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嘩の事情茎逼王Zアーヘ
者えられる理由について、

考察を造方Eしていく

当県では、介議人材のE童保30.4%、t也i或密着型サービス51.1%、
介護支緩専門員 ・介護サーピス事業所55.4%と低い傾向にあった．
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［ スライド3

県下の自治体聞の比較をして、各自治体の強みと弱みを見出します。例えば、平均より実施率怠どの数

値が低い自治体を見つけ出し、その理由を考察します。

自治体別の強みと弱み
全体の突鎗率（A燥の自治体ごと｝

【STEP1】

10。。

,. . 
E・E・－－“・
-＂・同・--... 
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。。
順調F勾

7・2.. 
.... 

』s , ... 
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全体
実飽阜の.般分布仏県の自治体｝

考えられる理由について、考察を
追加していく

（できている自治体についても適宣言及）

1 
った。実施はしていても、「

［ スライド4

複数の項目について各自治体の数値を確臨し、項目聞の関連を考察します。

【STEP2)

自治体ごとの項目問の関連性
I P叫すイ川幡周Eよる蛾措蜘批lこ肉 E随雄、UUli蜘＝置する臨＠恨の宴
けt糊事由揖蜘婁車事~llHI語体ごと｝ 陣 (Alf)舗悼ご却全体の実益事（A祭の自治体ごと）
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実施率が50%以下の市町村が4つ
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［ スライド5

上記の作業から、優先度の高い自治体を選び、その自治体についてより詳しく f診断jを進め、対策を

検討しま嘗。

ターゲッ卜とした自治体（テーマ）の詳細な分析
量.

l ＇＂＂＇サイクル・Oil局にみ.・・a・・‘骨，··~＇て肉ltt:I・”．＠．，． 
z・lUI圃．量鹿色刷.ol;'f<O貸す・.‘障の，a・

1(1）・埴e・Eヲーピス

(PPM的考察案）
これらは小規慎市町村の
ため、全停的に達成率d
低い状況は「負け犬J。
できていない項目が達成
の見込みがあれば、 T金
のなる木Jになるか？

.., 

IJB 

に~！~！~主主主口仁三コ
'fu ap,,..aiall:••ン，ー

m 

掛圃制

考えられる理由について、
考察を追加していく

（これまでの考察を絡まえ、
対応や支媛方策を検討する）

翻1(7).,ilJ!・e・”の置・
• itll••置’，.，..・kに食す“司障の量a・・・・・・F唱！＇！＂・－圃・・・・・・・・・・・・・・・舗3
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」実施率が40%以下の市町村の状況を詳しく見ると、

いずれもできていない設問領域がふたつあった。

［ スライド6

考察の手がかりに怠る考え方； PPM（プログラム・ポートフォリオ・マネジメント〉

PPM （プログラム・ボートフォリオ・マネジメント）
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2.インターネットから得8れるその他の情縄・資料

地域分析のサポートやマネジメジトに役立つ情報を揖鵡しま容。し）~れも以下URしから憤報にアク

セスし、資料のダウンロードができます。

①地結包括タア f見える化jシステム等を活用した地場診断に闘... る穆等賞科

．地様包括クア f見える化jシステム等を活用した地鴻分析の手引き

（厚生労働省老健局介護保険計画課〉

h枕ps://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000169786.html

．介護保検事業〈支援｝計画の進捗管理の手引き（厚生労働省老健局介護保険計画課〉

h抗ps://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000138653_00001.html

釧胤包括支援センターの取組静価指揮を活用した分析に闘嘗る穆考資料

φ地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運嘗に闘する舗査研究事業報告書

h杭ps://www.murc.jp/uploads/2018/04/koukai_180418_c5.pdf 

．エクセル版分析ツール解脱書

h枕ps://www.murc.jp/uploads/2018/04/koukai_180418_c5_ 1.pdf 

+l市区町村票｝エクセル版分析ツール

h杭ps://www.murc.jp/uploads/2018/04/koukaL180418_c5_2.xl鍬

.【地揖包括支援センター用】エクセル版分析ツール

https://www.murc.jp/uploads/2018/04/kou陥L180418_c5_3.xlsx 

③健診・医割腹・介纏等データ活用マニ2ア＇＂ : 

人口動態統計｛死因統計｝等の公的調査統計、医績賞、介護保険、各種保険者データ（国保、協会け

んぽ等〉、市町村強自の調査結果等の量的データの活用方法を解説していま雪。

h抗ps://www.niph.go.jp/soshiki/07shougai/datakatsuyou/data/data”manual.凶f

3.防災に関宮る資料

4砂地場防災web

https://chiikトbosai.jp/

防災科学技術研究所が開発者行っている、地域防災活動を支援習する情報提供サービスです。

1)市町村の状況：地場の自然特性｛地形分類ト社会

特性〈人0・高齢化率・財政力指数ト災害の危険

性をカルテ形式＇？：見る事ができます。ランキング影

武官？掲識されています。

)3 I・m 困問担問帽醐 ｛圃ヨ・ー’
It,.. _.L」 L 』 L 」 JL P'J.._J 

どの災害の危険性が富ωだろう？ 1－ 情』ー

t~~－~1：；；－京 － ·
・ー－‘一一 日句e<P＂＂・ -；こごと：字幅 ·~~ ：： ~ 
災害の危険性の砲事は？ 災曹はとこで起こるのだろう？



2）地場防災情報の検察と発信：地場防災活動の手法と

実践事例を検察・閲覧できます。防災科研が開発し

たオーブンνースνフトウエア reコミュニティ・

プラットフ万一ム｛h抗ps://ecomゅlat.jpl)Jを
こ；れまでと乱、う災曹が泡こった？ 似た衡の防災対策は？

使って地域内での災害リスク情報や防災資源情報の共有や、地捜外への情報発信を行うととが

できま言。

．防災科研クライシスレスポンスザイト（NIED剛CRS)

h杭ps://crs.bosai.go.jp/

国立研究開発法人防災科学緩術研究所〈防災科研〉が

提供する災害情報の集約ザイト。自然災害の嘗成期・

発生期・対応期における総兄把握のための情報を集約・

発信していま嘗。

これまでに集約・発信された情報：

強震モニタ・推定震度分布図・降水ナウキャスト＆短時間予報・浸水／土砂災害危険度・

台風経路情報・道路規制情報・通行実績情報・通水／断水情報・公共土木被害情報・

給水／入浴支援情報・被災後空中写真・災害ボランティア活動情報・災害情報リンク集
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6わりに

「介護予防活動のための地域診断データの活用と組織連携ガイド～地域包括ケアの推進に向けて～j

の姉妹本である『地域包括ケアの推進に向けたまちづくり支援ガイドJ、いかがでしたでしょうか。

冒頭でも少し触れまレたが、現場ではどうしても目の前の業務に日々追われがちになることが多し1か

と思いま言。使えるlますのデータがあっても、これまでの活動の撮り返りや今後の活動のためのビジョ

ンの設定を、現場で余裕を持って行うことはなかなか難しし1のではないでしょうか。そこで支援者が少

し備E極的・客観的な視点を持って、市町村と関わる（マネジメント機能を果たす）乙とによって、現場

の活動を支援できる乙とが期待できま言。とはいっても、支援側にも支援やマネジメントのノウハウが

必要になるかと思います。本ガイドはそんな「支援者のガイドjとして、お手元で役立てて頂くために

作成されました。

本ガイドには、市町村を支援する際の工ッセンスが、各項にふんだんに散りばめられております。全

体を通して読まれると、データの活用方法・連携や支援の在り方・ワークショッブ開催の具体例など、

類似した内容の記載が何度も出てくるように感じられたかもしれません。しかし、それらI志各著者が市

町村と継続的な関係を築いていく際に感じた重要なポイントであるだろうと編集側で判断し、今回あえ

て省かすに掲載しておりま言。

都道府県や保健所、民聞などの市町村を支援する立場の方々に本ガイドを参考にしていただき、それ

ぞれの市町村との今後の関わりへ少しでも活かして頂けることを期待しておりま言。円滑に支援が進む

ことで、各地での施策の策定や各種の事業が行し1やすくなり、それぞれの現場の実情に応じた地域包括

ケアシステム構築が乙れか5いっそう進んでいく乙とを、筆者一同願っています。『地域包括ケアjI~ 

高齢者保健の枠組みから生まれた言葉ですが、本来l志すべての年代の人々を包括苦る概念で言。本ガイ

ドが地域包括ケアの推進、ひいてはすべての人々の健康とウエル・ピーインクを達成する活動の一助に

なれば幸いです。

2019年3月

編者・著者一同を代表して

東京大学長谷田真帆
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（第3章第5節）

大田康博 株式会社QOL84プラス

（第5章民間事業者による支援）

大雪賀政回国立保健医療科学院医療・福祉サービス研究部

（第1章第1節・第2章第3節・第3章第3節事例1・市町村等の支援に役に立つ

資料／情報）

岡田 栄作 浜松医科大学医学部健康社会医学講座

（第5章広域連合）

尾島俊之 浜松医科大学医学部健康社会医学講座

（第3章第3節事例2・第4章事例2)
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近藤克則 千葉大学予防医学センター

（第4章事例6)

近藤尚己 東京大学大学院医学系研究科健康教育・社会学分野

（はじめに・第3章第3節）

粛藤順子 国立がん研究センター社会と健康研究センター

東京大学大学院医学系研究科健康教育・社会学分野

（第5章支援での行き詰まり・使うべきデータ）

斎藤 民 国立長寿医療研究センター老年社会科学研究部

（第4章事例5)

斉藤雅茂 日本福祉大学社会福祉学部

（第2章第4節・第3章第3節事例3)
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（第4章事例6)

島崎 敢 国立研究開発法人防災科学技術研究所

（第1章第3節）

菖蒲川 由郷新潟大学大学院医歯学総合研究科国際保健学分野

（第3章第4節）

高木大資 東京大学大学院医学系研究科保健社会行動学分野

（第3章第1節）

中村康隆 日本福祉大学看護学部

（第4章事例4)

麓内修二 大分県福祉保健部

（第4章事例1)
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（第2章第2節）
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（第2章第1・2・4節・第3章第2節・おわりに）

藤原美幸 神戸市保健福祉局介護保険課地域包括支援係介護予防担当

（第4章事例3)

堀井聡子 目立保健医療科学院生涯健康研究部・独立行政法人国際協力機構（JICA)
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